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序章 本研究の視座と意義 
 
 本研究は，今日の児童養護施設入所児童の処遇を巡る諸課題のうち，児童養護施設での
生活を余儀なくされた子どもの育ちを「子どもの側」から捉え直し，健やかな成長・発達
を支えるための施設処遇について考察することを目的としている。 
 その背景には，我が国の児童養護における施設処遇が歴史的変貌をとげたことがある。
第二次世界大戦終戦後間もない頃の孤児・遺棄児・浮浪児等への対策が中心であった頃に
比して，今日の入所児童の多くには，保護者が存在しており，環境上，何らかの理由によ
り家庭での生活が困難であるため，施設入所を余儀なくされている子どもが大半を占めて
いる。入所児童の家庭生活の困難さの背景には，複雑多様化した養育問題があり，その多
くは，児童虐待に関するものである。被虐待児は，入所前の家庭生活によって子どもの発
育上，不適切な経験を被り，入所後の日々の生活や学校等を始めとした社会的場面におい
て，特別なケアを要する事も稀ではない。被虐待経験のある子どもの入所の増加に伴い，
被虐待児の抱える成長・発達上の問題に危惧を抱いた関係者らは，入所児童の心理的ケア
や治療のみならず，児童養護問題の発生要因の解明や予防，自立支援における課題等，様々
な方面からの研究・報告を積み重ね警鐘を鳴らし続けた。そこから導き出されたものの多
くには，第二次世界大戦終戦後の旧態依然とした施設形態や運営体制では子どもの権利利
益を擁護することは困難であり，パラダイムの転換が必要であることが示されていた。そ
して，2016（平成28）年の「児童福祉法改正」において，子どもが権利の主体であること
を明確にした上で，家庭養育優先の理念を規定し，家庭・家庭的養護や里親養育，特別養
子縁組等によるパーマネンシー保障の推進を明確にし，子どもの権利利益の擁護により一
層資する方向性で制度の見直しが図られた。 
しかしながら，未だ課題は残る。なぜならば，制度の改正によって職員配置や生活環境
については改善の方向へと進んでいるが，入所前の養育問題から切り離され，児童養護施
設での生活を余儀なくされる子どもたちが経験する「新たな養育環境への適応過程」が，
「子どもの最善の利益」に資しているものであるかどうかという観点が置き去りにされて
いるのである。子どもの権利擁護を真摯に考えた場合，現行の制度や今後の方向性が子
どもにとって好ましいものであるかどうか子ども理解に基づく，子ども側からの検証
が必要である。 
第１に，児童養護施設入所児童の処遇を巡る諸課題については，環境要因から語ら
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れることが多いことを指摘しておきたい。先にも述べたが，今日の児童養護施設入所
児童の多くには，保護者が存在しており，子どもにとって不適切な養育環境が存在す
る。そして，不適切な養育を経験していることに加え，児童養護施設という一般家庭
とは異なる養育経験があることから，子ども自身に生じる成長・発達上の諸問題の要
因を養育環境に帰属させることになるのである。しかしながら，“子ども”という存在，
“子どもの発達”を考えた場合，次のような問題提起が浮かび上がってくる。 
稲垣（2004）は，“子ども”を「誕生した瞬間から，自分自身が持って生まれた生物
学的な素因を基盤として，環境からの刺激を受け，個人として自立していく過程にあ
る存在」1)と定義した。その定義の上に，南部（2007）は“子どもの発達”とは，「誕生した
瞬間から，その子どもがもって生まれた能力をいかに発揮して環境にかかわり，関係性を
持ち，変容していくかということであり，それは周りの環境との関係性による質的な変化
の過程である」2)と定義した。両者を併せて考えると，子どもは自身の持つ生物学的な素
因を基盤として周囲の環境に関わり，周囲との関係性の中で育つということになる。言い
換えれば，子ども自身の持つ生物学的素因によって周囲との関係性が構築されるというこ
とになる。したがって，児童養護施設入所児童の処遇を巡る諸課題を理解するためには，
環境要因のみならず子ども自身の持つ生物学的素因にも目を向けなければならないのであ
る。 
 第２に，児童養護施設へ入所するということは，不適切な養育環境から保護される
と同時に，子どもにとっては，新たな“養育環境への適応”という課題が生じている
ことを理解しておかねばならない。加えて，適応場面が多様性を帯びていることにも
目を向けておかねばならないであろう。例えば，児童養護施設は 24 時間体制で稼働して
おり，また，子どもにとっての養育者となる職員は有給職員であるがゆえに，時間帯によ
って養育担当が交代することや，年度ごとに担当職員の異動があることなどがあげられる。
さらに，乳児院から児童養護施設への措置変更に代表されるように，子どもの気持ちに寄
り添えない形で生活の場が変容することは稀ではない。ゆえに，児童養護施設に措置され
る子どもたちは制度上，多様な養育環境に適応せざるを得ないのである。児童養護施設入
所児童は，この様な現状に置かれることによって，どのような適応過程を辿るのであろう
か。また，どのような適応方法を身につけていくのであろうか。 
 適応法について中山(2001)は，「個人の欲求を生活環境からの要請に合うように変容して
いく受動的適応と，生活環境を個人の欲求に合うように改変していく積極的適応とがあ
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る。」3)としている。この観点から考えると，児童養護施設という一般家庭とは異なる生活
環境においては，入所児童個人の欲求に合うように生活環境を改変していくことは容易で
はなく，翻れば，生活環境からの要請に合うように自身を変容させ受動的適応をせねばな
らないと考えられる。これは，決して児童養護施設側が子どもに対して，生活環境に合わ
せるように要請していることを示唆しているわけではない。先にも述べたように，児童養
護施設では，養育者である施設職員が時間帯や年度によって交代すること，措置変更や入
退所により共に生活する子どもの構成員が代わるという現状があり，そのことにより養育
環境の変容に受動的適応せざるを得ないのである。さらに，中山（2001）は，「自分の欲
求を抑えすぎるあまりに過剰適応にならないように注意する必要がある。」3)ともしている。
過剰適応とは，石津(2006)によれば，「環境からの要求や期待に個人が完全に近い形で従お
うとすることであり，内的な欲求を無理に抑圧してでも，外的な期待や要求にこたえる努
力を行うことである」4)と定義している。児童養護施設入所児童が「自分の欲求を抑えす
ぎる」ことや，「環境からの要求や期待に個人が完全に近い形で従おうとする」としている
わけではなく，制度上・施設の機能上，「外的な期待や要求にこたえる努力を行う」必要が
あるのである。そして，過剰適応は後の不適応問題や抑うつ問題と関連があることなどが
知られており，見捨てられ不安 5)等とも関連することが報告されている。この不適応・抑
うつ問題，見捨てられ不安については，児童養護施設入所児童に見られる心理・社会的問
題でもある。ゆえに，児童養護施設には，受動的あるいは，過剰的に適応せねばならない
要素があると考えられる。子どもに受動的適応や過剰適応の状態を知らぬ間にもたらし，
このことが，後の心理・社会的問題の遠因となっている可能性もあり，我々は子どもの側
から捉えた多様性を帯びた環境への適応について考えねばならないのである。 
 第３に，児童養護施設入所児童に関する研究知見は，虐待被害の経験によって抱えるこ
ととなった行動特徴や対人関係の問題について論じられているものは数多くあるが，これ
らは学童期以降の年齢を対象としているものや，また，児童の顕在化された発達・行動上
の問題や処遇上の課題について論じられているものが多い。しかしながら，児童養護施設
へ入所してくる年齢の子どもらは，乳児院からの措置変更も含めると，幼児期に入所して
くる子どもが最も多く，全体の５割以上を占めている 6)。 
幼児期に児童養護施設へ入所するということは，低年齢の時期から成長・発達上におけ
る不適切な養育環境下で過ごしている経験があるということでもあり，その影響は計り知
れない部分がある。加えて，自らの言語によって欲求や不安・葛藤などを表現することが
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未成熟である。ゆえに，幼児の抱える発達・行動上の問題はその実態が明らかにされにく
く，その問題が児童期や思春期を迎える頃に顕在化し，後年の社会場面における深刻な不
適応問題の遠因となる可能性を秘めている。翻って考えれば，幼児期に抱えることとなっ
た発達・行動上の問題は，早期の予防・介入によって，適切な養育環境が保障され，その
中で周囲の大人に理解され信頼関係を構築することによって，育ち直し，問題を克服し，
自分らしく社会適応していく事が可能ということにもなる。つまり，幼児期に施設入所と
なった子どもらは人生の早期からの養育環境下で過ごした影響はあるものの，施設入所後
に適切な養育環境を保障されることによって，育ち直しを図り自分らしくその後の人生を
歩むことが可能なのである。例えば，藤永ら(1987)は，出生直後から心理的・社会的・物
理的に貧しい環境条件下で５ないし６年間を過ごした姉弟が，そのために極端な発達遅滞
に陥りようやく救出され，以後 13 年間にわたり追跡した記録を発表している 7)。当初は回
復困難であるかと思われるほどの重度の発達遅滞であった二人が専門家チームによる環境
改善と補償教育を行うことによって劇的に回復し 8)，その後，自立し，立派に社会へ巣立
っていった事例研究である。藤永ら(1987)の縦断研究については，現代の児童養護施設関
係者らには，意外に周知されていないが，子どもを専門的に理解し，それを日常生活にお
ける関わりに繋げることによって，子どもの育ちが回復すること，自立出来ることを示唆
してくれている。  
後年の問題を出来るだけ最小限に止め，子どもの利益を最大限に保障するためには，よ
り早期から児童養護施設入所児童の成長・発達上の課題を理解し，対応していくことが求
められる。しかしながら，児童養護施設における幼児期の子どもの情緒や行動の問題はそ
の実態が明らかでないために，治療や予防的介入は十分にされていないのが現状である。
それゆえ，子どもが抱える発達行動上の問題を周囲が捉えにくく，看過されがちであり，
そのことによって児童期や思春期になり問題が表面化してきた頃には，既に深刻化してい
ることも稀ではない。したがって，幼児期からの発達・行動上の問題や特徴を理解し，そ
の課題を明らかにすると共に適切な養育環境を保障していくことは健やかな成長・発達を
支援していくためには重要である。  
本研究は，以上の３つの視座を念頭において，子ども側から児童養護施設の処遇を
捉えるものとして，子どもの生物学的素因と養育環境への適応過程が入所児童の成
長・発達にどのように作用していくのか考察していく。そして，児童養護施設に入所
せざるを得なかった子どもが健やかに成長・発達を遂げるために，出来るだけ早期か
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ら子どもを理解し，適切な支援へと繋がるよう，児童養護施設入所における最低年齢に
近い幼児を対象にする。 
 本研究はⅡ部構成で論を展開する。Ⅰ部においては，なぜ，今，“児童養護施設入所
児童を理解しなければならないのか”を明らかにするために「児童養護施設の現状と課題」
について述べる。第１章では，第二次世界大戦終戦後以降，社会環境が劇的に変容してい
く中で移り変わっていく児童養護施設の役割や入所児童の変遷について概観する。第２章
では児童養護施設入所児童研究への問題提起から児童養護施設入所児童の現状と課題を提
示する。 
Ⅱ部では，児童養護施設入所児童の現状と課題を把握した上で，子どもにとってより
適切な援助となるよう，児童養護施設で生活する子どもに関する研究について述べる。そ
の中で，第３章では，気質概念を取り入れて行った児童養護施設入所児童の生物学的素因
について述べ，この研究結果を施設処遇に還元していくことを目的として，施設職員が捉
えた担当児童の気質観について調査し，考察したものを第４章に記述した。さらに，第５
章では，児童養護施設入所後，子どもがどのような成長・発達の過程を辿っているのか，
生物学的素因から理解するための一手立てとして，身長・体重の情報を元に発育研究を行
い，子ども側から捉えた施設養育のあり方について考察を行った。その上で，第６章では，
児童養護施設入所児童は具体的にどのような問題を抱えているのかを理解するために，児
童養護施設入所児童が抱えている心理社会的状況を把握する指標としての行動評価尺度
CBCL（Child Behavior Checklist）を使用し，調査した結果について述べた。第７章では，
本研究で取り組んできた一連の研究結果の知見を元に，ある子どもの特別養子縁組を巡る
事例を考察し，「子どもの最善の利益」についての提言を行う。その上で，終章では，本研
究の成果と課題について述べる。 
 以上のことから，本研究の主な意義は以下の３点にまとめられる。第１に，児童養護施
設入所児童の成長・発達上の課題を環境要因のみならず生物学的素因に注目し子ども側か
ら施設処遇を捉えようと試みたことにある。第２に，子ども側から施設処遇を捉えた場合，
児童養護施設という一般家庭とは異なる生活環境においては，多様性を帯びた環境への適
応を要し，それらが入所児童の成長・発達においてどのように作用しているのかを明らか
にしようとしたことである。第３に，これまであまり取り上げられることのなかった，児
童養護施設入所児童の発達・行動上の問題が顕在化する前の幼児期に焦点を当てたことで
ある。 
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 本研究については，一連の流れが当初から計画されていたものではなく，研究過程その
ものが児童養護施設入所児童の生活とそれを援助する施設職員に還元されるよう配慮しな
がら研究を発展させてきた。一つの研究結果に基づき，そこから導き出された次の研究テ
ーマへと進めていくという道程を辿りながら，「子どもの最善の利益」を遵守するためには，
家庭養育優先に鑑み，子どもを制度的枠組みに適応させようとするのではなく，子どもの
目線で捉えた処遇のあり方を問い直すという議論を加えながら支援の方向性を考慮してい
く必要性があることを示したことが本研究の最大の意義である。 
最後に，本研究においては，「児童」「子ども」「幼児」という用語が混在している。法制
度に関連する用語については，「児童」と表記されているが，一般的に「児童」は学童を想
起させることが多い。本研究では，幼児を中心に論じているため，法制度に関連する用語
以外については，なるべく「子ども」「幼児」と表記するよう配慮した。 
                                                   
1) 稲垣由子「子どものまなざしと子どもに寄り添うということ」，『小児の精神と神経 第
44 巻 第１号』，2004 年，7-11 頁 
2) 南部真理子『子ども虐待における人と人との関係性』，甲南女子大学博士論文，2007 年，
10 頁 
3) 中山巖「第３章 パーソナリティとその理解」，中山巖編著『学校教育相談心理学』，北
大路書房，2001 年，45 頁 
4) 石津憲一郎「過剰適応尺度作成の試み」，『日本カウンセリング学会第 39 回発表論集』，
2006 年，137 頁 
5) 斉藤ら（2012）は，見捨てられ不安を「重要で身近な他者（集団）に承認される自信が
なく，自身の価値観をありのままに主張すると，重要で身近な他者（集団）から嫌われる
のではないかという不安から自己犠牲的な認知・行動を過剰に選択する心理傾向」として
いる。（斉藤富由起・吉森丹仁子・守谷賢二・吉田梨乃・小野淳「青年期における見捨てら
れ不安尺度開発の試み その１：社会構造の変化を重視して」，『千里金蘭大学紀要 第９
巻』，2012 年，13-20 頁 
6) 厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課『児童養護施設入所児童等調査結果（平
成25年２月１日現在）』，
http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11905000-Koyoukintoujidoukateikyoku-
Kateifukushika/0000071184.pdf（情報取得2018年２月21日） 
7) 藤永保・斎賀久敬・春日喬・内田伸子『人間の発達と初期環境』，有斐閣，1987 年，2
頁 
8) 同前，54 頁 
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Ⅰ部 児童養護施設の現状と課題 
 
 我が国の児童養護の成立過程の起源は，聖徳太子が 593（推古天皇元）年に建立した四
天王寺の四箇院の悲田院にあるとされている。仏教伝来以後，慈悲・慈愛の教えに伴い，
孤老・寡婦・孤児・病者・不具者（障害者）などが慈善救済事業の対象となっていた。こ
れらは老若男女を対象とした混合型の救済・保護施設であり，児童のためのみの施設では
なかった。この慈善救済事業は各宗教家や地域の篤志家達の手によって受け継がれていく
が，児童養護施設として本格的に取り組まれるようになったのは，石井十次が 1887（明治
20）年に設立した岡山孤児院とされている。石井はイギリスのバーナードホームの実践や，
ルソー(Rousseau，J.J.)やペスタロッチ（Pestalozzi,J.H）の思想に影響を受け，労働と
教育を通した実践とともに，大舎制から家族舎への移行を試み，乳幼児については里親に
出すなどの取組を行った 1)。この取り組みは，現代の児童養護に求められている自立支援
や家庭的養護・家庭養護への先駆的な取り組みであった。しかし，その後の歴史の中で，
石井の取組が今日の児童養護に一貫して受け継がれてきたわけではない。なぜならば，明
治期以降，我が国は二度の世界大戦を経験し，その影響から児童養護の役割・ニーズは大
きく変容したからである。 
 我が国の児童養護の歴史的展開は，１.明治期，２.大正以降第二次大戦まで，３.第二次
世界大戦終戦から現代までの三時期に区分され 2)3)，第二次世界大戦終戦後から現代に至る
までの間の養護問題はめまぐるしく変貌をとげている。第二次大戦以後の 70年余りを振り
返ると，終戦直後の混乱期における孤児・遺棄児・浮浪児の保護問題は，高度経済成長期
を迎える頃には，家族問題を背景にした児童養護対象児童へと変容していく。その後，1994
（平成６）年に「子どもの権利条約」が批准され，被虐待児問題へと社会的関心が広がり
を見せていく。このような歴史的な流れを踏まえ，第Ⅰ部では，今日の児童養護施設入所
児童の現状と課題を見出す。第一章では第二次世界大戦後の混乱期から「児童の権利条約
（通称：子どもの権利条約）」批准までの期間について述べる。具体的には，第二次世界大
戦後混乱期における孤児・遺棄児・浮浪児の保護問題や貧困家庭の受け皿としての役割・
ニーズから，高度経済成長期における家庭問題を入所理由とする対象児童の変容について
論じる。第二章では，1994（平成６）年に「児童の権利に関する条約（以後，子どもの権
利条約）」が批准され，2000（平成 12）年の「児童虐待の防止等に関する法律（以後，児
童虐待防止法）の施行とその後の改正から児童養護施設に入所してくる子どもの入所理由
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の変化について述べ，近年の動向である，2016（平成 27）年の児童福祉法の一部改正 4)と
2017（平成 29）年８月に打ち出された「新しい養育ビジョン」5)を示し，児童養護施設入
所児童研究への問題提起を行う。 
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第１章 第二次世界大戦以降の児童養護施設 
 
第１節 第二次世界大戦直後の現状 
 
 本来，児童を中心にした養護は，家庭という私的な空間の中で親子関係を中心に子ども
を教育し，社会化を促し，成人へと導いていく営みである。しかしながら，我が国は，二
度の世界大戦により社会経済秩序の混乱が生じ，大人でさえも生きていくことが困難な状
況を招き，子どもの生活状態に大きな打撃を与えた。結果，戦災孤児・遺棄児・浮浪児・
欠食児童の氾濫とともに，子どもの人身売買や親子心中などが頻発することとなった 6)。
これらの児童の中には，適切な保護を受けることが出来ないまま都市部での浮浪あるいは，
不良行為への道を辿るものが多数存在していた。このような状況の下，浮浪児の緊急対策
として，1945（昭和 20）年９月 20日，行政の次官会議において「戦災孤児等保護対策要
綱」を決定し，施設による収容保護対策を採用した。戦災による児童保護事業については，
終戦前の 1945（昭和 20）年６月 28日の「戦災遺児保護対策要綱」があったが，第二次世
界大戦終戦後の公的な児童保護対策事業としては「戦災孤児保護対策要綱」が最初のもの
である。この「戦災孤児保護対策要綱」は，先の「戦災遺児保護対策要綱」を踏襲したも
のであり，個人家庭への保護委託，養子縁組の斡旋，集団保護施設の設置の方針を示した
が，実際には実効性はなかった 8)。そのため，戦災孤児や浮浪児の「刈り込み」9)など呼ば
れる取り締まりが応急対策として進行し，その翌年の 1946（昭和 21)年４月 15日には，厚
生省社会局長通知「浮浪児その他児童保護等の応急措置実施に関する件」により浮浪児の
保護の措置が取られ，その後，数年間，浮浪児対策を中心とする戦後処理的な緊急児童対
策が続いた 10）。このような流れに従って，児童保護施設，なかでも育児院や孤児院などが
増設され，その数は敗戦直前の 89カ所から 1946（昭和 21）年には 171カ所，1947（昭和
22）年には 306カ所まで急増した 11）。戦後の児童保護の問題は国として緊急を要するもの
であったことがわかる。 
 そして，1947（昭和 22）年５月３日に新憲法が施行され，同年 12月に「児童福祉法」
が制定された。この児童福祉法の制定によって，これまで普通児の状態から脱落した児童
のみを対象としてきた保護法から，一般児童を対象とし，その福祉を増進させる福祉法へ
と歴史的な大転換をした 12)。一般児童までも対象とした背景には，戦災による孤児・遺棄
児・浮浪児への緊急保護対策の他に，戦災による欠損家庭の増加，生活困窮からくる乳幼
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児の死亡率の高さや子どもの人身売買が潜んでいたからであろう。ゆえに，この時に制定
された児童福祉法第四十一条において「養護施設は，乳児を除いて，保護者のない児童，
虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて，これを養護することを
目的とする施設とする。」（制定時）と規定し 13)，これまでの孤児院や育児院は整理統合さ
れ，助産施設，母子寮，保育所，児童更正施設，乳児院，養護施設，教護院，精神薄弱児
施設，療育施設が誕生し，それぞれの目的やニーズに応じた分類収容が可能となった。  
 敗戦直後わずか２年の間に，我が国では，戦後の混乱と生活困窮の中，戦災孤児・遺棄
児・浮浪児の緊急保護対策を講じ，養護施設の量的拡充が図られた。同時に，1947（昭和
22）年は第一次ベビーブームを迎えた最初の年でもあった。 
 この第一次ベビーブームは，戦災により激減した人口の回復への寄与，戦後の復興の兆
しでもあるように見えたが，実際には，生活困窮の中で乳幼児が餓死したり，遺棄される
ことや人身売買などを巡り，適切な養育を受けられない児童への対策も必要となっていっ
た。そのため，児童養護施設は，戦災孤児・遺棄児・浮浪児の保護対策が落ち着きを見せ
てもなお増加し続け，1959（昭和 34）年の 555カ所のピーク時を迎えることとなる。つま
り，児童養護施設は，戦後の児童保護対策から適切な養育を受けられない子どものための
施設へと，その役割・ニーズが変容していったのである。 
 
第２節 ホスピタリズム論と集団主義養護論  
 
 1947（昭和 22）年の児童福祉法成立後，その推進のための法体系や行政の体制が整備さ
れていく過程で，1950年代に入るとホスピタリズムを巡って養護処遇論が展開されていく
こととなる。ホスピタリズムとは，「施設症」や「施設病」と訳されている。1930年代か
ら 1940年代にかけて，スピッツ（Spitz. R.）らが，施設で養育される乳児の死亡率が高い
ことを指摘し，心身の発達遅滞が見られること，また，成長を遂げた後に，さまざまな対
人関係障害を呈することを報告したことから用いられるようになった用語である 14)。我が
国の児童養護施設において，このホスピタリズムを巡る論争が展開される契機となったの
は，J．ボウルビィによる，『Maternal Care And Mental Health（わが国では，1967
年に黒田実朗によって『乳幼児の精神衛生』として翻訳・発刊）』の発表であった。J．ボ
ウルビィは，児童相談所勤務の経験があり，1944（昭和 19)年に「44人の盗みをはたらく
非行少年，その性格と家庭生活（原題：Forty-four  juvenile  thieves：Their  character  
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and  home-life）」という論文を発表し 15)，乳幼児期における長期の母子分離と性格の関
係性について述べた。この論文によって，J．ボウルビィは，1950（昭和２５）年， WHO
（世界保健機関）の要請により孤児の精神衛生を向上させるための調査研究を行った 16)。
そして，この調査研究を通して，施設等で集団養育されている子どもらは母性的養育の喪
失（maternal  deprivation）によって不幸な結果がもたらされることを指摘し，それが
ホスピタリズムの原因であるとした 17)。 
 この調査研究結果は，我が国の施設関係者にも衝撃を与え，その後のホスピタリズムを
巡る戦後養護理論の出発点となった。それに加え，1950年代の L.ベンダーの「家庭生活に
優るものはない」という厚生省訳の米国児童福祉資料の紹介も多くの施設関係者に衝撃を
与えた 18)19)。J.ボウルビィや L.ベンダーの報告書と施設養護を関連付け，最も早く問題提
起したのは，当時，東京の石神井学園の園長であった堀文次である。堀は 1940年代からの
諸研究を参考にし，自らの施設における観察や経験に基づき，1950年（昭和 25）年に「養
護理論確立の試み（その一）ホスピタリスムスの解明と対策」20)を著し，その後の論文の
中でホスピタリズムの解決の基盤は小舎制にあるとした 21)。同年，瓜巣(1950)は「養護の
指導性と技術の問題」を発表し，小舎制に加えソーシャルワーク方法技術導入が必要であ
ると説いた 22)。そして，ホスピタリズムに関連する諸問題解決のために，施設関係者は厚
生省（現厚生労働省）に働きかけ「児童福祉施設最低基準（平成 23年厚労令 127号により
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（抄）に改題」における職員配置数の改善や，
1956（昭和 31)年「養護施設運営要領」へと繋げていく。 
 ホスピタリズム論の展開は，施設必要悪論や施設否定を導き出すことなった 23)。そんな
中，1960年代，当時，沼津の松風荘の園長であった積惟勝は集団主義養護論を提唱する。
積は，「施設はいくら「家庭化」してみても所詮は「疑似家庭」であり，「代替家庭」でし
かないという厳然たる事実」24)があるとし，その上で，「『施設養護』の本質をあきらかに
し，『家庭に優るものはない』といった旧来的な『施設観』から，『家庭に優るとも劣るも
のではない』といった現代的な『施設観』を打ち立てるべき」25)とした。また，積は，「い
うまでもなく，子どもは『親の子』であり，『家庭の子』として育つべく生まれてきたもの
であはるが，しかし，それと同時に，いかなる子どもといえども，『社会の子』として育つ
べく約束されているのである。つまり，子どもは『親の子』であると同時に，『社会の子』
であるという認識に立てば，施設養護対象の児童は，たまたま，何らかの条件で，親もと
を離れ，施設にきたにすぎないもので，やがては，社会に生きぬかねばならぬ子ども，と
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いった点においては，何らかわりはない」26)とし，①人権の尊重と人間形成の原理－人間
らしく生きることの原理，②情緒安定性の原理－心のよりどころとしての原理，③個と集
団との統一的原理－育ち合うことの原理－，④家庭復帰，社会復帰の原理－参加する人間
としての原理－，の４点を集団主義養護の基本原理とした 26)。そして，積の集団主義養護
論が，当時のホスピタリズム論争や施設必要悪論，施設否定に苦慮していた施設関係者に
対して一定の方向性を与え，ホスピタリズム論争が沈静化していく一つの契機となったと
考えられる。 
 
第３節 高度経済成長期 
 
 第一節・第二節に示した様に，1940年代後半～1950年代前半は，できるだけ多くの戦災
孤児・遺棄児・浮浪児を保護し収容することが至上命題であり，この間に設立された児童
養護施設は数多くある。1950年代以降，J．ボウルビィや L.ベンダーらの研究報告に影響
を受けた我が国の施設関係者らは施設養護を巡りホスピタリズム論や集団養護論を展開し
ていく。 
 1950年代後半になると高度経済成長期を迎え，1956（昭和 31）年の『経済白書』におい
て「もはや戦後ではない」とされ，この頃になると当時の戦災孤児・遺棄児・浮浪児の姿
は見えなくなっていく。このため，一時期，児童養護のニーズは低下するが，高度経済成
長による人口動態や家族形態の変容が，新たな養護問題を生み出していく。 
 一般的に，高度経済成長期は，1960（昭和 35）年に池田内閣が国民所得倍増計画を発表
した頃から 1973（昭和 48）年までと理解されている。この急激な経済成長は，一般的国民
の生活水準の向上をもたらす一方，産業構造の変化やインフレに伴う失業者の貧困問題が
潜在していた時期でもあった。また，中学生が金の卵と称され，都市部の労働市場へと集
結した結果，養育伝承が不十分な若年層による新たな核家族が形成され，核家族化が加速
した時期でもある。さらに，産業構造の変化は学歴偏重型社会の流れを作りだし，児童や
少年たちが学校社会や家庭内で追い込まれ，子どもの反社会的行動・非社会的行動といっ
た問題が増加した。高度経済成長期における潜在的な貧困問題や核家族化問題，学歴偏重
型社会の問題は複雑に絡み合い，これまでのような養育者の死亡・不明等，家族欠損によ
る生活保障を中心とした養護問題とは異なり，養育者と子どもを巡る複雑・多様化した家
族背景を抱えた問題への対応が必要となってきたのである。実際，この時期は，児童や少
13 
 
年期の自殺の増加や非行の低年齢化，不登校の出現等もあり，1961（昭和 36）年，情緒障
害児短期治療施設が設立された時期でもある 27)。この変化は，養育者自身の抱える問題へ
の対応が施設に持ち込まれ，教育治療・社会的調整治療の役割の必要性を生じさせた 28)，
1960年代からは施設を治療機関化する論として治療的処遇論が展開される 29)。この治療的
処遇論により，従来の養護機能に加え，心理的・教育的治療機能を備えた処遇技術が必要
とされるようになった。 
 以上を振り返ってみると，高度経済成長期の施設養護は，社会状況の大きな変化により，
以前のホスピタリズム論や集団主義養護論の展開から，家庭を含めた児童の養護問題の質
の変化が生じた時期であるといえる。そのため，複雑・多様化した家族問題を背景にもち，
施設入所以前からの問題行動を抱えたまま施設入所に至るケースが増加した時期ともなっ
た。このような入所背景の変化は，施設へ入所してくる児童の年齢層への変化ももたらし
た。いわゆる，高年齢児（小学後期～中学期）の入所が目立つようになり，中には施設養
育を困難とする「処遇困難児」とされる児童も存在した 30)。さらに，時代の変化と共に中
学校卒業後の住み込み式の就職先が減少し，高校進学率が上昇し続けたことなどから，1973
（昭和 48）年度より施設入所児童の高校進学の費用が「特別育成費」の名目で予算化され
るようになった。その後も，中学卒業後に就職する子どもの措置継続が可能となり，1988
（昭和 63）年自立援助相談事業が創設された 31)。これらは，施設入所児童の処遇改善や自
立援助の保障に一定の役割を果たしたが，その一方では中高生等の高年齢児が占める割合
が高くなり，喫煙や異性問題，思春期特有の発達行動上の問題等が顕在化してくる。つま
り，家庭のみならず，施設入所児童自身が抱える問題も複雑・多様化してきたのである。 
 その後も，社会・経済は変容し続け，やがてバブル期（1986（昭和 61）年～1991（平成
３）年を迎え，時代に翻弄されながら子どもや家族の問題もより一層，複雑・多様化，さ
らには重層化していく。そして，当時，大人の観点から「処遇困難児」と語られていた児
童は，1994（平成６）年の「児童の権利に関する条約（通称：子どもの権利条約）」の批准
により，子ども側からするとマルトリートメント，すなわち「被虐待児」と認識されるよ
うになっていくのである。 
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第２章 児童養護施設入所児童研究への問題提起 
 
第１節 「児童の権利条約（通称：子どもの権利条約）」の批准と「児童虐待の防止等に関
する法律（通称：児童虐待防止法）」の施行と児童養護施設入所児童 
 
 1989（平成元）年に国際連合において「児童の権利条約（以下，子どもの権利条約）」が
採択され，我が国は 1990（平成２）年署名し，1994（平成６）年に批准した。この批准に
より，子どもが「権利行使の主体」であること，そして，子どもと親・家族の関係の重要
性及び，子どもが家庭環境で育つことの重要性が示された。この批准を機に，子どもを「権
利行使の主体」であることを第一義的に考慮し，子どもと親・家族の関係を中心に据えた
様々な法令等の整備が 1990年代後半から展開されていく。 
 まず，1990（平成２）年は，「児童相談所での児童虐待相談対応件数」の統計が開始され
た。これは，かつて家族間における子どもへの暴力行為は，家庭内の問題として看過され
ていた部分であったが，「子どもの権利条約」の批准により，“児童虐待 1)”が広く世間に
認識されるようになったことにある。そして，児童虐待については，社会が介入すべき問
題として認識が広がっていき，相談・通告は年々右肩上がりに増加していく。その数は，
統計開始時は 1,101件であったものが，平成 27年の速報値では 10万件を越えるまでにな
っている（図１参照）。 
 
図１ 平成 27年度の児童相談所での児童虐待対応件数 2) 
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 この認識の広がりによって，“子どもの権利擁護”という観点から，児童相談所を中心と
した児童虐待問題への積極的介入が図られるようになっていく。結果，児童相談所で扱う
児童虐待のケース数は増加し，被虐待児の保護先の社会資源として児童養護施設が重要な
役割を担うようになったのである。 
 一方，児童虐待対応件数の統計を取り始めた 1990（平成２）年は，当時の厚生省（現厚
生労働省）が 1989（昭和 64・平成元）年の人口動態統計における合計特殊出生率が過去最
低の 1.57を記録したことを発表した年でもあった。この記録は「1.57ショック」として
社会的関心を集め，本格的な少子化社会の到来が危惧された。この事態を深刻に受けた政
府は，少子化対策を喫緊の課題とした。つまり，「子どもの権利条約」に署名したこの時期
は，児童虐待に関する問題と少子化に関する問題の両方が併存し，かつ，大きな社会的問
題となったため子どもと親・家族への支援についての施策を一気に加速させねばならない
時期であったといえる。そのため，1996（平成８）年，新しい時代にふさわしい質の高い
子育ての環境づくりを目指した制度の再構築を図るため，中央児童福祉審議会に基本問題
部会が設置され，要保護児童施策を柱の一つとして議論が進められ 3)，1997（平成９）年
に「児童福祉法」が 50年の時を経て大幅に改正された。その中で，養護施設に関する改正
の要点としては，「施設の機能や名称の見直し」「児童相談所の児童相談機能強化および児
童家庭支援センター創設」「児童養護施設等の措置における児童および保護者の意向尊重」
などがあげられる。「施設の機能や名称の見直し」については，生活指導・職業指導や家庭
環境の調整，退所後のアフターケア等の処遇を通じて児童の自立を支援することを目的と
する施設であることを明確化するために目的規定を改正し，「養護施設」から「児童養護施
設」に改称している 4)。「児童相談所の児童相談機能強化および児童家庭支援センター創設」
や「児童養護施設等の措置における児童および保護者の意向尊重」については，「児童虐待
が増加するなど，児童相談所における相談内容が複雑・多様化しており，児童相談所の専
門性と客観性を確保することにより児童の最善の利益を図る観点から，児童福祉審議会に
専門家で構成する部会を設け，また，施設入所措置等を行う際，児童の意向を聴くこと」
4)とされた。また，児童虐待等の問題を早期に発見し，対応することが重要であることか
ら，地域住民への身近な相談支援体制の強化を図ることを目的として児童家庭支援センタ
ーが創設されたのである 5)。さらに，その翌年の 1998（平成 10）年には，「児童福祉施設
の長への懲戒に係る権限の濫用の禁止」や「職員配置基準や児童の居室面積の改善」「児童
の自立支援への目的の明確化と家庭環境の調整や関係機関との連携に係る規定」などが整
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備された 5)。 
 この「児童福祉法」の改正によって，児童養護施設処遇では，子どもの自立支援への目
的が明確化され，家庭環境の調整や関係機関との連携などが必要となった。しかしながら，
この大幅改正された児童福祉法には，児童虐待対応の困難さの背景にある虐待者の親権の
問題や通告義務の明文化，さらには最も重要である虐待の定義が盛り込まれていなかった。
したがって，児童福祉法が改正されてもなお児童虐待対応件数の増加を防ぐことはできず，
問題は深刻化していくばかりであった。このような現状にある中，2000（平成 12）年に「児
童虐待の防止等に関する法律（以下，児童虐待防止法）」が成立した。「児童虐待防止法」
の成立は，これまで曖昧にされていた家族間の中で子どもに向けられていた暴力行為が児
童虐待として定義されたのである。その目的と定義は次の通りである。 
 
 「（目的） 
第一条 この法律は,児童虐待が児童の人権を著しく侵害し,その心身の成長及び人
格の形成に重大な影響を与えるとともに,我が国における将来の世代の育成にも懸念
を及ぼすことにかんがみ,児童に対する虐待の禁止，児童虐待の予防及び早期発見そ
の他の児童虐待の防止に関する国及び地方公共団体の責務，児童虐待を受けた児童の
保護及び自立の支援のための措置等を定めることにより，児童虐待の防止等に関する
施策を促進し，もって児童の権利利益の擁護に資することを目的とする。 
（児童虐待の定義） 
第二条 この法律において，「児童虐待」とは，保護者（親権を行う者、未成年後見
人その他の者で，児童を現に監護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児童
（満十八歳に満たない者をいう。以下同じ。）について行う次に掲げる行為をいう。 
一 児童の身体に外傷が生じ，又は生じるおそれのある暴行を加えること。 
二 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置，保護者以
外の同居人による前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他保護者と
しての監護を著しく怠ること。 
四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応，児童が同居する家族における
配偶者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の
事情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及
ぼすもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）その他の児童に
19 
 
著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。」6) 
  
この「児童虐待防止法」により，虐待防止に向けて本格的な対策が可能となった。しかし
ながら，「児童虐待防止法」が施行されてもなお，その後の児童虐待問題の増加と深刻化の
歯止めとはならなかったのである（図１参照）。なぜならば，児童虐待の問題は，「子ども
の権利条約」によって顕在化した問題であり，決して，新しく生じた社会問題とは言えず，
長年の蓄積の上に浮上してきた根深い問題と考えられるからである。実際，1990年代にな
ると，エレン・バス＋ルイーズ・ソーントン共著（森田ゆり訳（1991）の『誰にも言えな
かった 子ども時代に性暴力を受けた女性たちの体験記』を皮切りに，アダルトチルドレ
ンなど，成人したかつての被虐待児の声が医学・心理学領域の研究者らやメディア関係者
らの手によって取り上げられ，社会的大反響を呼んだ。かつての被虐待体験と成人してか
らの生き難さとの関連が当事者から語られることによって，被虐待児の抱える心理・社会
的問題と PTSD（心的外傷後ストレス障害）との関連が明らかにされ，児童虐待について
の危機意識が社会全体に広がっていったのである。 
 そして，この被虐待児の抱える心理･社会的問題と PTSD（心的外傷後ストレス障害）と
の関連は，被虐待児の自立過程において深刻な問題であることも明らかにされていく。例
えば，村瀬（2001）は，被虐待児は発達過程において「①人間への信頼感を裏切られる。
②情緒的関わりの不足あるいは欠如。③その子の受け入れられる限度を超えた刺激にさら
される。④不安定な関係。⑤暴力による解決，抑圧。⑥世代間の境界の欠落や親子の立場
の逆転など，必要な保護的構造の欠如。」といった経験に曝されているとしており 7)，その
結果，「①自分を信じられない（自分は取り柄のない子だから虐められるのだろう）。②他
者をも信じられない（自分を大切に思ってくれる人などいるはずもない）。③養育者との波
長の合った情緒体験の乏しい被虐待児は，自己抑制力が弱く，衝動のコントロールがつた
ない。④体験を自分から切り離しがちであり，体験の意味を受け止めて考える姿勢が乏し
い。⑤相手と関係を結びたいと思っているのに，相手を怒らせるような行為に出る（この
場合も心の底では関わりがなくなるより，相手が怒っても関係がある方がよい，という無
意識的願いが働いている場合が多い）。⑥虐待をする親の中には，気分の変動激しく子ども
を距離感なくかわいがり，一転、激しく怒り虐める人がある。子どもは優しい親と怖い親
を別の人のように認知したり，かわいがられる自分と怒られる自分とを１人の人として捉
えられず，人格の乖離状態をきたすこともあり，これが講じると多重人格となる場合もあ
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る。）」7)といった精神発達上の問題を現しやすいとしている。また，西澤（2004）は，子
どもの成長や発達に与える虐待の影響として，「身体的および知的発達への影響や PTSD
（心的外傷後ストレス障害），対人関係の問題，感情や感覚の調整障害，自己および他者イ
メージの問題，さまざまな逸脱行動，人格の歪み」8)をあげている。これらを見てみると，
被虐待経験のもたらす否定的な影響は子どもの身体や認知，対人関係,情緒，行動等,多岐
に亘っていることがわかる。 
 さらに,峰本（2007）は近年の子ども虐待問題の特徴として,「(1)ネグレクトの増大の深
刻化。(2)リスクの高い身体的虐待の増加。(3)保護者に精神疾患等が認められるケースの
増加。(4)DV 問題の深刻さ。(5)性的虐待の存在を疑わせるケースの増加。(6)経済的な困
難さを抱えた家族が増大しているということ。(7)非行や学校における問題行動や症状の背
景にある虐待問題の深刻さ。」9)をあげており，これらは，支援が必要な家族と対応困難な
ケースが増大していることを意味しており，「この対応の困難さにはリスクアセスメントの
難しさとプランニングの難しさの両面に亘っている」9)と述べている。 
 このようなことが明らかとなり，児童虐待が個人の人生にもたらす影響は深刻なもので
あることが理解され，虐待被害を受けた子どもに適切なケアを提供することが必要であり，
尚且つ，社会全体として取り組むべき課題として認識されるようになった。ゆえに，従来，
生活保障の場として機能していた児童養護施設には，“専門性”に基づく“個別的”“治療
的”処遇が求められるようになっていく。そして，生活場面における治療的関わりが被虐
待児の人格形成上・自立支援上の課題とされていく。しかしながら，戦後の保護対策とし
ての名残のある旧態依然の建物や職員配置では，“専門性”に基づく“個別的”“治療的”
処遇の条件が整っていない状況にあり，処遇上の課題が多く山積されていくばかりとなっ
た。 
  
第２節 児童養護施設入所児童の現状と課題 
 
 「子どもの権利条約」を手掛かりにしながら，「児童福祉法」の改正や「児童虐待防止法」
の成立がなされた。「児童虐待防止法」については，「検討事項第２条」において，「政府は，
この法律の施行後３年以内に，児童虐待の防止等を図り，児童の権利利益を擁護する観点
から親権に関わる制度の見直しについて検討を行い，その結果に基づいて必要な措置を講
ずるものとする」10)とし，2004（平成 16）年の改正では，「児童虐待の予防及び早期発見」
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「迅速かつ適切な児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援」「親子の再統合への支援」
11)などがつけ加えられた。その後も「児童虐待防止法」は３年に一度改正され，子どもの
権利利益の擁護により一層資する方向性で見直しが図られている。しかしながら，見直し・
改正が図られるその間も次々と児童虐待に関する相談件数は増加の一途を辿り，統計を取
り始めた 1990（平成２）年以降，この数字は減少することなく現在に至っている（図１参
照）。この背景には，前節で述べたように，「子どもの権利条約」や「児童虐待防止法」に
よって社会認識が広がり，潜在化していた問題が顕在化してきたことが要因である。そし
て，この問題の顕在化によって，児童養護施設には虐待を受けた子どもの在籍率が増加し
ていくのである。このことは，児童養護施設への入所理由の変化から見ても明らかである。 
 表１は，原（2005）が厚生労働省（厚生省）の『養護児童等実態調査の概要』及び『児
童養護施設入所児童等調査結果の概要』等を整理したもの 12)に筆者が 2003年以降を追加
し作成したものである。原は，「父／母の行方不明」「父／母の拘禁」「放任・怠惰」「虐待・
酷使」「棄子・養育拒否」を「親の問題行動」としてまとめ，整理している 13)。 
 
    
 これを見ると，終戦後に最も近い時期の 1952（昭和 27）年は，「破産等の経済的理由」
が 27.9％と最も多く，次いで「父／母，両親の死亡」が 23.0％，「親の問題行動」は 22.0％
となっており，保護者の不在あるいは貧困等を中心とした経済的理由による入所が半数以
上を占めているが，これ以降は，「父／母，両親の死亡」による入所理由は減少し続け，他
方，「親の問題行動」による入所が増加している。その詳細を見てみると，「父／母の行方
不明」は 1980年代までは増加しているものの，1987年以降からは減少し続け，2013（平
成 25）年には 1952（昭和 27）年よりも割合は低くなっている。「父／母の拘禁」について
は，多少の前後はあるがほぼ代わらず不変であると言ってよいであろう。「放任・怠惰」に
表１ 児童養護施設への主な入所理由
（%） 
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ついては 1961（昭和 36）年では 5.7％であったものが 2013（平成 25）年には 14.7％とな
り，約 3倍増加している。「虐待・酷使」については，1961(昭和 36)年は 0.4％であったが，
これ以降増加の一途を辿り 2013(平成 25)年には 18.1％になり，40倍以上増加している。
この増加の背景には，「子どもの権利条約」の批准と「児童虐待防止法」の施行が関係して
いるものと考えられる。先にも述べたように，「子どもの権利条約」「児童虐待防止法」に
より，虐待認識の深まりが関係しているであろう。他方，児童虐待の観点から考えると，
「放任・怠惰」はネグレクトの範疇であり，「棄子・養育拒否」もこれに該当する。これら
を「虐待・酷使」と合わせて「親による虐待行為」としてまとめてみると，1961（昭和 36）
年は 11.1％であったものが 2013（平成 25）年には 37.7％となり，３倍以上増加している
ことになる（図２参照）。
 
  
 さらに，「父／母の精神疾患等」によるもの入所理由も増加してきている。1961（昭和
36）年には 5.7％であったものが，2013（平成 25）年には 12.3％となっており，２倍以上
となっている。以上を見てみると，「父／母，両親の死亡」「父／母の行方不明」という養
育者不在の状況は 2008（平成 20）年には 10％以下となっており，2013（平成 25）年には
僅か 6.5％となっている。この数値は，第一節で述べた「第二次大戦後混乱期から高度経
済成長期における対象児童の変化」を裏付けるものであり，近年の児童養護施設入所児童
の９割以上には親が存在していることを意味している。一般的には，この様な現象を近代
社会における家族問題の変容の象徴であると理解され，家庭内での養育機能の脆弱化とい
図２ 親の虐待行為による入所児童の年次推移（％） 
（1952年は「放任・怠惰」「虐待・酷使」の分類がないため省略） 
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うネガティブな面だけがクローズアップされてしまっている。しかしながら，「子どもの権
利条約」や「児童虐待防止法」によって社会認識が広がり，潜在化していた問題が顕在化
してきたという観点から考えると，戦後の混乱期を乗り越え，「父／母，両親の死亡」や「破
産等の経済的理由」が減少することによって，また，「子どもの権利条約」の批准によって，
これまで看過せざるを得なかった，「子どもの権利」を侵害された子ども達の保護が可能と
なり，施設入所できるようになったとも捉えられる。 
 加えて，「その他」が 1952（昭和 27）年に 17.8%であったものが，1960年代から 1980
年代前半まで減少し，1980年代後半から再び増加し，2013（平成 25）年のものでは 18.8%
となっていることは注目に値する。ここでは，「その他」の背景にある理由を明らかにする
ことはできないが，児童養護施設への入所理由が年々多様化してきていることは明らかで
ある。ここで一つ指摘しておきたいのは，これらの調査は主だった入所理由をまとめてい
るものであり，児童が入所するまでの過程において複数の理由が重複している事例も多く
存在しているということである。すなわち，入所理由が年々多様化しているという事に加
え，複雑化・重層化してきているのである。そして，入所理由の複雑・多様・重層化に伴
い，施設入所児童の抱える発達・行動上の課題も複雑・多様・重層化してきており，そこ
に求められる施設の役割・機能も同様に複雑・多様・重層化するのである。その背景には，
「子どもの権利」が著しく侵害され，親子の分離が必要であるとされたケースには，その
被害によって愛着障がいや対人関係の問題を抱え，生きづらさを抱えた児童が多く存在し
ているということに他ならない。そして，生きづらさへの課題を施設生活の中で克服して
いかねばならないのである。その課題の克服については，自身の抱える課題だけでなく，
親の問題行動や親の精神疾患への対応等も含まれており，それらを乗り越えて家族との再
統合を図っていかねばならいのである。 
 児童養護施設には，これまでの“生活保障の場”としての役割・機能に加え，“不適切な
養育を受けた子どもの育ち直し”や児童相談所との連携を元に“不適切な養育をした保護
者への相談・指導等”を行い，さらには，“親子関係の調整”を図り，子どもの家庭復帰を
促すという課題が課せられるようになる。実際，児童養護の現場に長年携わってきた加賀
美（2004）は「児童養護施設をとりまく，制度的枠組みは戦後の戦災孤児対策として始ま
り，収容・保護というパラダイムのままに据え置かれてきている。全国 550有余の施設の
多く（70%余り）はいわゆる大舎制（40～100人以上の定員規模）の施設が占めている一方
で，国が定める職員の配置基準は，昭和 51年度（1976年）に児童の直接処遇にあたる職
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員が，やっと６：１（児童６人に職員１人）と定められて以来，改善されていないのであ
る。したがってこれを 24時間制で考えると平均的に児童 20人程を１人でケアするという
のが実状となっている。こうした職員の慢性的な質量不足の状況の中に，虐待的環境の中
で，愛着障がいや対人関係の重い課題を抱える子ども達の入所の急増は，施設養護の場を
正に混乱状態に陥れることとなっているのである。さらにこうした現実の中で，子ども達
の最後のトリデであるはずの施設養護の場において，子どもの権利侵害（施設内虐待）が
発生するなど，その深刻さを象徴する事件も起こっており残念といわざるを得ない。」14)
と述べている。つまり，戦後の名残のある旧態依然の建物や職員配置のままでは適切な成
育環境の保障をできるはずもなく，「児童虐待防止法」だけではこの複雑・多様・重層化し
ていく児童養護問題に対応できず，益々困難なものへと導かれていくという現実問題が存
在するようになる。 
 2000年以降は児童虐待を中心とした様々な法令・通知が出されていく。吉田(2008)は
「2000年以降の児童福祉政策の最大の特徴は，児童虐待に関する法令・通知が相次いで出
され，児童虐待問題への対応が中心となって進められてきたことである。こうした制度展
開の大きな転換点が 2000年の「児童虐待の防止等に関する法律」の制定である。なお，同
法制定以前も児童虐待関連施策は存在していたが，制定を境に政策主体による虐待問題へ
の対応方法が変化している、それに伴い児童養護問題への対応，ひいては児童福祉施策全
体の転換が図られはじめたといえるのである。」15)と述べている。 
 以上の様な，児童養護に関する様々な法令・通知を通して実現されたものを次にあげる。
まず，家庭的な環境のなかで施設職員との個別的な関係性を構築し，よりきめ細やかなケ
アを提供されることによって社会的自立を促すことを目的とした“地域小規模児童養護施
設”が 2000（平成 12）年に設置されることになった。2004（平成 16）年には，被虐待児
個別対応職員も配置されるようになった。そして，2005（平成 17）年には，不適切な関わ
りによって心に深い傷を負ってしまった子どもに手厚いケアを行うための“小規模グルー
プケア”を行う体制が強化された。さらに，児童養護施設へ入所してくる被虐待児の増加
を受け，2006（平成 18）年からは心理療法が必要な児童養護施設入所児童が 10人以上い
る施設において，心理療法担当職員が常勤配置できることになった。また，不適切な養育
をした保護者への相談・指導等や，親子関係の調整を要することから，「早期の家庭復帰等
を支援する体制を強化するとともに，被虐待児童等に対する適切な援助体制を確保するた
め」16)，2004（平成 16）年に家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワーカー）が配
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置された。 
 その後，2009（平成 21）年 12月に，国連総会で「児童の代替的養護に関する指針」17)
が採択され，その中の「Ⅶ代替的養護の提供 Ｃ.施設養護」では以下の様に述べられてい
る。 
 
「123.施設養護を提供する施設は，児童の権利とニーズが考慮された小規模で，可能
な限り家庭や少人数グループに近い環境にあるべきである。当該施設の目標は通常，
一時的な養護を提供すること，及び児童の家庭への復帰に積極的に貢献することであ
り，これが不可能な場合は，必要に応じて例えば養子縁組又はイスラム法のカファー
ラなどを通じて，代替的な家庭環境における安定した養護を確保することであるべき
である。」 
 
 これを受け，2011（平成23）年には，児童養護施設等の社会的養護の課題に関する検討
委員会によって「社会的養護の課題と将来像」がとりまとめられ，そのなかで「里親委託
率を3割以上へ引き上げる目標を掲げて推進すべきである」18）とされ，2012（平成24）年
度より，乳児院と児童養護施設に里親支援専門相談員を配置することができるようになっ
た。つまり，できるだけ家庭環境に近い養育環境を子どもらに保障するため，施設の小規
模化を図る家庭的養護と里親等を中心とした家庭養護の充実と拡大が推進されるようにな
ったのである。さらに，職員配置基準も引き上げられ，「満二歳に満たない幼児おおむね二
人につき一人以上から一・六人へ，満二歳以上満三歳に満たない幼児おおむね二人につき
一人以上，満三歳以上の幼児おおむね四人につき一人以上，そして，少年おおむね六人に
つき一人以上がおおむね五・五人につき一人以上」19)とされた。さらに，2016（平成28）
年の「児童福祉法改正」では，「子どもが権利の主体であることを明確にし，家庭への養育
支援から代替養育までの社会的養護の充実とともに，家庭養育優先の理念を規定し，実親
による養育が困難であれば，特別養子縁組による永続的解決（パーマネンシー保障）や里
親による養育を推進することを明確にした。これは，国会において全会一致で可決された
ものであり，我が国の社会的養育の歴史上，画期的なことである。」20)と厚生労働省の『新
しい養育ビジョン』の冒頭で述べられており，「子どもの権利条約」批准以降，20年余りを
かけて子どもの権利利益の擁護により一層資する方向性で見直しが図られている。つまり，
これまでの“不適切な養育環境下におかれた子どもの保護”という支援義務から「子ども
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の権利擁護」，すなわち，「子どもを権利行使の主体」とした支援へと大きなパラダイムの
転換が図られたのである。 
 しかしながら，未だ課題は残る。それは，家庭養護，あるいは家庭的養護における生活
上の物理的な環境への拡大・強化が図られたが，「子どもの最善の利益」に資する支援体制
についての検証が不明瞭だからである。2012（平成 24）年に厚生労働省から「児童養護施
設等の小規模化及び家庭的養護の推進について」が通知されて以降，家庭養護・家庭的養
護の拡充によって子どもへの個別ケアが可能となる一方で，子どもと職員の摩擦や職員の
疲弊等の問題が生じていることもしばしば指摘されている。例えば，波田埜(2016)は,小規
模化に伴う職員の過重労働により早期退職に結びつきやすいことや,閉鎖的な環境のなか
で「施設内虐待」などの人権侵害事件が続発していることなどを指摘している 21)。このこ
とは，子どものパーマネンシー保障のための家庭養護・家庭的養護の場において，恒常的
で安定した人間関係が保障されていない，すなわち，パーマネンシー保障が不全であるこ
とを示唆していると考えられる。このような現状は，子どもの側からすると，真に「権利
擁護」されているとは言い難いのではなかろうか。 
 ゆえに，子どもの権利擁護を真摯に考えた場合，現行の制度や今後の方向性が子ど
もにとって好ましいものであるかどうか子ども理解に基づく，子ども側からの検証が
必要である。 
 
                                                   
1) 児童虐待については，1933（昭和８）年４月に「児童虐待防止法（法律第 40 号）」が公
布（10 月 1 日施行）されているが，当時は，児童労働の禁止を主な目的としているもので
あり，「旧虐待防止法」ともされている。ここでいう児童虐待とは，2000（平成 12）年に
施行された「児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）」で定義されて
いる虐待行為やマルトリートメントを示している。 
2) 厚生労働省『平成 27年度 児童相談所での児童虐待相談対応件数〈速報値〉』
http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku
-Soumuka/0000132366.pdf（情報取得 2018年 1月 6日） 
3) 厚生省児童家庭局，『児童福祉五十年の歩み』，平成 10年 11月，48頁 
4) 同前，48～51頁 
5) 同前，52～53頁 
6) 厚生労働省『児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）』
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7) 村瀬嘉代子「児童虐待への臨床心理学的援助－個別的にして多面的アプローチ」，『臨床
心理学』，第１巻第６号，2001 年，711-717 頁 
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11) 厚生労働省『児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律新旧対照表』 
http://www.mhlw.go.jp/topics/2004/04/dl/tp0414-1c.pdf（情報取得 2018年１月 22日） 
12) 原史子「児童養護施設入所児童の家族的背景と家族への支援（１）」，『金城学院大学論
集 社会科学編』，第２巻第１号，50頁 
13) 同前，51頁 
14) 加賀美尤祥「14.児童養護施設の現状について－社会的子育て支援のパラダイム転換と
児童養護施設の役割－」，『小児科臨床』，第 57 巻増刊号，2004 年，1558-1559 頁 
15) 吉田幸恵「社会的養護の動向と課題に関する研究－2000年から 2007年までを中心に－」，
『名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究』，第 10号，2008年 12月，63頁 
16) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局『家庭支援専門相談員，里親支援専門相談員，心理療
法担当職員，個別対応職員，職業指導員及び医療的ケアを担当する職員配置について』，
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/tuuchi-70.pdf（情報取得 2018 年 2 月 15 日） 
17) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課仮訳『国連総会採択決議 64/142.児童の
代替的養護に関する指針』，2009，
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000018h6g-att/2r98520000018hly.pdf（情報取
得 2018 年 2 月 15 日） 
18） 厚生労働省『社会的養護の課題と将来像』，2011 年７月，40 頁
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/syakaiteki_yougo/dl/08.pdf（情報取得 2018 年 2
月 15 日） 
19) 厚生労働省『人員配置基準の引き上げに伴う児童福祉施設設備運営基準の改正につい
て』，http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000025o5n-att/2r98520000025ogd.pdf（情
報取得 2018 年 2 月 15 日） 
20) 厚生労働省 新たな社会的養育の在り方に関する検討会『新しい養育ビジョン』，2017
年８月 2 日
http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11905000-Koyoukintoujidoukateikyoku
-Kateifukushika/0000173865.pdf（情報取得 2018 年 2 月 15 日） 
21) 波田埜英治「社会的養護と子どもの権利擁護－小規模グループ携帯の住居・施設，児童
養護施設等の施設におけるケア単位の小規模化における一考察」，『聖和論集』，第 38 号，
2010 年，39-43 頁 
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Ⅱ部 児童養護施設で生活する子どもに関する研究 
 
第３章 気質研究 
 
 前章では，児童養護施設入所児童の現状と課題について，第二次世界大戦以降から現在
に至るまでを概観した。特に，1989（平成元）年の国際連合において「子どもの権利条約」
が採択され，我が国は 1990（平成２）年に署名し，1994（平成６）年の批准により，子ど
もが「権利行使の主体」であると示され，子どもと親・家族の関係の重要性及び，子ども
が家庭環境で育つことへの重要性が示された。また，かつて“しつけ”等と称されていた
家族間における子どもへの暴力行為が“児童虐待”として認識されるようになり，大きな
社会問題として顕在化してくる。この問題の顕在化に伴い，親子分離が必要とされる被虐
待児の多くが児童養護施設に入所せざるを得ないようになり，被虐待児の抱える複雑・多
様・重層化した家族問題や発達・行動上の問題について，ケアワーカーや研究者らによっ
て警鐘が鳴らされるようになった。そして，従来の生活保障としての役割・機能が中心で
あった児童養護施設に，“専門性”に基づく“個別的”“治療的”処遇が求められるように
なってくる。これは，「子どもの権利擁護」の観点からも必要なことである。なぜならば，
「子どもの権利」は，これまでの救貧的，恩恵的，すなわち Welfare（最低保障的福祉観）
の概念ではなく，Well-being（よりよく生きること）を目指した「子どもの最善の利益」
の概念へと変化したからである。言い換えれば，施設処遇における生存や生活の保障を第
一義的にした“衣・食・住”の充足という概念ではなく，保護された子どもが生き生きと
した自分らしさを取り戻し，社会的自立へと向かうための発達保障という概念によって「子
どもの権利」は擁護されるということである。そして，発達保障のためには，一人ひとり
の子どもの生まれ持った傾向を理解した上で，個人の発達を評価し，それらに基づいた日々
の処遇へと繋げていくことが大切である。本研究では，この点に着目し，子どもの日常生
活の情報から子どもの姿を評価し，発達保障に必要な処遇方針，すなわち，子どもにとっ
てより適切な援助となるよう，「子どもの気質 1)」と「発育」の評価から児童養護施設で生
活する子どもの研究を行った。 
 研究内容を示す前に,気質に関する基本概念と先行研究を記する。 
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第１節 気質とは 
 
 気質研究の目的を述べる前に，気質理論とは何か，そして，子どもの気質に関する先行
研究の概要について触れておく。 
気質理論(temperament  theory)について，下山晴彦編集代表『誠信 心理学辞典』で
は，以下のように示されている。 
 
「気質は個人のパーソナリティの基礎を構成する情緒や行動の個人差であり，生物学
的基盤をもち，人生早期から出現する。最古の気質理論は古代ギリシャのヒポクラテ
スとガレノスの４体液説で，血液，粘液，黄胆汁，黒胆汁のそれぞれの体液の多寡で
気質が決まると考えた。20 世紀には，ドイツの精神医学者クレッチマーの三つの気質
類型論（分裂気質・躁うつ気質・粘着気質）が現れる。ロシアの生理学者は，興奮と
抑制に関する神経生理学的な気質理論を提唱しており，アイゼンクやグレイの神経科
学的気質理論に継承されている。精神学者のクロニンジャーも、神経科学的な四つの
気質因子と三つの性格因子による７因子論を提唱している。」2)。 
 
上記のように，気質理論については，医師であったヒポクラテスとガレノスによって古
代ギリシャ時代から見解が示されたことに始まり，遺伝的素質を含む生理学的指標と人間
行動とを関連付けながら，今日まで受け継がれてきたと考えられる。これらは，成人を対
象として発展してきており，乳幼児期を対象とした子どもの気質研究が登場するのは，ト
ーマスとチェスらによる 1956 年に着手された「ニューヨーク縦断研究（New  York  
Longitudinal  Study）」まで待たなくてはならなかった（この理由については次節で述べ
る）。気質に遺伝的・生物学的な基礎があるのかどうかに関しては，決定的に解明されたわ
けではないが， “気質”という用語を使用するに際し気質概念については研究者によって
異なる部分がある。これまでの気質研究の一致するところで，庄司（1988）は，「①気質
とは，個々の行動ではなく，行動の傾向を反映するものである。②気質的特徴の少なくと
も一部には生物学的基礎があると考えられる。③気質は，発達の普遍的なパターンではな
く，個人差によって特徴づけられる。④気質的特徴は乳児期に出現し，のちの人格形成の
基礎となる。⑤気質的特徴はある程度安定している。⑥気質は変化するものである」3)と
まとめている。また，Kernberg，Weiner & Bardenstein(2000)は人格の構成要素として，
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1)気質(Temperament)，2)同一性(Identity)，3)性(Gender)，4）神経心理学的発達障害
(Neuropsychological  Developmental  Disorders)，5)感情(Affect)，6)防衛機制(Defense  
Mechanisms)をあげている 4)。これを斉藤(2000)は，「気質を Kernberg らは『他者へのア
プローチや反応性の質と方法が一定の傾向を帯びることによって，子どもと世界との交流
に影響を与えるような生物学的な基盤を持つ性質』と定義している。いわば持って生まれ
た外界への姿勢のようなものであろうか。」5)とまとめ，紹介している。 
また，我が国の子どもの気質研究の先駆者の一人である古田（2004）は，次のように気
質を定義している。 
 
「人の情動反応の特徴を気質という。刺激に対する感受性や反応の強さと速さ，気分
の質，気分の動揺と強度などに関して，個人差を説明する概念であり，パーソナリティ
の基盤をなす個人の特性である。それは殆ど生得的といわれ変化しにくい傾向である。
人の『行動』は状況によって左右されやすい。適応が問題とされるときには,どの程度
状況にあわせて行動できる否かが問題となる。気質は行動とは違い状況の影響は殆ど受
けない。しかし，それが環境との適合性の良否と関係して，行動に影響を及ぼす行動の
基本的要素として機能するのである。」6) 
 
つまり，気質は，ある程度の遺伝的・生物学的基盤を持った，乳児期から出現する個人
の行動特徴，あるいはスタイルであり，また, 人格形成の基盤となるものであり，この行
動特徴が他者との関係のあり様を創りだし，その後の成長・発達や人格形成に影響を及ぼ
していくものである。したがって，より早期から子どもの気質を理解しておくことは，養
育環境との関係の中で経時的に生ずる後の問題行動を予測できると同時に，それらを最小
限に収めるための手立てを講ずるための有用な情報となり得るのである。 
 
第２節 トーマスとチェスの気質研究と先行研究 
 
 気質についての概念は，古代ギリシャ時代から存在していたことは先に述べた。したが
って，気質研究についての歴史は長く，また，量が膨大であることは容易に想像できる。
しかしながら，この長い歴史の中で子どもの気質研究が登場するのには時間を要した。な
ぜならば，子どもに関する研究の歴史は比較的浅く，また，子どもの気質研究に至るまで
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の子ども関連の研究の多くは，発達における学習環境や初期経験の重要性を強調する考え
方が主流であったからである。特に，フロイトの「ヒステリー研究」やボウルビィの『乳
幼児の精神衛生』によって，乳幼児期の親子関係の障害が成人してからの反社会的・非社
会的行動を含む様々な神経症的症状に影響していることが述べられて以降，欧米では「ホ
スピタリズム研究」が興隆を極め、乳幼児の人格の正常な発達にとって母性的養護が不可
欠であるという認識が社会に広がっていった。結果，「子どもの発達行動上の問題は養育者
の養育態度や家庭環境の問題」という見方が強まり，子どもの社会的逸脱行動のすべてが
養育者の責任であるという方向性を見出すこととなった。このような流れにある中，児童
精神科医であるトーマスとチェスは，自身の子育ての経験も含め，子どもの臨床的問題に
は，環境要因だけでは説明不可能な部分があるとして，子どもの遺伝的・生物学的要因に
よる個人の行動特徴と養育者の関係について明らかにしようとした。これが，1956 年に着
手された「ニューヨーク縦断研究（New  York  Longitudinal  Study）」とよばれる子ど
もの気質研究である 7)。 
 このニューヨーク縦断研究は，子どもの気質特徴が人の「適応」にどのような影響を及
ぼすのかという観点から，子どもの気質特徴と養育者の関係が子どもの成長・発達の過程
における情緒的問題の発現とどのような関連があるのかを長期的・縦断的に追跡調査した
ものである。具体的には，1956 年より，約 140 名 8)の子どもを対象に，生後２～３ヶ月の
ときから約 30 年以上，子どもが日常生活におけるどのような場面で「いかに（How）行
動するか」について，養育者と定期的に面接を行い，子どもの行動の個性についての研究
を重ねた 9)。この研究過程において，トーマスとチェスは気質の特徴をさまざまなカテゴ
リーや類型に分けるための評価や分析を行った。このことについて，トーマスとチェスは，
次のように述べている。 
 
「私たちの研究を簡潔に要約すると，いくつか行った縦断的研究のあらゆる対象児に
おいて，生後２カ月という早期から９つのカテゴリーに分けられる気質が確かに識別さ
れ，評定することができたのである。」10) 
 
 正確に評価しうる気質的特徴は，Activity level(活動水準)・Rhythmicity(周期の規則
性)・Approach or Withdrawal(接近／回避)・Adaptability(慣れやすさ)・Intensity of 
Reaction(反応の強さ)・Quality of Mood(気分の質)・Distractibility(気の散りやすさ)・
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Attention Span and Persistence(注意持続と固執性)・Threshold of Responsiveness(反応
の閾値・敏感さ) という９つのカテゴリーであった（表２参照）11)。  
 
表２ 気質特徴カテゴリー11) 
Activity  level 
 
子どもの行動に運動成分がどの程度みられるか。例えば、眠っている間
も動く、おむつを取り替える間も動くなどは活動水準が高い。 
Rhythmicity 
 
睡眠、食事、排泄、動きと休息のリズムなどのように、反復される機能
の規則正しさの程度。毎日ほとんど同じ時間に眠くなるのは規則的。 
Approach  or 
withdrawal 
食べ物、人、場所、おもちゃ、やり方など、なんであれ新しい刺激パタ
ーンに対する最初の反応を記述するカテゴリー。 
Adaptability 
 
新しい場所または状況の変化に対する最初の反応が社会的に好ましい
方向へ「変化しやすいか、しにくいか」。最初の反応は回避的であった
としても、すぐに慣れるなら「なれ易い」。 
Intensity of 
reaction 
ここでは反応のエネルギーが問題であり、その方向性ではない。泣く反
応にも笑う反応にも同じ程度の強さというものがあり、激しく泣くのも
小躍りして喜ぶのも、両方強い反応。 
Quality of 
mood 
うれしい、楽しいなどの親和的な行動の量と、不愉快な、泣くほどの親
和的でない行動の量を比較して、どちらが多いか。 
Attention span 
and persistence 
活動の方向の決定や一旦決定された方向を変化させることの難しさに
ついて。 
Distractibility 
 
現在進行中の行動の方向を変更させる、またはそれを中断させるのに、
外からの刺激がどれほど有効かを示す。例えばコンセントの方に這い進
んでいる子におもちゃを見せて、進む方向が変わったとしたら、気が散
りやすい（紛れやすい）。 
Threshold of 
responsiveness 
 
反応の閾値ともいわれ、反応をひきだすのに要する刺激レベル。この場
合ひきだされる反応が接近か退避、強いか弱いかは問題ではない。例え
ば母の服装や髪型の変化にすぐ気がつくのは敏感な子。 
 
さらに，トーマスとチェスらはその中の５カテゴリー，つまり，Rhythmicity(周期の規
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則性)・Approach or Withdrawal(接近／回避)・Adaptability(慣れやすさ)・Intensity of 
Reaction(反応の強さ)・Quality of Mood(気分の質)の現れ方から，子どものタイプを Easy 
child（外界に対して慣れ易く，手のかからない子どもといわれ，養育者側からすると育て
やすい子）・Difficult child(外界に対して慣れにくく，手のかかる子どもといわれ，養育者
側からすると育てにくい子)・Slow-To-Warm-Up child（外界にゆっくり慣れ，時間のかか
る子といわれ、養育者側からすると平均的であるが時間のかかる子）・Intermediate-High 
child（どちらかというと外界に慣れにくく，養育者側からすると平均的だが時間のかかる
子）・Intermediate-Low child（どちらかというと外界に慣れやすく，養育者側からすると
平均的だが育てやすい子）の５タイプに分類し，気質類型とした（表３参照）。 
 
表３ 気質類型 12) 
Easy  child 機嫌はよく、反応の表し方は穏やかで、生理的機能の周期
は規則的で初めての事態にも積極的に反応し、環境の変化
にも慣れやすいという特徴をもっている。 
Difficult child 生理的機能の周期は不規則で、反応を強く表し初めての事
態では消極的でしり込みしがちであり、環境の変化には慣
れにくく、機嫌の悪いことが多い。 
Slow to warm up child 初めての事態では消極的でしり込みしがちで、環境の変化
にもなれにくいが、反応は穏やかで活動性は低い。 
Intermediate-high child 周期性が不規則な傾向、消極的でなれにくい傾向で、反応
の強い傾向で機嫌も悪い傾向にある。 
Intermediate-low child 他の４つのどの条件にも当てはまらない、特徴を持ってい
ない普通の子といえる。 
 
これらの気質類型の出現率は，トーマスとチェスのニューヨーク縦断研究では，Easy  
child は全体の 40%を占め，Difficult  child は約 10%，Slow to warm up  child は
約 15%であったことを示している 13)。そして，Difficult  child の子どもの 70％が 10 歳
以前に臨床的に明らかな行動異常をおこしており，両親のカウンセリングや他の治療方法
が必要であり，それによって，その大多数は青年期までに回復したことを報告している 14)。 
ここで注目すべき点は，Difficult  child の気質類型の子どもの 70％に行動異常があっ
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たことではなく，両親のカウンセリングや他の治療方法によって回復したことである。つ
まり， Difficult  child の気質類型を理解し，その上で子どもへの関わり方や養育態度の
再形成を図ることによって，子どもの発達が取り戻されたということである。この点から， 
Chess &  Thomas(1999)は子どもの気質特徴と養育環境との「適合のよさ（goodness  of  
fit）」「適合の悪さ（poorness  of  fit）」という概念も提起した 15) 。「適合のよさ（goodness  
of  fit）」は養育者や他の大人の期待や要請が子どもの気質特徴や能力などの特徴と互いに
相容れるものであるときにみられると考えられ，この場合子どもの健全な発達が期待され，
「適合の悪さ（poorness  of  fit）」は養育者などからの期待や要請が過度なものであった
り子どもの気質や能力などの特徴と相容れないものであるときに生じ，子どもは強いスト
レスのもとにおかれて健全な発達が妨げられるというのである 16)。したがって，どのよう
な気質特徴にあったとしても，子どもの気質特徴とあまりにも矛盾するような養育者から
の要請がある場合，子どもに圧力をかけ，子ども自身を耐え難いストレスフルな環境に曝
し，問題行動を誘発させてしまう要因となるのである。 
 このようなトーマスとチェスの気質研究は，これまでの子どもの発達研究における環境
論説に新たな視座を与え，その後，他の研究者らよって気質研究が展開されていくと共に，
一方では批判を受けることも多くなっていく 17)。なかでも，トーマスとチェスの研究は，
子どもの気質についての情報を母親との面接で得たものであり，客観的な特徴を反映して
いるとはいえないことが問題とされた 18)。しかし，トーマスとチェスの方法が洗練された
形で，William B. Carey ＆ Sean  C. McDevit（以下 Carey らと称す）らによって「乳
児気質質問紙（Infant  Temperament  Questionnaire）」や「幼児行動様式質問紙
（Behavioral  Style  Questionnaire）」19)が作成され，標準化される。これによって，子
どもの気質が客観的に評価されるようになり，さらに子どもの気質研究は発展していく。
また，トーマスとチェス以外からも気質概念が提出されるようになる。菅原ら（1994；1998）
は，「Buss & Plomin による情緒的行動に絞ったもの，Thomas ＆ Chess らによる乳幼児
の現象的な行動様式にみられる個人差を広く取り上げたもの，Rothbert らによる行動特徴
を生み出す内的システムとして，神経系の反応と抑制における個人差を仮定しているもの」
を紹介している 20)21)。また，水野（2002）は発達心理学の分野で使用される主要な気質概
念について「気質的扱いにくさ（Thomas ＆ Chess），行動的抑制傾向（Kagen），パーソ
ナリティ特性としての EAS22)（Buss＆Plomin），反応と自己制御における個人差（Rothbart 
＆ Derryberry），情動表出における個人差（Goldsmith ＆ Campos）」の５つをあげてい
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る 23)。 
 トーマスとチェスの発表以降，他の研究者による追試，そこから見出された測定方法の
検討や概念の整理・追加などを通して気質理論の再構築や統合が図られ，これらを軸にし
ながら子どもの気質研究は愛着の関係や母親の精神的健康と養育態度，さらには，子ども
の社会化の発達過程といった視点を含みながら子どもの気質研究は発展してきたといえる。
なかでも，子どもの気質特徴と養育者の養育態度や育児ストレスとの関連について述べら
れたものや，後年の子どもの発達・行動上の諸問題との関連，子どもの環境への適応・対
人行動の発達・愛着形成などの諸側面との関連についての研究が盛んになっていく。この
ような経緯は，我が国の子どもの気質研究においても同様であり，測定方法の検討につい
ては代表的なものとして，佐藤俊昭や古田倭文男らによる子どもの気質の日本語版質問紙
による追跡研究 24)や横井茂夫や庄司順一らによる日本語版質問紙の標準化 25)及び気質概
念の検討 26)などである。これらは，我が国における気質の基礎研究であり，追跡研究や日
本語版質問紙の標準化は我が国における子どもの気質の先駆的研究となった。 
 その後，我が国においても他国同様，愛着や育児ストレス・不安との関連についての気
質研究へと広がりを見せていく。例えば，三宅和夫らは愛着のタイプと気質特徴の関連等
についてまとめ，『乳幼児の人格形成と母子関係』を著した。その他，高岸由香や菅原ます
み，水野里恵等をはじめとした他多くの研究者たちによって母親の養育態度や育児ストレ
ス・不安や社会化過程と子どもの気質が関連していることを明らかにしている。高岸（1996）
は，幼稚園に通う５～６歳児において，「Difficult  child は，育児上困る自立機能・行動
上の問題をもつことが多く，その母親の養育態度の特徴としては不満的態度を示しやすく，
父親は，不一致的な養育態度に問題を示しやすいという結果であった」27)ことを報告して
いる。そして，水野（1998）は，第一子を対象として子どもの気質と母親の育児ストレス
との関連を調べたところ，「気質診断類型による Difficult  child の子どもを持つ母親の育
児ストレスは，そうでない子どもを持つ母親のそれに比較して有意に高かった」28)と報告
している。他にも，斉藤（1998）は，「子どもの気質得点が高い場合，育児の自信のなさ
が高くなることから，子どもの気質を難しい，扱いにくいと感じている母親は，育児に対
する自信を持ちにくい」29)とし，宮本ら（1989）が４ヶ月児の気質と母親の養育態度・育
児疲労状況等との関連性について検討を行ったまとめとして，「全般的に手のかかりやすい
子の母親で，育児に関するイライラ感を頻回に訴えるものが有意に高かった」30)ことを報
告している。また，麻原（1992）らは，「気質カテゴリー得点のうち活動性，規則性，順
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応性，気分の質，持続性の JHSQ（日本版乳幼児環境評価法）31)得点との間に有意な負の
相関がみられた」31)としており，さらに，「Difficult  child・Slow to warm up  child・
Intermediate-high child・Intermediate-low child・Easy  child の順に JHSQ の得点が
高かった」26)と報告している。これは，気質類型的に Difficult  child な傾向を示す子ど
もほど，養育環境に疑問がある（正常ではない）という事を示しているものである。これ
らの先行研究の共通するのは，Difficult  child の気質類型を示す子どもの養育者は育児に
対するストレスや負担感に近いものを抱いているとのことである。一方，足立ら（1997）
は，子どもの気質特徴と母親の養育態度には強い関連があるとした上で，「Slow  to  
warm  up  child，Intermediate-high child では，扱いにくいと知覚する母親よりも，扱
いやすいと知覚する母親の比率が大きく，Difficult  child でも，過半数の母親はふつう
または扱いやすいと知覚していることも示している。すなわち，Slow  to  warm  up  
child，Difficult  child の母親の多くは，子どもを扱いにくいとは知覚していないのであ
る。」32)と述べている。言い換えれば，子どもの気質特徴や気質類型と育児ストレス・養育
態度との間に関連があったとしても，養育者の子どもに対する“扱いやすさ”“扱いにくさ”
の認知は異なるのである。つまり，養育者が子どもの気質特徴をどう認識しているのか，
子どもをどう受け止め，どういう眼差しで子どもを見ているのかという事と，実際の子ど
もの気質特徴とは必ずしも一致しているわけではないということである。子どもの気質特
徴そのものが養育者に扱いにくさを感じさせたり，ストレスを与えてしまうこともあるが，
養育者自身に内在するものが子どもの気質特徴によって触発され，子どもと養育者の「適
合の悪さ(poorness  of  fit)」の状況を創りだしていることもあるということである。ゆ
えに，子どもの気質特徴や“Easy  child”や“Difficult  child”といった，気質類型そ
のものが問題となるのではなく，現時点で養育者がどう受け止め，理解しているかという
ことが大切なのである。したがって，子どもの気質特徴と気質類型を理解することによっ
て，子どもに対する理解の幅を広げ，子どもと養育者の関係の適合性を調整し「適合のよ
さ(goodness  of  fit)」へと導き，子どもの健全な発達を支持することが可能となるので
ある。 
 
第３節 児童養護施設で生活する子どもの気質研究 
 
（１）研究目的 
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 子どもは年齢が低いほど，養育者をはじめとする周囲の環境に依存しなければ自らの生
命を維持することは困難であり，周囲への援助を求める手段やスキルに乏しく，そのサイ
ンも伝わりにくい傾向にある。それゆえ，一般的に，子どもの虐待問題や児童養護施設へ
入所せざるを得ない状況下にある家庭の養育者などに対しては，養育者の社会的地位や経
済的な問題，養育者の人格の問題にともなう養育者の養育態度の不良さについて指摘され
ることが多い。しかしながら，子どもの成長・発達や人格形成の原点は，子どもと養育者
の“関係”であるという観点から考えると，養育者の養育態度の問題ばかりを一方向的に
指摘するのではなく，子ども自身に内在する遺伝的・生物学的要因による個人の特徴が養
育者と子どもとの関係に相互的に作用し，養育者の感情や養育態度に影響しているという
ことも考慮しなければならない。 
 このような観点から，子ども自身をより深く理解し，施設職員が日々の生活の中で子ど
もとの関わりに役立てることを目的とし，児童養護施設入所児童の気質調査を行った。児
童養護施設入所児童は入所に至るまでの経緯，すなわち，成育歴に子どもの成長・発達に
おける不適切な養育環境が存在していることに加え，養育者との分離・保護を経て“施設”
という一般家庭とは異なる養育環境下で生活し成長・発達を遂げるという，云わば，ある
種，特殊な養育環境での経験であることから，子どもに発達・行動上の問題が生じた場合，
その要因を養育環境に言及することが多い。そして，子ども側のニーズに寄り添う形での
適切な養育環境が語られぬままに，自立支援上の課題が再提示されていくことが多いから
である。 
 したがって，本章においては，子どもの気質，すなわち子ども側に内在する要因から児
童養護施設入所児童の実態や支援上のニーズを明らかにする一手立てとして，「児童養護施
設入所児童の気質調査－３～７歳児を中心として」を実施した。 
 対象年齢の設定理由は，次に述べる通りである。そして，児童養護施設入所児童の全体
の実態把握として，「児童養護施設入所児童の気質特徴と気質類型について」「措置理由別
による気質特徴と気質類型について」まとめ，また，虐待は子どもと養育者との関係性の
問題であるという観点から，「①措置理由が虐待となっている児童とそれ以外の養護児童と
の気質特徴および，気質類型には差異が見られ，②虐待入所児童の気質類型は養護児に比
べて「Diff」が多いのではないか」という仮説をたて検討を行った。対象児童となった一
人ひとりの子どもの気質特徴の結果は，必ず子どもの養育者である担当職員に報告し，共
に対象児童を理解するという立場を守りながら取り組んだ。 
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（２）対象設定の理由 
児童養護施設入所児童に関する研究知見の多くは，虐待被害の経験によって抱えること
となった行動特徴や対人関係の問題について論じられている。これらは学童期以降の年齢
を対象としているものや，また，児童の顕在化された発達・行動上の問題や処遇上の課題
について論じられているものが多い。しかしながら，児童養護施設へ入所してくる年齢の
子どもらは乳幼児が最も多い。筆者が，厚生労働省の 2014（平成 26）年の『社会的養護
の現状（参考資料）』の報告を元に 2013（平成 25）年の『児童養護施設入所児童等の調査
結果（平成 25 年２月 1 日現在）』を加え，まとめたものが表４である。これをみると，“入
所時の年齢”は何れの年次においても０～５歳が最も多く，５割以上を占めていることが
わかる。この中には，乳児院からの措置変更された子どもの数も含まれている。何歳の時
点で措置変更となったのか，資料では明らかにされていないが，2013（平成 25）年の報
告書に限っていうと，29,979 人のうち 6,558 人が乳児院からの入所経路を辿っており，全
体の 21.9%を占めていた 33)。 
 
 
乳児院から措置変更された子どもを含め，乳幼児期に児童養護施設への入所を余儀なく
されるということは，人生の早期から不適切な養育環境下で過ごしている経験があること
を示している。なかでも，家庭から乳児院へ措置された後，乳児院から児童養護施設へと
措置変更されていく子どもについては，低年齢の時期に複数回の養育環境の変化への適応
を余儀なくされ，この様な状況によってもたらされた，成長・発達過程への影響は計り知
れない。しかしながら，乳幼児は自らの言語によって欲求や不安・葛藤などを表現するこ
とが未成熟であり，子どもの抱える発達・行動上の問題はその実態が明らかにされにくい
1977年 1987年 1998年 2008年 2013年
０～５歳 17,480 15,327 14,915 17,000 15,864
55.4% 51.9% 55.3% 53.8% 52.9%
６～11歳 11,700 10,979 8,427 10,717 9,922
37.1% 37.2% 31.2% 33.9% 33.1%
12～17歳 2,360 3,247 3,003 3,782 489
7.5% 11.0% 11.1% 11.9% 13.9%
18歳以上 - - 5 9 14
- - 0.0% 0.0% 0.0%
総数 31,540 29,553 26,979 31,593 29,979
平均年齢 - 6.4歳 5.7歳 5.9歳 6.2歳
注）総数には，年齢不詳を含む
表４ 児童養護施設委託時又は入所時の年齢別児童数 
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のが現状である。そして，乳幼児期に明らかにされなかった発達・行動上の問題は，児童
期や思春期を迎える頃に顕在化し，後年の社会場面における深刻な不適応問題の遠因とな
る可能性を秘めている。それゆえ，乳幼児期に抱えることとなった発達・行動上の問題に
対し，早期から介入し，適切な養育環境が保障された中で，周囲の大人から理解され，信
頼関係を構築しながら発達・行動上の問題を克服し，自分らしく社会適応していく事を可
能にしていかねばならないのである。 
したがって，児童養護施設入所時の早期，すなわち乳幼児期からの発達・行動上の問題
や特徴を理解し，その課題を明らかにすると共に適切な養育環境を保障していくことは健
やかな成長・発達を支援していくためには重要なことであるといえる。これらの理由によ
り，本研究においては，児童養護施設入所児童のうちの乳幼児，すなわち就学前児童を対
象とした。 
 
（３）対象と方法 
2000（平成 12）年 11 月 12 日から 11 月 31 日にかけて，兵庫県下の児童養護施設 14 ヶ
所（神戸市は除く）34)に入所している３～７歳児（月齢 36～95ヶ月）の児童 247名（男児
133名，女児 114名）を対象として気質調査を行った。 
方法は，兵庫県下の児童養護施設の職員を対象に気質に関する事前研修会を開催し，子
ど も の 気 質 に つ い て の 説 明 会 を 実 施 し ， そ の 後 ，「 Behavioral  Style  
Questionnaire(McDevitt & Carey，1978)」を庄司らが日本語に翻訳した「幼児行動様式
質問紙（JBSQ）」を各施設に配布した。本質問紙を使用した理由は，原著者である McDevitt 
&  Carey からの許可を得て,庄司ら（参照：巻末資料１）が翻訳し我が国での標準化が図
られているからである。また，佐藤氏らによって追跡研究の蓄積があることも理由の一つ
である。 
記入は，対象児童の担当職員を中心として行われ，郵送にて回収した。回答項目を，各
カテゴリー別（Activity level・Rhythmicity・Approach or Withdrawal・Adaptability・
Intensity of Reaction ・ Quality of Mood ・ Distractibility ・ Attention Span and 
Persistence・Threshold of Responsiveness，表２参照）（以下，Activity・Rhythm・App
／ With・Adapt・Intens・Mood・Distract・Persist・Thresh と表す）に集計処理を行
い，気質類型の分類（Easy  child・Difficult  child・Slow  to  warm  up  child・
Intermediate-high  child・Intermediate-low  child，表３参照）（以下 Easy・Diff・
40 
 
STWU・I-H・I-L と表す）を行った後，各気質特徴及び，気質類型の分析を行った。 
統計処理には，各カテゴリー間における標準値と対象児童間では z 検定，措置理由別及
び入所期間別による各カテゴリー間では t 検定，気質類型ではχ2検定を用いた。 
児童養護施設入所の措置理由別（虐待・養護）の分類は，児童相談所から児童養護施設
への措置理由書によるものとした。 
個々の子どもの分析結果を各施設に報告し，日々の子どもとのかかわりに役立てるため
に，担当職員との検討会を開催した。 
  
（４）結果 
 回収率および分析対象の概要 
 調査児童 247 名すべてから回答が得られ，回収率は 100％であった。そのうち，記入が
不適当な２名（女児）を除き，245 名（男児 133 名，女児 112 名）を分析対象とした。分
析対象の平均年齢は 5.6±1.5 歳（月齢：67.0±17.8 ヶ月）で，入所期間は０～68 ヶ月，
平均入所期間は 24.1±17.9 ヶ月であった。 
 
 児童養護施設入所児童の気質特徴と気質類型について 
 児童養護施設入所児童の各特徴の値と標準値との比較を行ったところ，「App／With」
「Adapt」「Intens」「Persist」「Distract」「Thresh」の６カテゴリーに統計的な有意差を
認めた（表５）。 
 
 気質類型は，「I-L」が最も多く，次いで「STWU」「Easy」「I-H」「Diff」の順で，「I-L」
と「STWU」とで６割を占めていた（表６）。 
 
 
Activity Rhythm App/With ** Adapt ** Intens ** Mood Persist ** Distract ** Thresh **
対象児童
3.55
（0.64）
2.83
（0.57）
3.42
（0.77）
3.54
（0.62）
4.14
（0.70）
3.25
（0.58）
3.40
（0.69）
3.31
（0.59）
3.42
（0.51）
標準値
3.56
（0.75）
2.75
（0.68）
2.99
（0.94）
2.55
（0.72）
4.52
（0.65）
3.31
（0.68）
2.87
（0.69）
3.89
（0.81）
3.98
（0.60）
（　）内は標準偏差を表す **ｐ＜.01
表５　対象児童カテゴリー値
Easy Diff STWU I-L I-H 合計
対象児童
（％）
34
（13.9）
30
（12.2）
73
（29.8）
75
（30.6）
33
（13.5）
245
（100.0）
表６　気質類型内わけ
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措置理由別による気質特徴と気質類型について 
 措置理由に被虐待と記された例は，245 例中 60 例で 24.5％を占め，養護は 185 例で
75.5％であった。 
 被虐待児と養護児との各カテゴリー値は表７に，気質類型は表８に示した。 
 措置理由別による，各カテゴリー値間および，気質類型間に統計的な有意差は認められ
なかった。 
 
 
 
 
（５）考察 
 本研究では，「児童養護施設入所児童の気質特徴と気質類型について」「措置理由別によ
る気質特徴と気質類型について」検討し，児童養護施設という通常の家庭とは異なる環境
下で生活する子どもの理解を深め，成長・発達を支援するための一方策を探ることを目的
としている。これらについて順に検討していく。 
  
児童養護施設入所児童の気質特徴と気質類型について 
 気質カテゴリーでは，９カテゴリー中６カテゴリーに標準値との間に差が認められた。
このことは，養護施設入所児童特有の気質特徴を示している。つまり，児童養護施設で生
活する子どもの気質特徴は，新しいものに対して回避的で，新しい環境に慣れにくく（社
会的に好ましい方向に変化しにくく），反応（自己表現の仕方）が弱く，注意を向ける幅が
狭く長続きしにくく，気が散りにくく（物事にこだわりやすく），反応の閾値が高い（敏感
でない）と言える。 
Activity Rhythm App/With Adapt Intens Mood Persist Distract Thresh 
被虐待
N＝60
3.57
（0.68）
2.89
（0.61）
3.29
（0.81）
3.55
（0.70）
4.09
（0.71）
3.13
（0.57）
3.46
（0.79）
3.25
（0.66）
3.45
（0.56）
養護
N=185
3.56
（0.68）
2.81
（0.56）
3.46
（0.75）
3.53
（0.60）
4.15
（0.70）
3.29
（0.58）
3.41
（0.66）
3.33
（0.57）
3.39
（0.50）
（　）内は標準偏差を表す
表７　措置理由別カテゴリー値
Easy Diff STWU I-L I-H 合計
被虐待
（％）
6
（2.5）
8
（3.3）
15
（6.1）
24
（9.8）
7
（2.9）
60
（24.5）
養護
（％）
28
（11.4）
22
（8.9）
58
（23.7）
51
（20.8）
26
（10.6）
185
（75.5）
合計
（％）
34
（13.9）
30
（12.2）
73
（29.8）
75
（30.6）
33
（13.5）
245
（100.0）
表８　措置理由別気質類型
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 入所児童全体の気質類型は，一般家庭の子どもを対象とした先行研究の結果とは異なっ
ていた。Thomas＆Chessらの30年以上に亘る縦断研究の結果の中では，「Easy」は約40％，
「Diff」は約 10％，「STWU」は約 15％の分布を示しており 13)，佐藤ら（1987）のデー
タでは，どの年齢においても，気質類型は「Easy」が最も多く 40％程度，「Diff」は約 10％，
「STWU」は 10％以下，「I-H」は 10～15％，「I-L」は 30％程度であるとされている 35)。
副田ら（1990）の３～７歳児の調査では，「Easy」は５歳で 45.9％，６歳で 39.4％，７歳
で 36.9％，「Diff」は 12.8％，12.8％，13.6％，「STWU」は 5.2％，5.0％，4.9％であっ
たと報告している 36)。本研究結果の割合は，これらの研究結果とは異なり，「I-L」と「STWU」
とで全体の 60％を占め，一般的に最も多いとされる「Easy」は 14％にすぎない。児童養
護施設入所児童の気質は，「Easy」の割合が低く，「STWU」の割合が高いという結果が導
き出された。 
 
措置理由別による気質特徴と気質類型について 
 一般家庭の子どもを対象とした，子どもの気質と養育者の養育態度や育児ストレス等の
間には，ある種の相関関係があることが，我が国における子どもの気質の先行研究でも明
らかにされている 27）～30）。虐待は子どもと養育者との関係性の問題であるという観点から，
「①措置理由が虐待となっている児童とそれ以外の養護児童との気質特徴および，気質類
型には差異が見られ，②虐待入所児童の気質類型は養護児に比べて「Diff」が多いのでは
ないか」という仮説をたて検討したが，今回の結果からは差異は認められなかった。 
 さらに，児童養護施設入所児童全体に気質特徴が見られ，気質類型には「STWU」の児
童の割合が高い傾向にあるという点から「STWU」について詳細に検討したところ，次の
ような知見が得られた。 
 「STWU」と判断される条件は，“①App／With，Adapt，Mood が基準値を超えている
こと，そして Activity と Intens は基準値を超えない事，②App／With，または Adapt の
得点が基準値よりも＋1.0 標準偏差以上大きい場合は，Activity が基準値より 1/2 標準偏差
まで上がっていても，また，Mood が基準値より 2/1 標準値まで下がっていても「STWU」
とみなす”37)ということの２種を含んでいる。これを「STWU①」と「STWU②」とに分
類した場合，児童養護施設入所児童特有の気質特徴が明らかになってきた（表９）。 
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「Diff」と判断される条件は“Rhythm，App／With，Adapt，Intens，Mood の５個のカ
テゴリー得点のうち，４個以上が基準値を超えていること。しかもその４つの中に「Intens」
の得点が必ず含まれていること。さらに５つのカテゴリー得点中には基準値よりも標準偏
差＋１を超える値が２つ以上あること”32)とされている（表９）。このように見ると，
「STWU②」の条件の子どもは，「Intens」のカテゴリー以外では，「Diff」により近い特
徴を示している。そして，今回の対象児童のうち，「STWU」の範疇に属していた 73 名中
71 名が前述している「STWU②」の条件で「STWU」と判断された子どもたちであった。 
 先行研究の中で「STWU」について取り上げられているものは見当たらず，そのほとん
どが「Diff」を中心に養育者の養育態度との関係や後の子どもの問題行動について述べら
れている。実際，子どもの気質に関する先行研究の中には，「Easy」や「Diff」の気質類
型を示す子どもと養育者の育児不安やストレス，すなわち養育者との関係について述べら
れたものは多く散見されるが，気質特徴について取り上げられているものは案外と少ない。
それは，それぞれの気質研究の立場によって気質調査の方法やそこから得られたカテゴリ
ーの捉え方が異なり，「Easy」や「Diff」を構成する気質次元の捉え方もそれぞれの研究
者によって主張が異なるからかもしれない。このような点を踏まえた上で，水野（1998）
は，第一子を対象とした乳幼児期の縦断研究において，子どもの気質と母親の分離不安と
育児ストレスとの関連について検討した際，「接近と回避」・「順応性」・「気分の質」の３つ
の気質次元に焦点をあて母親の育児ストレスとどのように関連するのかを検討している。
この３つの気質次元を取り上げた理由として，次のようなことを述べている。 
Activity Rhythm App/With Adapt Intens Mood
Slow to
warm
up child①
Lowな傾向
Withdrawalな
傾向
Non-
Adaptationな
傾向
Mildな傾向
Negativeな
傾向
Withdrawalな
傾向
Non-
Adaptationな
傾向
Arrhythmな
傾向
Withdrawalな
傾向
Non-
Adaptationな
傾向
Intensityな
傾向
Negativeな
傾向
ある程度
Positiveな傾
向であっても
可
表９　Slow  to  warm  up  child　と　Difficult  childの下位項目
Difficult
child
これらのうちで標準偏差を+1.0超えるものが２つ以上あること。Intensを
必ず含む。
Slow to
warm
up child②
ある程度
Highな傾向
であっても可 どちらかが標準偏差+1.0超
えていること。
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 「気質診断類型の判定には接近と回避・順応性・気分の質が使用される。Hubert
（1989）によると，乳児を持つ親は順応性と気分の質を気質的扱いにくさの次元とし
て報告した。また，Sanson，Prior，Garino，Oberklaid，＆Sewell（1987）は RITQ38)
の因子分析を行い 30 項目５次元からなる短縮版を提案したが，それによると接近と
回避・順応性・気分の質・活動性に含まれる項目を再編成した３尺度から気質的扱い
にくさを判定する規準となっている。これらのことから，実用レベルで乳児の気質的
扱いにくさを測定するには接近と回避・順応性・気分の質を測定することが有益であ
ると考えられる。」39) 
 
 ここでいう「気質的扱いににくさ」とは，すなわち「Diff」を示すものである。そして，
第一子の乳児期の子どもの気質的扱いにくさは幼児期の気質的扱いにくさと関連しており，
それらが幼児期の母親の育児ストレスの一つの要因となりうることを明らかにしている
40)。また，自己制御機能 41)の行動規準の内面化の過程で関与している可能性も示唆 42)して
いる。水野（2002）が対象とした児の年齢は乳児であることと第一子に限定されているが，
乳児期の子どもの気質的扱いにくさは幼児期の気質的の扱いにくさと関連しているという
結果から鑑みると，「STWU②」の子どもらを「気質的に扱いにくい子ども」として捉え
直すことも可能である。そうしてみると，73 名中 71 名が「気質的に扱いにくい子」の範
疇に入ることになる。本研究では標準化された気質類型を用いて分類しているため，児童
養護施設で生活する子どもの気質類型には「Diff」が多いのではないかという当初の仮説
は支持されなかったが，気質カテゴリーにおける特徴から捉え直すと，児童養護施設入所
児童の全体の傾向として「気質的扱いにくさ」の要素があるということになる。 
 つまり，「STWU②」という気質類型から気質カテゴリーを逆照射してみると，児童養
護施設入所児童の気質は App／With において回避的であること，Adapt では慣れにくい
こと，すなわち，初めての人やもの・場面に対して回避的で慣れにくいことが特徴的であ
ることが強調される。このことから考えると，初めての人やもの・場面に対して回避的で
慣れにくいという気質特徴にある子どもにとって，児童養護施設で生活をすることはどの
ような経験をもたらすのであろうか。例えば，児童養護施設は 24 時間体制で稼働してお
り，また，子どもにとっての養育者となる職員は有給職員であるがゆえに，時間帯によっ
て養育担当が交代することや，年度ごとに担当職員の異動がある。さらに，乳児院から児
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童養護施設への措置変更に代表されるように，子どもの気持ちに寄り添えない形で生活の
場が変容するケースは稀ではない。児童養護施設に措置される子どもたちは制度上，この
ような環境に適応せざるを得ないわけであるが，環境への変化に対して回避的である，あ
るいは慣れるのに時間がかかる子どもにとっては相当な負担を強いられていることになる。 
 したがって，児童養護施設入所児童の成長・発達を支援していく上で，新奇な人・もの
や場面に対して回避的で慣れるのに時間がかかり，社会的に好ましい方向へ変化しにくい
気質特徴を持つ子どもたちが，生活の場の変容や養育者の入れ替わりを経験しながら成
長・発達を遂げていることを理解しておかなければならないのである。 
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第４章 養育者である児童養護施設職員が捉えた子どもの気質観について 
 
第１節 本章の目的 
 
 児童養護施設の役割・機能は，歴史的には第二次世界大戦による孤児・遺棄児・浮浪児
等など，養育者の不在によって衣・食・住に欠ける子どもへの養育が中心であった。しか
し，近年は，Ⅰ部第１章で述べたように，家族関係の問題を主とする情緒的・発達的な課
題を抱えた子どもたちに対して，保護し，その子どもの権利を擁護し，心身の成長・発達
の保障及び自立支援を促すことが中心となっている。この家族関係の問題を主とする入所
児童の背景には，被虐待経験のあるものが多く存在している。被虐待経験によって抱える
こととなった成長・発達上の課題は，児童養護施設へ入所してくる頃には，既に複雑・多
様・重層化していることも多く，日常生活における児童養護施設職員との関係だけでは適
切な支援へと導くまでに時間を要し，結果，処遇困難となるケースが存在する。被虐待児
童入所の増加に伴い，“専門性”に基づいた“個別的”“治療的”関わりが必然的に求めら
れるようになってきた。児童養護施設の中に，1999 年度から心理療法担当職員が配置され
るようになったのはこのためである 1)。そして，カウンセリングやプレイセラピーなどを
中心に心理治療が展開されることとなった。しかし，施設処遇においては，生活保障を中
心とした養育機能が基本となるため，日常生活から得られた情報を元にした包括的な子ど
もへの関わりが重要となってくる。 
 このような理由から，前章では子どもの発達の評価と日常生活の情報が関連づけられて
いるものとして，児童養護施設入所児童の気質を調査し，その研究結果について述べた。 
従来の調査研究では，その調査結果が調査対象者に還元されない場合も多くあるが，本研
究においては，施設処遇における日常生活の中で施設職員が子どもとの関わりに活かせる
よう，児童養護施設入所児童の気質特徴を解析した後，調査協力が得られた各施設へ訪問
し，そこで一人ひとりの子どもの気質特徴の結果を報告してきた。その際，ただ気質特徴
の結果を施設に返すだけではなく，「施設職員が自身の担当している子どもの気質をどう捉
えているのか」ということが重要になる。なぜならば，前章でも述べたように，子どもの
気質特徴そのものが問題となるのではなく，子どもの気質特徴と養育者の関係が適合して
いることが子どもの健全な成長・発達を支持していくのに重要だからである。このことを
子どもの気質研究の先駆者である Thomas＆Chess は，「適合のよさ(goodness  of  fit)」
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と「適合の悪さ(poorness  of  fit)」という概念で提示しているが，この観点から考える
と，一人ひとりの子どもに対してより適切に関わっていくためには，施設職員が子どもの
気質特徴をどのように捉えているのか，すなわち施設職員が担当児童に対してどのような
気質観を抱いているのかを理解すると共に，養育者自身が子どもへの気質観を捉え直す作
業が必要となる。 
 本章においては，児童養護施設入所児童の気質研究結果を施設職員に報告していく過程
で，「適合のよさ」「適合の悪さ」を評価するために，実際の子どもの気質特徴を養育者で
ある担当職員がどのように捉えているのかについて知る必要性があると考え，アンケート
調査を行い，担当職員が抱く気質観について検討を行った。 
 
第２節 対象と手続き 
 
対象は，前章の気質研究の対象児童と日々子どもと関わっている子どもの養育者である
担当職員である。2000（平成 12）年 11 月 12 日から 11 月 31 日にかけて，兵庫県下の児
童養護施設 14 ヶ所（神戸市は除く）2)に入所している３～７歳児の児童 247 名（男児 133
名，女児 114 名）分の気質研究結果をフィードバックするために，2001（平成 13）年２
月 23 日から５月 29 日にかけて，全施設を訪問し報告・検討会を開催した。その際，個々
の対象児童の担当職員（気質調査時の記入者と同じ）が担当児童の気質をどのように捉え
ているのかを知るために，気質観についてのアンケート調査を行った（参照：巻末資料２）。
アンケートは各施設訪問時に記入してもらい，気質調査結果報告及び，職員とのディスカ
ッション後に回収した。回収後、記入が不適当であった 24 名を除外し，223 名（男児 122
名，女児 101 名）について検討を行った。 
アンケートについては，佐藤（1988，1990）を参考に作成したもの 3)を使用した（参照：
巻末資料２）。 
 アンケートを集計する際，前章の気質研究からの考察も視野に入れ，子どもの気質特徴
及び担当職員の捉えた気質観は以下のように表記しなおした（気質特徴については，第３
章第２節 32 頁，表２参照）。 
 
 Activity level(活動水準)：高い・中くらい・低い 
 Rhythmicity(周期の規則性)：規則的・どちらともいえない・不規則 
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 Approach or Withdrawal(接近／回避)：接近的・どちらともいえない・回避的 
 Adaptability(慣れやすさ)：なれやすい・どちらともいえない・なれにくい 
 Intensity of Reaction(反応の強さ)：強い・どちらともいえない・弱い 
 Quality of Mood(気分の質)：ネガティブ・どちらともいえない・ポジティブ 
 Attention Span and Persistence(注意持続と固執性)：固執的・どちらともいえない・
固執的でない 
 Threshold of Responsiveness(敏感さ)：敏感である・中くらいである・敏感でない 
 Distractibility(気の散りやすさ)：散漫的・どちらともいえない・散漫的でない 
  
第３節 結果 
 
回収率は，100％であった。以下，それぞれの気質観については，各カテゴリー別に記
す。 
Activity level(活動水準) 
対象児童では平均が最も多く，次いで，低いが 24 名、高いが 20 名の順であった。職員
の気質観については，「中くらい」と捉えているのが 107 名と最も多く，次いで「高い」
と捉えているのが 77 名，「低い」が 34 名であった。職員の気質観については，「中くらい」
と捉えている職員が最も多かったが，活動性が「高い」子どもが 20 名であったのに対し，
77 名の職員は活動性が「高い」と捉えていた（図３参照）。 
 
（合計 218 名、未記入５名は除く） 
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Rhythmicity(周期の規則性) 
 対象児童については，「どちらともいえない」が 160 名と最も多く，次いで「不規則」
36 名，「規則的」が 21 名であった。職員の気質観については，「規則的」であると捉えて
いるのが 123 名と最も多く，次いで「どちらともいえない」が 86 名，「不規則」であると
しているのが８名であった。Rhythmicity(周期の規則性)については，大多数の職員が「規
則的」と捉えていた（図４参照）。 
 
（合計 217 名、未記入６名は除く） 
Approach or Withdrawal(接近／回避) 
 対象児童では，「どちらともいえない」が 160 名と最も多く，次いで「回避的」が 49 名、
「接近的」は８名のみであった。担当職員の気質観については，「接近的」と捉えているの
が 86 名と最も多く，次いで「どちらともいえない」が 76 名、「回避的」であると捉えて
いたのが 55 名であった。実際の気質特徴よりも，新規な物事や事象に対して接近的に近
づくと捉えていた（図５参照）。 
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（合計 217 名、未記入６名は除く） 
Adaptability(慣れやすさ) 
対象児童については，「なれにくい」気質特徴を持つ子どもが 145 名と最も多く，次い
で「どちらともいえない」が 72 名，「なれやすい」範疇に入る子どもはわずか１名のみで
あった。それに対する担当職員の気質観は，「なれやすい」と捉えているのが 83 名と最も
多く，次いで「なれにくい」が 74 名，「どちらともいえない」が 61 名であり，実際の子
どもの気質特徴と職員の気質観の間にはかなり隔たりがあった（図６参照）。 
 
（合計 218 名、未記入５名は除く） 
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Intensity of Reaction(反応の強さ) 
対象児童では，「どちらともいえない」が 127 名と最も多く，次いで「弱い」が 74 名，
「強い」範疇に入る子どもは 14 名であった。担当職員の気質観は「強い」と捉えている
数が 129 名と最も多く，次いで「どちらともいえない」が 72 名，「弱い」が 14 名であり，
大多数の職員が実際の子どもの気質特徴よりも反応が「強い」と捉えていた（図７参照）。 
 
（合計 215 名、未記入８名は除く） 
Quality of Mood(気分の質) 
 対象児童では，「どちらともいえない」が 167 名と最も多く，次いで「ポジティブ」が
28 名、「ネガティブ」な気質特徴を持つ子どもは 23 名であった。担当職員の気質観は，「ポ
ジティブ」であると捉えている数が 139 名と最も多く，次いで「どちらともいえない」が
75 名、「ネガティブ」であると捉えているのが４名であり，殆どの施設職員は子どもの
Quality of Mood(気分の質)の特徴をポジティブであると捉えていた（図８参照）。 
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（合計 218 名、未記入５名は除く） 
 
Attention Span and Persistence(注意持続と固執性) 
対象児童については，「どちらともいえない」が 117 名と最も多く，次いで「固執的で
ない」気質特徴を持つ子どもが 28 名であった。「固執的」な気質特徴を持つ子どもはわず
か５名であった。施設職員の気質観は，「どちらともいえない」が 87 名と最も多く，次い
で「固執的でない」が 70 名，「固執的」が 62 名であった。職員の気質観については，「ど
ちらともいえない」と捉えている職員が最も多かったが，気質特徴が「固執的」である子
どもが５名であるのに対し，62 名の職員が「固執的」であると捉えていた（図９参照）。 
 
（合計 219 名、未記入４名は除く） 
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Distractibility(気の散りやすさ) 
 対象児童では，「どちらともいえない」が 146 名と最も多く，次いで「散漫的でない」
が 70 名であり，「散漫的」の範疇に入っている子どもはわずか１名のみであった。それに
対し，職員の気質観は，「散漫的」であると捉えている数が 106 名と最も多く，次いで「ど
ちらともいえない」が 71 名、「散漫的でない」としているのが 40 名であった（図 10 参照）。 
 
（合計 217 名、未記入６名は除く）） 
Threshold of Responsiveness(敏感さ) 
 対象児童については，「敏感でない」気質特徴を持つ子どもが 114 名と最も多く，次い
で「中くらい」が 71 名，「敏感である」範疇に入る子どもは皆無であった。担当職員の気
質観については，「中くらい」が 106 名と最も多く，次いで「敏感である」が 83 名，「敏
感でない」が 30 名であった。職員の気質観については「中くらい」と捉えている職員が
最も多かったが，気質特徴が「敏感である」子どもが０名であるのに対し，83 名の職員が
反応の閾値が低く「敏感である」と捉えていた（図 11 参照）。 
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（合計 219 名、未記入４名は除く） 
 
第４節 考察 
 
 本章では，児童養護施設入所児童の実際の気質特徴と養育者である担当職員の気質観の
比較検討を行った。 
 施設職員の気質観をみると，「Activity(活動水準)」「Attention Span and Persistence(注
意持続と固執性)」「Threshold of responsiveness(敏感さ) 」の３カテゴリーについては，
“中くらい”あるいは，“どちらともいえない”と捉えているのが最も多かったが，それ以
外のカテゴリーについては児童養護施設入所児童の気質を特徴的に捉えている傾向にあっ
た。しかしながら，“中くらい”と捉えていた「Activity(活動水準)」については，“活動性
が高い”子どもは 20 名であったのに対し，“活動性が高い”と捉えていた職員は 77 名で
あり，「Attention Span and Persistence(注意持続と固執性)」については，“固執的”であ
る子どもが５名であるのに対し 62 名の職員が“固執的”であると捉えており，「Threshold 
of responsiveness(敏感さ)」については“敏感である”子どもが０名であったのに対し 83
名の職員が“敏感である”と捉えていた。このことから，「Activity(活動水準)」「Attention 
Span and Persistence(注意持続と固執性)」「Threshold of responsiveness(敏感さ)」の気質
観については，入所児童の実際の気質特徴よりも活動性が高く，固執的であり，敏感であ
ると捉えている傾向にあるといえる。そして，その他の「Rhythmicity(周期の規則性)」に
ついては“規則的”，「Approach or withdrawal(接近／回避)」は“接近的”，「Adaptability(慣
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れやすさ)」は“なれやすい”，「Intensity of reaction(反応の強さ)は“反応が強い”である
と，「Quality of mood(気分の質)」は“ポジティブ”，「Destructivity(気の散りやすさ)」で
は“散漫的”と捉えている傾向にあった。つまり，施設職員の全体的な気質観の傾向は，
活動性が高く，生活のリズムは規則的であり，新しい人やものに対して接近的でありなれ
やすく（社会的に好ましい方向に変化しやすく），自己表現の仕方が強く，一日の機嫌は大
凡よく，ものごとにこだわりやすく，散漫的であり反応の閾値がせまく敏感であるといえ
る。この気質観の傾向を入所児童の実際の気質特徴に照らし合わせてみると，入所児童の
気質特徴と職員の気質観が一致しているのは「Quality of mood(気分の質)」のみであり，
９カテゴリーのうち８カテゴリーの気質特徴が気質観と一致していないことが明らかにな
った（図３～11）。気質特徴と気質観が一致していないカテゴリーの中には，標準値との
間に有意差の認められた「Approach or Withdrawal(接近／回避)」「Adaptability(慣れや
すさ)」「Intensity of Reaction(反応の強さ)」「Attention Span and Persistence(注意持続
と固執性)」「Distractibility(気の散りやすさ)」「Threshold of Responsiveness(敏感さ)」の
６カテゴリーが含まれている。これは，入所児童の気質特徴が新しいものに対して回避的
で，新しい環境に慣れにくく（社会的に好ましい方向に変化しにくく），反応（自己表現の
仕方）が弱く，注意を向ける幅が狭く長続きしにくく，物事にこだわりやすく，反応の閾
値が高い（敏感でない）ことを明らかにしているわけであるが，同時に，実際の気質特徴
と職員の気質観が解離していることを明示していることにもなる。 
 気質質問紙については，養育者に記入してもらうため，その評定が養育者の主観によっ
て構成されていることについて，しばしば信頼と妥当性に欠けるのではないかという指摘
もある。しかしながら，子どもの気質及び職員の気質観についての質問紙は同一の子ども
の担当職員によって評定されていることから考えると，実際の子どもの気質特徴と職員の
気質観が異なるという点は，施設入所児童理解においては注意を払わねばならない。なぜ
ならば，養育環境は養育者が子どもをどのように見るのかということに影響されていると
考えれば，この主観による評定は重要となるからである。そして，この結果は，トーマス
とチェスの「適合性」の概念からすると，決して「適合のよさ（Goodness of  fit）」の
状態であるとはいえないのである。 
 この子どもの気質特徴と職員の気質観における差異は，児童養護施設という生活環境と
被虐待児の行動特徴という二つの枠組みによって職員の気質観が支配されているからでは
ないかと推測する。 
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 第一に，児童養護施設という生活環境の枠組みから施設職員の気質観を捉えた場合，次
のようなことがいえる。児童養護施設には，それぞれの施設の形態や養育方針に応じた日
課というものがあり，それに添った形で日々の生活が営まれている。不適切な養育環境下
で過ごしてきた入所児童らにとって，日課を通した基本的生活習慣の確立は自立過程にお
いて重要なことである。この日課については，施設が一般家庭とは異なる生活集団である
ことから，就寝・起床，食事，入浴等には大凡の時間的枠組みが設けられている。ゆえに，
施設職員たちは，日課における時間的な流れを目安に入所児童への日常生活の支援を行う。
特に，乳幼児期においては，この日課への促しが子どもらの基本的生活習慣の確立に結び
つくことから，後の社会生活を送る上で身につけておかねばならない自立支援上の重要な
課題の一つとなっている。この中には，生活技術の継承（例えば，衣服の着脱や食事マナ
ー，身辺整理など）も含まれていることから考えると，児童養護施設入所児童の乳幼児の
には，時間的枠組みの中で生活技術を身につけながら，基本的生活習慣の確立をしていく
ことが求められていることがわかる。このことが，「Rhythmicity(周期の規則性)」の気質
観において“規則的”と捉えられていた要因と考えられる。 
 「Approach or Withdrawal(接近／回避)」や「Adaptability(慣れやすさ)」では，子ど
もの気質特徴と職員の気質観との間に隔たりが見られたが，このことについても，児童養
護施設が一般家庭とは生活環境が異なることに関連していると言える。その典型例として，
職員の勤務の都合上，時間帯や曜日によって養育担当者が入れ替わることや，子どもの入
退所などによって生活構成員が変容することは稀ではなく，人的環境が多様に変化するこ
とが日常的に常態化されていることがあげられる。言い換えれば，子どもの成長・発達過
程における養育・支援の連続性が担保されていないのである。そして，児童養護施設で生
活するということは，多様に変化する人的環境に適応せざるを得ないという現状を子ども
らにもたらしているのである。実際，児童養護施設入所児童が，初対面の実習生や施設来
訪者に対し，以前からの知り合いかのように振る舞い，慣れ親しんだ態度で他者に接しよ
うとするのは珍しくない姿である。この姿が「Approach or Withdrawal(接近／回避)」に
おいては“接近的”，「Adaptability(慣れやすさ)」においては“なれやすい”と捉えられて
いた要因であろう。特に，「Adaptability(慣れやすさ)」については，219 名中 145 名が“な
れにくい”気質特徴を示しているにも関わらず“なれやすい”と捉えられていたことから
考えると，児童養護施設入所児童が過剰適応している姿が適切に理解されていないことを
示しているのではなかろうか。    
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 第二に，職員の気質観は被虐待児の行動特徴と非常に類似しているという点である。こ
れは，児童養護施設へ入所せざるを得なかった子ども，すなわち，不適切な養育によって
傷つけられた子どもの姿が環境要因から理解されているということを示している。西澤
（2004）は，「子ども虐待が育ちにもたらすもの」として，「身体的および知的発達への影
響，PTSD4)，対人関係（愛着・虐待的人間関係の再現性）の問題，感情や感覚の調整障害，
自己および他者イメージの問題，さまざまな逸脱行動，人格の歪み」をあげている 5)。こ
のなかで，“PTSD”の過覚醒症状について，「過覚醒症状とは，神経が過敏になった状態
であり，そのために，睡眠障害（入眠困難や途中覚醒など）が生じたり，注意集中困難が
起こったり，あるいはほんの些細な刺激にも過敏に反応する（驚愕反応）などの症状が起
こる。虐待を受けた子どもは周囲の刺激に反応しやすく，非常に落ち着きのない状態にな
ることがあり，場合によっては注意欠陥多動性障害（ADHD）の診断を受けることもある
が，その原因が PTSD の過覚醒症状にあたることも少なくない。」4)と述べている。これら
の症状の中で示されている“注意集中困難”は「 Distractibility(気の散りやすさ)」が“散
漫的”と捉えられていた気質観に該当し，“ほんの些細な刺激にも過敏に反応する（驚愕反
応）”は「Threshold of Responsiveness(敏感さ)」の“反応の閾値が低く敏感である”とい
う気質観と一致している。また，“対人関係（愛着・虐待的人間関係の再現性）の問題”の
中で，脱抑制型愛着障害について，「特に幼少期（就学前から小学校低学年くらいまで）に
顕著であり，無差別的愛着傾向とも呼ばれる。この状態にある子どもは，初めて出会った
大人に対してでさえベタベタし，非常に親密な関係であるかのような態度で接する。子ど
もの様子を見ていると，その大人に強く愛着しているかのような印象を受けるが，これは
偽りの愛着と呼ばれる状態であり，目の前からその大人がいなくなったとたんに子どもは
別の大人に同様の態度を向ける。」4)と述べている。この点については，「Approach or 
Withdrawal(接近／回避)」と「Adaptability(慣れやすさ)」における施設職員の気質観に
顕れている。さらに，本研究における対象児童の年齢は３～７歳児であり，西澤(2004)の
「特に幼少期（就学前から小学校低学年くらいまで）に顕著である」としている年齢と一
致している。さらに，「Approach or Withdrawal(接近／回避)」や「Adaptability(慣れや
すさ)」のカテゴリーについては前章で述べたように，標準値との間に有意差が認められた
カテゴリーである。加えて，実際の気質特徴とは異なるという気質観が顕著であったカテ
ゴリーでもある。したがって「Approach or Withdrawal(接近／回避)」や「Adaptability(慣
れやすさ)」のカテゴリーについては気質特徴という観点からだけではなく，施設職員の理
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解の視点という意味からしても注目すべきカテゴリーであることがわかる。また，「虐待を
経験した子どもは，ほんの些細なきっかけで非常に強い怒りなどの激しい感情をもつに至
り、そうした感情を言葉ではなく行動で表現する傾向（たとえば，大暴れをして人に暴力
を振るったり，あるいは器物を破損するなど，いわゆるパニックと称される状態）がある。」
4)としており，これを“感情や感覚の調整障害”としている。この点は，「Intensity of 
Reaction(反応の強さ)」において，“反応が強い”と捉えられている部分と一致する。 
 以上，ここでは，子どもの気質特徴と職員の気質観における差異は，児童養護施設とい
う生活環境と被虐待児の行動特徴という二つの枠組みから職員の気質観について考察して
きたが，この二つの枠組みにおいて共通して取り上げた気質カテゴリーは「Approach or 
Withdrawal(接近／回避)」と「Adaptability(慣れやすさ)」である。この二つの気質カテ
ゴリーは，児童養護施設入所児童の気質特徴として注目すべきカテゴリーであることは第
３章でも既に述べている。さらに，この二つのカテゴリーは母親の育児ストレスや不安，
愛着理論にも影響するとされているカテゴリーの一部でもある。例えば，水野（2002）は
「Chess＆Thomas（1982）は，SSP6)で観察される子どもの行動の個人差は，接近と回避・
順応性･気分の質・反応強度の気質次元での個人差と考えられるのではないかとしている。
そして，愛着理論の枠組みで説明される，初期の愛着の質とその後の子どもの社会情緒的
発達の間に見られる関係も，気質の連続性の枠組みで説明できるとしている。また，
Kagen(1982)は，SSP での行動は，見慣れない状況や予期しない出来事に対してどのくら
いストレスを感じるかという気質的個人差（行動的抑制傾向）に帰することができるとし
ている。」7)とまとめている。ここで取り上げられている接近と回避は「Approach or 
Withdrawal」，順応性は「Adaptability」，気分の質は「Quality of Mood」，反応強度は
「 Intensity of Reaction」のことである。さらに，麻原・村島・飯田 (1992)は，
「Adaptability(慣れやすさ)が『慣れにくく』，Attention Span and Persistence(注意持続
と固執性)では『持続的ではない』こととの間に発達の遅れの有無が関連している」8)と述
べている。トーマスとチェスや麻原ら（1992）が言うように，これらのカテゴリーが初期
の愛着の質とその後の子どもの社会情緒面での発達や発達の遅れの有無と関連があるとす
るならば，児童養護施設入所児童の気質特徴は，その後の成長・発達においてどのように
作用していくのであろうか。また，実際の子どもの気質特徴が“初めてのものや人等に対
して回避的で慣れにくい”であるのに対し，“初めてのものや人等に対して接近的でなれや
すい”という職員の気質観は一致していないということは，子どもの気質と環境の「適合
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の悪さ(poorness  of  fit)」の状態を生じさせている可能性を含んでいる。“初めてのもの
や人等に対して回避的で慣れにくい”気質特徴であるにも関わらず，児童養護施設という
生活環境と被虐待児の行動特徴という枠組みによって，“初めてのものや人等に対して接近
的でなれやすい”という養育者である職員の気質観が形成されているという前提に立った
場合，日常生活における人的環境の多様な変化に対し，子どもが懸命に環境に適応しよう
としている姿に我々が気付いていないだけではなかろうか。したがって，児童養護施設入
所児童の気質特徴と職員の気質観が一致していないということは，「適合の悪さ(poorness  
of  fit)」の状態ほかならないのである。これまでの子どもの気質研究から，子どもの気質
と環境との「適合の悪さ(poorness  of  fit)」の状態におかれたとき，子どもは強いスト
レスのもとにおかれて健全な発達が妨げられるとされている 9)。このことが，児童養護施
設入所後に生じる，後年の様々な子どもの心理･社会的問題の要因とは考えられないだろう
か。このような観点から考えると，児童養護施設入所児童の学童期以降に見られる様々な
心理・社会的問題や発達行動上の課題は，児童養護施設という生活環境の枠組みや被虐待
経験の有無といった環境要因からの理解のみならず，子ども側の要因から子ども理解を図
り，環境調整を行っていかねばならないのは明らかである。 
 以上のことから，気質研究の結果を各施設に報告・検討会を実施してきた本研究スタイ
ルは，児童にとって重要な研究であったといえる。 
 次章では，乳幼児期の健全な成長・発達を計る指標として発育という観点から児童養護
施設入所児童の発育について考察する。 
                                                   
1) 関戸芙美子「第５章 各臨床分野における児童福祉サービス（１）」，植木信一責任編集
『臨床に必要な児童福祉』，弘文堂，2006 年，94 頁 
2) 現在の兵庫県下（神戸市除く）の児童養護施設は 19 ヶ所である。 
3) 佐藤（1990）は一般家庭の子どもを対象とした調査研究であったため「お子さん」とい
う言葉を用いていたが，本研究においては，「児」とした。 
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第５章 発育研究 
 
第１節 本章の目的 
 
 東郷（1997）は，「子どもが健康であれば，発育も順調に進行し，身体も大きくなって
くる。逆に身体が大きくなってくれば，その子は健康であり，身体が期待するほど大きく
ならなければ健康を疑う。発育を知ることは健康状態を知ることである。そして，もし発
育に異常が見い出されたら，健康の異常を疑い，必要ならば治療を受ける。このためには，
常に発育を評価し続けねばならない。」1)と述べている。この発育の異常には，身体的疾患
によるものと心理社会的要因によるものがあり，「肥満」や「非器質性発育不全
（Non-Organic Failure To Thrive）」などが典型例として示されている。したがって，
子どもの身体発育評価は，子どもが健康に育っているか否かを知る有用な情報となり得る。 
 近年の児童養護施設入所児童の多くには，保護者が存在しており，環境上何らかの理由
で家庭での生活が困難なために施設入所を余儀なくされている例が多くを占めている。家
庭生活の困難さの背景には，複雑多様化した養育問題が存在していることになるが，その
多くは児童虐待に関するものとなっている。被虐待児については，それまでの環境要因な
どによって，個人の本来のあるべき姿とは異なる成長・発達の過程を辿っている場合が多
く，これらは心理社会的背景を原因とする「非器質性発育不全（Non-Organic Failure 
To Thrive）」として発見される。児童養護施設へ保護されることによってその回復が期
待されるところである。しかしながら，第３章で示した「新奇な人・ものや場面に対して
回避的でなれるのに時間がかかり，社会的に好ましい方向へと変化しにくい気質特徴にあ
る子どもたち」にとって，施設入所という生活環境の変化はどのような発育の回復過程を
もたらすのであろうか。 
 本章では，気質及び気質観研究のその後に得られた身長・体重の情報から，被虐待児を
含む児童養護施設入所児童の入所前後の発育に関する特徴を明らかにすることを研究目的
とした。そして，これらの結果から施設処遇のあり方について考察する。 
 
 第２節 調査対象と手続き 
 
第３章で述べたように，2000（平成 12）年に，神戸市を除いた兵庫県下の児童養護施
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設 14ヶ所に入所している３~７歳児，247名（男児 133名，女児 114名）を対象に，入所
児童の気質調査を行っているが，その後，2002（平成 14）年８月１日から８月 31日にか
けて，同対象児童の施設入所時と入所後（入所後調査時）の身体測定値（体重・身長）を
調査した。 
本調査については，兵庫県児童養護施設連絡協議会の施設長会議で本研究の趣旨と目的
を説明し，倫理的審査を受け，承諾を得た。その後，各施設に研究目的を記した調査依頼
状を添え，質問紙を郵送にて配布・回収した。 
分析については，発育状況の評価方法としては，入所時及び入所後調査時の体重・身長
測定値から，性別年齢別身長別肥満度及び，身長標準偏差スコア（以下，ht-SDS）を算出
し 2)，両時点間の変化を比較検討した。算出方法は，性別年齢別身長別肥満度＝（実測体
重[kg]－身長別標準体重[kg]）／身長別標準体重[kg]×100，ht-SDS＝（身長実測値－年齢
相当平均身長）／標準偏差である。 
性別年齢別身長別肥満度については，－15.0～＋15.0％（ふつう）・15.1～19.9％（肥満
傾向）・20.0％以上（肥満）・－15.1～－19.9％（やせ傾向）・－20.0％以下（やせ）に分類
した。性別・年齢別・身長別標準体重及び，年月齢別の平均身長・標準偏差は，平成 12
年度厚生労働省乳幼児発育調査報告書及び，平成 12 年度文部科学省学校保健統計調査報
告書のデータを参照した。 
対象児童の入所時・後の変化について，被虐待群・養護群に大別し比較検討した。児童
相談所からの措置理由が被虐待（疑いを含）であったものを被虐待群，被虐待以外の入所
理由のものを養護群とした。入所時からの ht-SDS が１～２SD 以上低下した（発育が不
良とみなされる）被虐待群については，身体・ネグレクト・心理・性的の虐待種別に分類
し，検討した。また，乳児院からの措置変更の有無についても検討した。 
統計学的検討には，性別年齢別身長別肥満度及び ht-SDS の入所時・入所後調査時の平
均値比較は対応のあるｔ検定（paired）を用い，被虐待群・養護群の入所時・入所後調査
時の平均値比較については対応のないｔ検定を用いた。帰無仮説の棄却確率は５％未満を
有意とした。統計ソフトは，IBM SPSS Statistics20を使用した。 
 
第３節 結果 
（１）分析対象の概要（表 10） 
 調査紙回収後，入所時及び入所後調査時の体重・身長が測定されていないケースや，
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記入が不適当であった 93 名を除外し，154 名（男児 80 名，女児 74 名）を分析対象とし
た。入所時の平均年齢及び入所後調査時の平均年齢は表 10に示した。 
分析対象となった 154名のうち，被虐待群は 68名（男児 30名，女児 38名）で全体の
44.2％であり，養護群は 86名（男児 50名，女児 36名）で全体の 55.8％であった。また，
全体の中で乳児院からの措置変更児は 41名（男児 23名，女児 18名）で全体の 26.6％で
あった。乳児院からの措置変更児 41 名のうち，養護群は 22 名（男児 15 名，女児７名）
で全体の 14.3％であり，被虐待群は 19 名（男児８名，女児 11 名）で全体の 12.3％であ
った。 
  表 10 入所時及び入所後調査時平均年齢 
 
 
（２）性別年齢別身長別肥満度について 
 性別年齢別身長別肥満度の平均値とその変化（表 11） 
入所時及び入所後調査時の性別年齢別身長別肥満度平均値を表 11 に示した。入所時の
性別年齢別身長別肥満度平均値はすべての群で－15.0～＋15.0％の間（ふつう）にあった
が，養護群男児の平均値が最も高かった。入所後調査時の性別年齢別身長別肥満度平均値
では，入所時同様，すべての群で－15.0～＋15.0％の間（ふつう）にあったが，被虐待群
男児が一番低く，しかも入所時よりも入所後調査時の平均値は低下していた。対応のある
ｔ検定（paired）にて被虐待群男児の入所時から入所後調査時の間に，また，対応のない
ｔ検定にて入所後調査時の被虐待群男児と養護群男児の間において，有意な差が見られた
（p<0.005）。すなわち，被虐待男児については，児童養護施設入所後，肥満度の低下が認
められ，また，養護群男児の肥満度よりも低いことが明らかとなった。 
 
 
 
 
入所時 入所後調査時
3.8±1.6歳 7.0±1.6歳
（1.9～7.9歳） （3.4～9.6歳）
3.5±1.6歳 7.0±1.6歳
（1.7～7.2歳） （3.5～9.6歳）
3.7±1.6歳 7.0±1.6歳
（1.7～7.9歳） （3.4～9.6歳）
被虐待群
n=68 (44.2%)
養護群
n=86 (55.8%)
全体
n=154 (100%)
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表 11 性別年齢別身長別肥満度の平均値     
 
                  n=154（男児：80，女児：74） 
 
 入所時性別年齢別身長別肥満度の評価（表 12） 
入所時性別年齢別身長別肥満度の内わけでは，全体において，－15.0～＋15.0％の間（ふ
つう）が 154 名中 127 名（82.5％）と最も多く，ついで 20.0％以上（肥満）16 名，15.1
～19.9％（肥満傾向）９名，－15.1～－19.9％（やせ傾向）１名，－20.0％以下（やせ）
１名の順であった。各群別でも同様の傾向であった。 
 
  表 12 入所時 性別年齢別身長別肥満度内わけ 
 
 
 
入所時 入所後調査時
5.9±9.6 -0.9±7.8
(-15.8～24.7) (-18.3～16.2)
8.3±12.0 6.0±10.5
(-14.5～59.4) (-11.0～57.5)
4.9±9.2 1.5±12.3
(-10.2～31.9) (-22.2～39.1)
4.2±12.3 1.0±8.5
(-32.0～34.0) (-13.9～20.1)
＊    P<.005
男児
被虐待群
n=30
養護群
n=50
女児
被虐待群
n=38
養護群
n=36
*
*
男児 女児 男児 女児
3 2 6 5 16
(2.0) (1.3) (3.9) (3.2) (10.4)
2 0 6 1 9
(1.3) (0.0) (3.9) (0.6) (5.8)
24 36 38 29 127
(15.6) (23.4) (24.7) (18.8) (82.5)
1 0 0 0 1
(0.6) (0.0) (0.0) (0.0) (0.6)
0 0 0 1 1
(0.0) (0.0) (0.0) (0.6) (0.6)
30 38 50 36 154
(19.5) (24.7) (32.5) (23.4) (100.0)
単位：人，（　）内は％
被虐待群 養護群
合計
20%以上(肥満）
15.1～19.9％
(肥満傾向）
-15.0～15.0％
（ふつう）
-15.1～-19.9％
(やせ傾向）
-20%以下（やせ）
合計
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 入所後性別年齢別身長別肥満度の評価（表 13） 
入所後調査時の内わけでは，全体において，－15.0～＋15.0％の間（ふつう）が 154名
中 137名（89.0％）と最も多く，ついで 15.1～19.9％（肥満傾向）７名，20.0％以上（肥
満）６名，－15.1～－19.9％（やせ傾向）２名，－20.0％以下（やせ）２名の順であった。
各群別でも同様の傾向であった。 
入所時に比して，肥満及び肥満傾向の人数は減少し，やせ及びやせ傾向の人数が増加し
ていた。 
 
表 13 入所後調査時 性別年齢別身長別肥満度内わけ 
 
 
（３）身長標準偏差スコア（ht-SDS）について 
 ht-SDS平均値（表 14） 
入所時・入所後調査時の各群における平均 ht-SDSを表 14に示した。入所時・入所後調
査時共にすべての群で年齢相当の平均身長を下回っていた。入所時は，各群の中では養護
群男児の ht-SDS が最も高値を示したが（－0.26），入所後調査時には低下していた（－
0.66）。入所時から入所後調査時までの間に ht-SDSの回復の傾向がみられたのは被虐待群
の女児のみであり，被虐待群男児と養護群男女の ht-SDS は低下が認められた。中でも，
養護群男児において低下が大きかったが統計的に有意ではなかった（対応のあるｔ検定）。 
 
 
男児 女児 男児 女児
0 2 3 1 6
(0.0) (1.3) (2.0) (0.6) (3.9)
1 3 2 1 7
(0.6) (2.0) (1.3) (0.6) (4.5)
27 31 45 34 137
(17.6) (20.1) (29.2) (22.1) (89.0)
2 0 0 0 2
(1.3) (0.0) (0.0) (0.0) (1.3)
0 2 0 0 2
（0.0） (1.3) （0.0） （0.0） (1.3)
30 38 50 36 154
(19.5) (24.7) (32.5) (23.4) (100.0)
単位：人，（　）内は％
被虐待群 養護群
合計
20%以上(肥満）
15.1～19.9％
(肥満傾向）
-15.0～15.0％
（ふつう）
-15.1～-19.9％
(やせ傾向）
-20%以下（やせ）
合計
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表 14 各群における平均 ht-SDS      
 
    n=154 （男児：80，女児：74） 
 
 入所時から入所後調査時の変化について（表 15・16） 
 入所時 ht-SDS が入所後調査時にかけて低下し，入所後調査時に－２SD 以下を示して
いたもの（表 15），入所時よりも ht-SDS が１SD 以上低下したもの（表 16）を抽出し，
入所前の背景毎に検討した。 
入所時 ht-SDSから入所後調査時にかけて ht-SDSが低下し，－２SD以下であったもの
は９名（男児５名，女児４名）であった（表 15）。その背景をみると被虐待群が５名（男
児３名，女児２名），養護群は４名（男児２名，女児２名）であった。被虐待群の虐待分類
では，身体的虐待２名，ネグレクト３名，心理虐待１名であった（重複含）。これら９名の
うち，５名（男児２名，女児３名）が入所後調査時に１SD 以上の低下があり，さらに，
女児２名は乳児院からの措置変更児童であった。 
入所時から入所後調査時の ht-SDS が１SD 以上低下したものは 24 名（男児 15 名，女
児９名）であった（表 16）。その背景をみると被虐待群は７名（男児４名，女児３名），養
護群は 17名（男児 11名，女児６名）であった。虐待分類のうち被虐待群では，７名中６
名がネグレクトであった。抽出された 24 名のうち，８名（男児６名，女児２名）が乳児
院からの措置変更児であり，全体の約３割であった。 
 
 
 
入所時 入所後調査時
-0.63±1.17 -0.74±1.08
（-2.80～2.32） （-2.56～1.69）
-0.87±1.19 -0.76±1.01
(-4.00～1.93） （-2.55～1.76）
-0.26±1.17 -0.66±0.91
（-2.35～3.47） （-2.06～2.21）
-0.72±1.08 -0.82±0.85
（-3.08～1.08） （-2.79～1.14）
-0.40±1.17 -0.69±0.97
（-2.80～3.47） （-2.58～2.21）
-0.80±1.13 -0.79±0.93
(-4.00～1.93） （-2.79～1.76）
被虐待群
男児
女児
全体
男児
女児
養護群
男児
女児
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表 15 入所時から入所後調査時にかけて ht-SDSが低下し，かつ入所後調査時の ht-SDSが－
２SD 以下を示した９名の背景 
 
△はマイナス ※は表７との重複児 
 
表 16 入所時から入所後調査時にかけて ht-SDSが１SD 以上低下した 24名の背景 
 
△はマイナス ※は表６との重複児 
 
 
 
 
入所時 入所後 変動 身体 ネグレクト 心理 性的
-2.27 -2.57 △ 0.30 ○ ○
-1.14 -2.58 △ 1.44 ○ ※
-2.08 -2.47 △ 0.39 ○
-2.39 -2.49 △ 0.10 ○
-0.75 -2.13 △ 1.38 ○ 乳児院から ※
-0.62 -2.06 △ 1.44 ※
-1.40 -2.00 △ 0.60
-0.85 -2.07 △ 1.22 乳児院から ※
-0.43 -2.00 △ 1.57 ※
虐待種
被虐待群
男児
女児
養護群
男児
女児
備考性別
身長SD
入所時 入所後 変動 身体 ネグレクト 心理 性的
1.48 -0.26 △ 1.75 ○
2.99 1.41 △ 1.58 ○ 乳児院から
-1.14 -2.58 △ 1.44 ○ ※
0.46 -0.94 △ 1.40 ○
-0.57 -1.86 △ 1.29 ○
-0.75 -2.13 △ 1.38 ○ 乳児院から ※
3.47 2.21 △ 1.26 ○
0.74 -0.52 △ 1.26 乳児院から
-0.06 -1.28 △ 1.22
0.93 -0.14 △ 1.07
-0.62 -2.06 △ 1.44 ※
0.19 -0.86 △ 1.05 乳児院から
0.11 -0.92 △ 1.03
1.02 -1.69 △ 2.72
1.83 -0.85 △ 2.68
0.63 -1.54 △ 2.17 乳児院から
-0.43 -1.99 △ 1.56 乳児院から
2.32 -0.21 △ 2.52 乳児院から
-0.25 -1.53 △ 1.28
0.11 -1.02 △ 1.13
1.93 -0.89 △ 2.82
-0.85 -2.07 △ 1.22 乳児院から ※
-0.43 -2.00 △ 1.57 ※
-0.72 -1.87 △ 1.16
養護群
男児
女児
性別 備考
虐待種
被虐待群
男児
女児
身長SD
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第４節 考察  
 
 （１）性別年齢別身長別肥満度について 
 性別年齢別身長別肥満度の平均値は入所時よりも入所後調査時の方が低下していた。中
でも，被虐待男児については，児童養護施設入所後の肥満度に低下が認められ，また，養
護群男児の肥満度よりも低いことが明らかとなった。このことから，男児については，被
虐待経験による身体発育への何らかの影響が後年にまで及んでいることが考えられ，この
要因については，今後，明らかにしていく必要がある。 
肥満度平均値の低下については，入所時に肥満あるいは肥満傾向であった 25名（16.2％）
から，入所後調査時には 13名（8.4％）へと約半分に減少していたことが関連している。
子どもの肥満については，肥満の程度が高いほど，母親の乱暴な対応，甘やかしがある反
面子どもに無関心であること，家庭環境においては，住居環境や家族の子どもへの態度な
どの養育環境上の問題が多いとされている 3) 。同様に，肥満の発症には，体質だけでなく，
生活習慣や食生活習慣の問題，親子関係の問題，心理的ストレスなどが関係するとの報告
4)もあり，養育者との関連が大きい。入所前の不適切な養育環境下における不規則な食生
活や偏った栄養摂取，心理的ストレスによる過食等が，施設入所によって改善され，肥満
度平均値が低下したと考えられる。同時に，施設内の食事環境も肥満度平均値の低下に影
響している。児童養護施設での食事については，栄養士等を中心に衛生面や栄養・健康管
理上に注意が払われ献立作成が行われている。子どもの年齢に応じた，適切な栄養・カロ
リー摂取に努められていることや規則正しい基本的生活習慣が確立されるよう配慮されて
いる。そのため，児童養護施設入所後に肥満が改善されたと考えられる。 
しかしながら，児童養護施設は一般家庭の食事形態とは異なる部分がある。例えば，余
り物は次の日に食することなく破棄せざるを得ないという保健上のルールや日課などによ
る食事時間の制約などによって，規定の所要量を満たしきれない状況がある。また，施設
の運営管理上，毎食事の献立は，週あるいは月単位で作成されている事が多く，個人の状
況に応じた献立作成や変更等は容易ではない。このような現状は，入所児の日々の摂食量・
行動に影響し，入所後調査時の肥満度の低下の一要因となっていることも考慮する必要が
ある。 
一方，入所時，やせであった養護群女児１名（0.6％）と，やせ傾向であった被虐待群男
児 1名（0.6％）は，入所後調査時においては，ともに肥満度が－15.0～＋15.0％（ふつう）
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となっていた。しかしながら，被虐待群において，４名（2.6％）が入所児－15.0～＋15.0％
（ふつう）から，新たに，やせまたはやせ傾向となっている。この 4名の入所背景は，ネ
グレクトが２名（男児１名，女児１名），身体的虐待が１名（男児），性的虐待が１名（女
児）であった。そのうち，乳児院からの措置変更児は性的虐待の女児１名とネグレクトの
男児１名の２名であった。 
虐待による肥満度の減少については，非器質性発育障害（Non-Organic Failure to 
Thrive）と関連があり，肥満度の極端な低下は早期に医療関係者が発見する契機となって
いる 5)6)。被虐待経験や措置変更経験がある児に施設入所時から肥満度の低下が認められた
ことは，入所後の施設生活が児の現状にとって適切でない，すなわち，児童の状況と適合
していない可能性も考えられる。入所後の肥満度の低下（やせ・やせ傾向）を虐待発見の
契機とするだけでなく，施設入所後のフォローアップの手立てとして肥満度の変化を継続
的に見ていかねばならないであろう。 
 
 （２）身長標準偏差スコア（ht-SDS）について 
 入所時・入所後調査時ともすべての群で ht-SDS 平均値はマイナスで，全体として年齢
相当の平均身長を下回っていた。入所時に低身長であったことについては，施設入所まで
の不適切な養育環境が要因のひとつと推測される。加えて，入所後に低身長が改善したの
ではなく，持続・増悪したことは特記すべきである。この発育パターンは，被虐待と養育
環境不全を理由に保護された児の発育が改善すると考えられている定説に反する結果であ
った。 
入所時から入所後調査時に至る ht-SDS 平均値の変化を群毎でみると，被虐待群男児，
養護群男女については，ともに低下していた。入所後 ht-SDS が僅かに上昇したのは被虐
待群女児のみであった。 
次に，入所時から入所後調査時にかけて ht-SDS が低下し，－２SD 以下であった児９
名（男児５名，女児４名）と，入所後調査時の ht-SDS が，入所時から１SD 以上低下し
た児 24 名（男児 15 名，女児９名）から重複者５名を除いた 28 名（男児 18 名，女児 10
名）について考察する。この 28名は全体の 18.2％，入所児の約 5名に１人を占めていた。
28 名の背景は，被虐待群が 10 名（男児６名，女児４名）で，この 10 名のうち８名がネ
グレクトであった。ネグレクトによる施設入所であれば，不適切な養育環境から保護され
た後，身長発育が回復・維持されると考えられるが，入所後調査時の ht-SDS が低下して
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いた事は，ネグレクトによってもたらされた発育への影響は大きく，そこに加わる施設生
活におけるストレス等，他の要素が関与していくことによって，低身長が持続・増悪した
と考えられる。つまり，本研究結果から，ネグレクトについては，養育環境の改善だけで
は低身長が改善されず，後年の発育にまで影響を及ぼしているのである。又，施設入所に
より養育環境が改善され，一時的にキャッチアップはしたが，その後，身長増加の速度が
低下し，加齢と共に ht-SDS が低下した可能性も考えられる。定期的な発育測定による縦
断的解析から，施設入所児が施設入所後，どのような発育の経過を辿るのか今後の検討を
要する。 
この 28 名中８名（28.6％）は乳児院からの措置変更児であり，この８名のうち５名が
養護群男児であった。つまり，養護群男児の乳児院からの措置変更児（15名）の３人に１
人が，入所後調査時の ht-SDSが－２SD以下の低身長，又は１SD以上の低下を示したこ
とになる。吉田（2011）は，児童養護施設入所後の発育様式を調査した結果，入所後，身
長発育が低下した群は，入所時の年齢が学童未満であった者が有意に高く，被虐待児が少
ない傾向にあり，乳児院経験者が多い傾向にあったことを報告しており 7)，本研究結果も
吉田の研究結果を支持するものであると考えられる。 
 
（３）まとめ 
2004（平成 16）年の児童福祉法改正により，乳児院及び児童養護施設の入所児童に関
する年齢要件の見直し 8)がされた。これにより，養育の連続性を担保しながら，個人の発
達状況に応じた最善の利益を保障するための措置延長が可能となったが，一般的には，通
常満２歳前後を目途に乳児院から児童養護施設に措置変更となることが多い。乳児院経験
児は低年齢時（乳児期）に虐待を受けたり，劣悪な養育環境にあり，また，その後も長期
にわたり施設生活を経験している。乳児院と児童養護施設では，職員の配置基準や生活を
共にする児童の年齢構成が大幅に異なる。乳児院から児童養護施設への措置変更は，これ
までの養育環境から子どもを切り離し，新たな養育者や共同生活児と共に生活環境の変化
に適応しなければならない。今回，対象となった児の乳児院での発育データが不明のため，
乳児院での発育状況（例えば△ht-SDS）と養護施設でのそれを比較するのは困難であるが，
養護施設への措置変更が発育に何らかの影響を与えた可能性も考えられた。 
乳幼児期の子どもが，自分の思いや心身の不調を適切な言語表現を用いて他者に伝える
ことは容易ではない。児童養護施設へ入所すること，あるいは措置変更されることによっ
73 
 
て，子どもらは新たな養育環境への適応を強いられる。それだけではなく，施設へ入所す
ることによって，家庭や乳児院といったこれまで生活してきた場面や人と切り離され，新
たな生活環境に適応しなければならいことや，職員の勤務体系に応じて曜日や時間帯によ
って養育者が交代することなどがあげられる。また，共に生活する子ども同士の人間関係
においても，措置変更や家庭復帰などによる退所児童や新規入所児童などもあり，安定的
な人的環境が保障されているとは言い難い。ゆえに，子どもたちの気質特徴や気持ちに寄
り添えない形で生活の場が変容することが多々あり，そして，その環境への適応過程にお
けるストレス等に対して，適切な理解を得られていないのではないかとも言える。このこ
とは，第２章で明らかとなった児童養護施設入所児童の気質は，Approach or 
Withdrawal(接近／回避)では回避的，Adaptability(慣れやすさ)では慣れにくいというこ
とが特徴的であったのに対し，第３章の職員の気質観では Approach or Withdrawal(接近
／回避)では回避的，Adaptability(慣れやすさ)では慣れやすいと捉えられていたことに顕
れていよう。つまり，我々が理解する児童養護施設入所児童の姿や子どもにとって適切で
あるとする処遇方針，日々の施設生活は，子ども側から捉えた場合，不適切な養育環境と
なっていることもあるのではなかろうか。 
本章においては，児童養護施設入所児童の発育に関する縦断的解析や，社会的背景の評
価，施設入所前の環境による生物学的後成的影響や児童養護施設での生活の様子等の情報
が得られておらず，この点については今後検討を要する事項である。しかしながら，これ
らの点を除いて考えたとしても，第３章以降から本章に至るまでの結果は，児童養護施設
での生活の主体は子どもであるという認識の元に，子ども側から捉えた施設養育のあり方
を問うというパラダイムの転換が必要であることを示唆しているものと言える。そのため
には，児童養護施設入所児童は具体的にどのような問題を抱え，それらを理解し，日々の
処遇へと繋げていくのかが課題となってくる。次章においては，児童養護施設入所児童が
抱えている心理社会的状況を把握するものとして行動評価尺度 CBCL（Child Behavior 
Checklist）を使用し，調査した結果について述べる。 
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第６章 子どもの気質と心理・社会的問題行動に関する研究－Child  Behavior  
Checklistを用いて－ 
 
第１節 本章の目的 
 
 乳幼児期の子どもが，心身の不調や自分の思いを適切な言語表現を用い他者に伝えるこ
とは容易ではない。高橋（2000）は，「乳幼児期は心身が未熟・未分化なため，中枢神経
系のみならず，すべての身体心理的状態が，行動という形で表現される。」とし，また，「環
境要因に左右されやすく周囲の人間関係から直接影響を受け，それを行動の変化として示
す。さらに乳幼児は周囲からのストレスで容易に身体症状や問題行動として出現しやすい
一方，言葉で自分の欲求，不安，葛藤などを現すことが不得意で，その代わりに問題行動
として表れやすい。」と述べている 1)。乳幼児期の子どもにおいては，自身の抱く様々な要
求に対して，大人側からの理解や適切な関わりが得られない場合のストレスが問題行動と
して顕著に表れるのである。 
 児童養護施設入所児童においては，入所前までの成長過程において，自身の要求に対し
て養育者から適切に理解され関わってもらうという体験に乏しく，そこから生じたストレ
スは蓄積され，結果，問題行動へと表面化していく。この問題行動の多くは，施設入所に
至る頃には既に複雑・多様化しており，それらが学童期以降に引き継がれていくことがあ
る。一般的には，児童養護施設へ入所し保護されることによって，子どもが安心・安全な
環境下で自己を発揮しながら自立へと向かっていくことが期待されるところではあるが，
それは，“不適切な養育環境からの保護”という観点が前提にあるがゆえのことである。し
かしながら，子ども側からすると，児童養護施設で生活をするということは “新たな養育
環境への適応”という課題が生じる契機となることも確かなのである。この“新たな養育
環境への適応”というのは，自身の養育者となる施設職員との関係や共に生活を送る子ど
も同士の関係のみならず，新たに身につけなければならない施設での生活上のルールや基
本的生活習慣も含まれる。加えて，職員の勤務体系に応じて曜日や時間帯によって養育者
が交代することや，共に生活する子どもの措置変更や家庭復帰などによる退所児童や新規
入所児童などもあり，安定的な人的環境が保障されていない中で適応していかねばならな
いという現実も存在する。この現実は，子どもの現状や気持ちに寄り添えない形で施設で
の日常生活が営まれていくこととなり，接近／回避性では「回避的」，順応性（慣れやすさ)
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では「慣れにくい」気質特徴にある児童養護施設入所児童にとっては相当な負荷がかかっ
ていることが想定される。このことは，施設入所前のストレスが緩和されないまま新たな
ストレスを生じさせ，負のスパイラルへと発展させていく可能性も示唆している。しかし
ながら，先にも述べたように，乳幼児期の子どもは自分の欲求や不安，葛藤などを言葉で
表すことが不得意である。そして，そこから生じる幼児期の情緒や行動の問題はその実態
が明らかでないために，治療や予防的介入は十分になされていない現状がある。さらに，
就学前から小学校低学年まで問題行動が持続する割合はかなり高く，不適応なパター
ンで確立されると容易には変わらないという研究結果 2)がある。つまり，乳幼児期の問
題行動が，学童期や思春期により深刻化を招き，後年の社会適応過程における問題の遠因
となるのである。したがって，この問題行動が不適応なパターンで確立される前に対応
していくことが子どもの自立支援上必要となってくる。そのためには，日々の生活の
中で感じられる情報を客観的に評価し，子どもへの対応を見直していくことが必要で
ある。この子どもの心理的・社会的行動の問題を包括的に評価する指標として，トー
マス・M・アッケンバックによる Child Behavior Checklist（以下 CBCLと称す）があり，
研究や臨床の場で国際的に広く用いられている 3)。 
 本章では，これまでの研究結果を踏まえ，実際に，児童養護施設入所児童が施設生活を
営むなかでどのような心理・社会的行動の問題を抱えているのかを明らかにし，そのこと
によって，子どもにとって必要かつ適切な施設養育を見直すことを目的に，気質と CBCL
の調査を同時に行った。その理由は，気質はある程度の生物学的基盤のある行動様式が評
価できること，CBCL は環境によって生じる心理・社会的問題行動が評価できること，す
なわち，生得的な行動と成育環境によって形づくられた行動の両側面から児童養護施設入
所児童の成長・発達の課題を捉え，子どもの問題行動はより早期から把握・理解し対応す
ることが必要であるからである。したがって，児童養護施設入所児童における最も低年齢
である３歳児に着目し調査を行った。 
 尚，児童養護施設入所児童には，どのような心理・社会的問題行動を呈しているのか理
解するため，本章においては，一般家庭の幼稚園児の３歳児との比較検討も行った。 
 
第２節 CBCLについて 
 
 子どもの気質については，第２章で既に述べた。ここでは，CBCLについての概要を述
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べる。 
 CBCLはAchenbach System of Empirically Based Assessment（以下ASEBAと表す）
を構成している質問紙の 1つである。ASEBAはアメリカの心理学者のトーマス・M・ア
ッケンバックらが開発した心理・社会的な適応／不適応状態を包括的に評価するシステム
であり，精神保健や学校，医療などの現場，児童と家庭のための行政や司法の機関など多
種の場で利用可能なものである。2003年には世界の 64ヶ国語に訳され，広く国際的に使
用されており，これを用いた研究報告は 50カ国・4500以上存在している 4) 。トーマス・
M・アッケンバックらは 1960 年代から CBCL に関する開発を始めた。はじめは 1000 人
の子どもの精神疾患の症状や文献研究から Behavior Problem Checklist（BPCL）を開発
した。その後 BPCLを改定し子どもの心理・社会的行動の問題を包括的に評価するために
CBCLの開発に至ったのである。 
CBCLは米国の児童臨床場面において用いられる行動評価尺度の中でも，最も頻繁に用
いられているものであり，トーマス・M・アッケンバックの収集した CBCL に関する研
究リストによれば，CBCL を用いた臨床診断と指導効果の判定に関する研究は，20数カ国
で行われており，数は 400 を超えている 5) 。日本では国立精神神経センターを中心に
CBCL 日本語版について研究され始めたのが 1990 年代に入ってからである。CBCL につ
いて戸ヶ崎・坂野（1998）らは「構造化されていない面接法などに比べて，より信頼性の
高いデータを提供できる客観的なアセスメント方法であり，さらに得られた客観的な情報
は，子どもの現状を理解するためだけでなく，介入計画の立案や，その介入の効果の判定
にも使用可能であることから，介入を始めるにあたっての重要な情報源にもなっている」
6)と述べている。CBCL は年齢によって使用する質問紙が異なっており，２～３歳用の
CBCL２-３と４～18歳用の CBCL4-18の２種類がある。 
CBCL２-３は２～３歳を対象としたもので，100項目の質問事項からなり，記入時に保
護者は一つ一つの項目について，「１.よく当てはまる」「２.やや，またはときどき当ては
まる」「３.あてはまらない」の３段階の一つを選択し記入する。記入する際には過去のこ
とを記入するのではなく過去２ヶ月以内の子どもの状態を記入することになっている。 
CBCL２-３は 100項目を表 17 の９カテゴリー，下位尺度（依存分離・引きこもり・不
安神経質・発達・睡眠/食事・攻撃・注意集中・反抗・その他）に分類し３段階の得点から
計算する。そしてこの９つのカテゴリーを組み合わせ，上位尺度の内向性（依存分離＋引
きこもり＋不安神経質）・外向性（攻撃＋注意集中＋反抗）・総得点（すべての合計）を算
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出することになっている。結果はそれぞれの項目を足し，その結果の点数が低いほど標準
であり，点数が高くなるにつれて，境界域，臨床域に分類する（表 17）。 
具体的には「年齢に比べて幼い振る舞いをする」，「トイレットトレーニングを嫌がる」
などの幼児の発達状況をチェックする項目，および，「じっと座っていられない，落ち着き
がない」，「悪いことをしても罪の意識がないようだ」，「精神的に傷つきやすい」，「医学的
には原因のない目の異常がある」などの種々の習癖や心理的，身体的症状に関する項目か
ら構成されている 7)。 
 
表 17 CBCLの上位尺度・下位尺度 
下
位
尺
度 
依存分離 幼児期における不安の分離に伴う不安 
引きこもり 情動的な反応としての引きこもりを捉える 
不安神経質 幼児期における不安の，神経症や神経質と関連する不安 
発達 発達の遅れや異常に伴う症状 
睡眠・食事 生活習慣上の自立やしつけの問題 
攻撃 攻撃性のうち顕在化した行為を把握 
注意集中 多動や注意に関わる問題 
反抗 
依存欲求が満たされないときの情動的な攻撃反応を把握（反抗やかんしゃ
くなど） 
その他   
上
位
尺
度 
内向性 
依存分離＋引きこもり＋不安神経質 
（性格的な問題，抑制的な問題，内向的問題） 
外向性 
攻撃＋注意集中＋反抗  
（行動上の問題，攻撃的な問題，外向的問題） 
総得点 上記の問題を総合的にみた結果 
 
CBCL２-３では幼児期の不安には分離に伴う不安（依存分離）と神経症や神経質に関連
する不安（不安神経質）があり，この２つを識別することが可能である。依存分離の項目
は「10.大人にまとわりつく，または頼りにしすぎる」「11.いつも手助けを求める」「92.初
めての人や場面に動転する」などである。不安神経質の項目は「33.感情が傷つきやすい」
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「47.神経質で興奮しやすい，あるいは緊張している」「99.心配症であるなどである」反抗
は依存欲求が満たされないときの情動的な攻撃反応（依存欲求が満たされない場合の反動）
を把握する。項目は「16.要求がすぐにかなえられないと気が進まない」「20.言うことを聞
かない。」「81.頑固，むっつり，あるいは怒りっぽい」などである。攻撃は攻撃性のうち顕
在化した行為を把握（単に暴力的な行為とみなされる攻撃）とに区別することで反抗と攻
撃を分類できる。項目は「9.食べ物以外のものをかむ」「17.自分の持ち物を破壊する」「35.
喧嘩が多い」などである 8)。 
幼児期の子どもの問題は内向性・外向性に分けているが，内向性問題は主に自己から生
じている問題であり，外向性問題は主に子どもが他の人からの期待や不一致・葛藤などか
ら生じている問題と捉えられる。これらは両極の問題ではなく，高い相関があることが認
められており，内向性と外向性の問題が同時に認められることが多い 9)。 
CBCLの有用性については先にも述べた。我が国においても，多くの研究者らの手によ
って標準化されて以降，様々な臨床場面や研究に広く用いられている。一方で，発達障害
児や児童養護施設入所児童等の心理・社会的問題行動の把握・理解の手立てとして使用さ
れているものを散見する。例えば，福井ら(2000)の「ADHD の臨床における CBCL の有
効性」がある 10)。福井ら(2000)は，情緒行動上の問題は併存する問題の発見や治療効果の
判定で重要であるとし，CBCLが併存障害の診断や二次的な障害の予防に役立つことを示
唆している 10)。児童養護施設に関連する研究については，杉山ら（2001）の「発達的視点
からみた子ども虐待の後年への影響とその治療―被虐待児の年齢による症状の違いと治療
的対応を巡って―」がある 11)。杉山ら（2001）は，CBCLを用い，児童養護施設入所児童
の問題行動に影響を与える要因を検討した結果，①施設，②養護群と虐待群，③入所期間，
④現年齢，⑤性別の順を示し，施設間の差による影響が虐待か非虐待かよりも大きな影響
を与えるということを示した 11)。このことは，施設形態や処遇方針のあり方への課題を提
示するものである。さらに，坪井（2005）は，「Child Behavior Checklist／4-18（CBCL）
による被虐待児の行動と情緒の特徴―児童養護施設における調査の検討―」において，被
虐待児は被虐待経験のない児童との間には，「社会性の問題」「思考の問題」「注意の問題」
「非行的行動」「攻撃的行動」の各尺度と「外向尺度」「総得点」で有意な差がみられ，虐
待群のほうが高い問題行動得点であったことを明らかにし，被虐待児の心理的ケアの必要
性を示唆している 12)。最近では，若林(2018)が児童養護施設に措置された衝動性が高く，
暴言・暴力が頻発していた中学生の一事例を通して，多職種協働アプローチの意味と効果
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を検証する中で，CBCL を使用した実践報告を行っている 13)。この中で，若林(2018)は，
対象児童の支援において，「CBCL で見られた変化を数値化して示すことで，日々の支援
の結果を具体化した。それによって，生活援助職員の無力感を軽減し，共同的に支援して
いくモチベーションの維持・向上を図った」13)ことを報告している。 
これらの研究や実践報告のように，CBCLの活用は，子どもの抱えている心理・社会的
問題行動を客観的に簡便に評価できるだけではなく，その後の支援や処遇の改善の手立て
や方向性を見いだし，また，その変化を可視化することが可能である。さらに，何ヵ月後
かに再評価することによって，支援や処遇の手立てを再構築することも可能となる。 
気質と CBCL を組み合わせて検討を行なうことは子どもが表している行動を生得的な
行動様式であると理解することと，現在子どもが抱えている心理社会適要因(虐待を受けて
きた環境や，児童養護施設という集団生活環境など）による問題行動との両側面から考察
することができ子どもの処遇や対応の手助けとすることが可能となる。また，組み合わせ
の研究は知る限り取り組んだものはなく，新しい知見が得られるものとなる。  
 
第３節 児童養護施設で生活する子どもの気質と CBCL研究 
 
（１）対象と方法 
対象は兵庫県下の児童養護施設 14施設 14)に入所している 3歳児 42名（男児 24名・女
児 18名）、兵庫県 A幼稚園児 40名（男児 19名・女児 21名）である。 
児童養護施設入所児童については，兵庫県・兵庫県児童養護連絡協議会主催のわくわく
チャレンジキャンプ研修会 15)にて職員に事前に記入の方法・注意点などを説明した。気質
については，第２章同様，Behavioral Style Questionnaire by Sean C.McDevitt and 
William B.Carey(1978)を庄司らが日本語に翻訳した「幼児行動調査質問紙」を使用し，
行動評価に関しては、CBCL2-3 を国立精神神経センターの児童思春期精神保健研究会が
日本語に翻訳した「子どもの行動チェックリスト」を使用した。 
気質及び CBCL共に，質問紙は郵送にて各施設に配布・回収した。質問紙への記入は対
象児童の担当職員を中心として行なわれた。 
回収後は，質問紙の集計分析を行い，気質は９つの気質カテゴリーを算出した上で，5
つの気質類型（Easy  child・Difficult  child・Slow  to  warm  up  child・
Intermediate-high  child・Intermediate-low  child，第２章表３参照）に分類した。 
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CBCL については，9 つのカテゴリー下位尺度得点（依存分離・引きこもり・不安神経
質・発達・睡眠食事・攻撃・注意集中・反抗・その他）と，上位尺度得点（内向性・外向
性・総得点）を算出した。各評価については，得点を CBCL2-3スコアリング表に記入し，
児童養護施設入所児童を評価した。各カテゴリーはそれぞれ質問項目数が異なるため，最
高点が 100になるように設定されている T得点に置き換えて分析した。T得点とは一目で
得点がどの辺りを示しているかがわかるようにするものである。 
CBCLの評価は得点により問題のない域と境界域と臨床域にわかれている。下位尺度の
その他を除く 8カテゴリー（依存分離・引きこもり・不安神経質・発達・睡眠食事・攻撃・
注意集中・反抗）では問題のない域は T 得点において 50～66 点，境界域は 67～70 点，
臨床域は 71～100点となっている。上位尺度の内向性・外向性・総得点については問題の
ない域は 25～59点，境界域は 60～63点，臨床域は 64～100点と評価される。 
今回の分析では境界域と臨床域を含めたものとしたため，T 得点において 8 カテゴリー
については 67点以上，内向性・外向性・総得点については 61点以上を臨床値とし，なん
らかの問題を抱えている幼児とした。一般幼稚園児との群間比較の統計処理については，
ｔ検定を用いて検討した。 
一般家庭の３歳児の調査手続きについては，兵庫県内の A 幼稚園からの承諾を得た後，
A 幼稚園から保護者に質問紙を配布してもらった。質問紙記入に際しては，質問紙の上部
に記載されている記入方法にて理解してもらった。質問紙はA幼稚園にて回収してもらい，
郵送にて一括返送してもらった。気質及び CBCLのカテゴリー算出と分類方法については，
児童養護施設入所児童と同様である。 
児童養護施設及び A 幼稚園の集計分析終了後，両者について比較検討を行った。 
 
（２）結果 
 気質類型に関する結果（図 12） 
入所児では「I-L（14名）」が最も多く，次いで「I-H（９名）」「STWU（９名）」が同数
であり「Easy（５名）」「Diff（５名）」が同数という結果になった。幼稚園児については，
「I-L（17名）」が最も多く，次いで「Easy（12名）」「STWU（５名）」「I-H（４名）」と
続き，「Diff（２名）」が最も少数であった。 
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CBCLに関する結果（図 13） 
 まず，児童養護施設入所児児童の全体像について述べる。 
下位尺度において，境界域・臨床域の値を示した項目は，発達 47.6%(20名)・攻撃 16.6%(7
名)・引きこもり 14.2%(6 名)・注意集中 14.2%(6 名)・依存分離 7.1%(3 名)・不安神経質
7.1%(3 名)・反抗 7.1%(3 名)の順であった（図 13 参照）。児童によっては，重複している
ものもあるが，各項目で１つでも境界域・臨床域を示している幼児は 69％（29 名）に上
った。 
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 「発達」の項目において，臨床値を示していた幼児が 47.6%と約過半数を占めていた。 
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図 12 気質類型分析結果 
 
図 13 下位尺度の問題を抱えたパーセンテージ 
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発達の項目は，「2.年齢に比べて行動が幼すぎる」「31.飲食物でないものを食べたり飲んだ
りする―あめやキャンディーは除く―」「56.動作がぎこちなく、不器用である」「76.しゃ
べりかたに問題がある」「77．宙をみつめている、またはなにかに気をとられているよう
にみえる」「80．奇妙な行動」の６項目である。この中で多かったのは「2．年齢に比べて
行動が幼すぎる」が 25名であった。次が「76．しゃべりかたに問題がある」が 17名であ
った（表 18参照）。 
一方，逆に少なかったのは「80．奇妙な行動」が 1 名、「77．宙をみつめている、また
は何かに気をとられているようにみえる」が 4名であった（表 18参照）。 
表 18 CBCL２－３における発達のカテゴリーにおける質問項目の回答頻度の内訳 
項目 内容 N(%) 
2) 年齢に比べて行動が幼すぎる 25（60%） 
76) しゃべりかたに問題がある 17（40%） 
77) 宙をみつめている，またはなにかに気をとられているようにみえる ４（9.5%） 
80) 奇妙な行動 １（2.4%） 
 
 CBCLについては，各項目において「あてはまる」と回答したものが多いほど，各尺度
の T 得点が高くなる。先にも述べたが，T 得点において問題のない域は 50～66 点，境界
域は 67～70点，臨床域は 71～100点となっていることから，それぞれの尺度において高
得点が算出されると心理・社会的問題行動を抱えているということになる。したがって，
「よく当てはまる」「やや，よくあてはまる」と回答した項目を整理することによって，支
援上の課題や方向性を見いだす契機となるのである。このことから，各質問項目において，
「よく当てはまる」「やや，よくあてはまる」を併せて選択されていた頻度が 50％以上の
項目についてまとめたものが表 19である。その結果，一番多く選択されていた項目は「よ
く泣く」で 88.0％となり，以下「大人にまとわりつく，または頼りにしすぎる」・「いつも
手助けを求める」が 86.0％「集中できない，長い時間注意が持続できない」が 85.7％とな
った（表 19参照）。 
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表 19 頻度 50％以上の項目 
 
  上位尺度については図 14に示すとおり，「内向性」35.7%（15名），「外向性」35.7%(15
名)，「総得点」40.4％（17名）の幼児が境界域・臨床域を示していた（図 14参照）。 
35.7% 35.7%
40.4%
内向性 外向性 総得点
 
尺度 質問項目 頻度％
新しいことをやってみるのをこわがる 71.4%
大人にまとわりつく、または頼りにしすぎる 86.0%
いつも手助けを求める 86.0%
はずかしがりや、または臆病である 57.1%
ほかの人と目を合わせようとしない 59.5%
人が話しかけるとき答えない 50.0%
不安神経質 感情が傷つきやすい 50.0%
発達 年齢に比べて行動が幼すぎる 61.9%
一人では寝たがらない 73.8%
寝つきが悪い 52.3%
食べ物以外のものをかむ 64.2%
やってはいけないことをした後で悪いと思わないようである 54.7%
喧嘩が多い 76.1%
他人をたたく 76.1%
集中できない、長い時間注意が持続しない 85.7%
静かに座っていられない、落ち着きがない 71.4%
なんでも取り出してちらかしてしまう 66.6%
待っていられない、なんでもすぐにほしがる 64.2%
よく泣く 88.0%
反抗的である 54.7%
要求がすぐにかなえられないと気がすまない 73.8%
言うことをきかない 61.9%
欲求不満になりやすい 54.7%
うらやましがったり、やきもちをやいたりしやすい 76.1%
怒りっぽい 50.0%
頑固、むっつりや、あるいは怒りっぽい 54.7%
よく泣くすねる 71.4%
ぐずぐず泣く 66.6%
攻撃
注意集中
反抗
依存分離
引きこもり
睡眠・食事
図 14 上位尺度の問題を抱えた幼児
のパーセンテージ 
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 次に，虐待の有無について分析した。 
 被虐待による入所児童を被虐待群，それ以外の入所理由の児童については養護群とし，
比較検討した（図 15参照）。被虐待群は 13名（男児 9名・女児 4名），養護群 29名（男
児 15名・女児 14名）であった。 
 「不安神経質」と「依存分離」以外の尺度については，被虐待群の方が得点が高かった
が，統計的有意差（χ2検定）が認められたのは「注意集中」のみであった。 
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 児童養護施設入所児童と幼稚園児との比較を行ったところ，境界域・臨床域を示した幼
稚園児は少なかった（図 16参照）。 
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図 15 虐待の有無 
 
図 16 入所児と幼稚園児の行動評価比較（パーセンテージ） 
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  さらに，児童養護施設入所児童と入所児と幼稚園児の下位尺度の平均値をｔ検定を用
い比較した結果，発達・攻撃・引きこもり・内向性・外向性・総得点に顕著な有意差（p<0.01）
が認められ，注意集中・依存分離においても有意差(p<0.05)が認められた(図 17)。 
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気質類型と心理・社会的問題行動の関連性について（図 18） 
 気質類型と行動評価からは次のようなことが明らかとなった（図 18参照）。 
 児童養護施設入所児童の気質類型別に CBCLの境界域・臨床域を示す頻度を分類した結
果，Easyは臨床値を示しているものは皆無であった。Diffの幼児については，「依存分離」
「睡眠食事」で境界域・臨床域を示すものはいなかったが，「発達」80％，「攻撃」20％，
「引きこもり」20％，「注意集中」20％，「不安神経質」20％，「反抗」20％，「内向性」
60％，「外向性」60％，「総得点」40％の尺度で境界域・臨床域を示していた。STWU の
幼児のうち，「攻撃」「睡眠食事」は境界域・臨床域を示すものは認められなかったが，「発
達」55.5%，「引きこもり」22.2%，「注意集中」11.1%，「不安神経質」11.1%，「反抗」11.1%，
「依存分離」11.1%，「内向性」66.6%，「外向性」33.3%，「総得点」55.5%で境界域・臨
床域を示していた。I-Hについては，「不安神経質」は境界域・臨床域を示すものはいなか
ったが，「発達」44.4%，「攻撃」33.3%，「引きこもり」11.1%，「注意集中」33.3%，「反
抗」11.1%，「依存分離」11.1%，「睡眠食事」11.1%，「内向性」33.3%，「外向性」55.5%，
「総得点」55.5%で境界域・臨床域を示していた。I-Lについては境界域・臨床域を示して
いるものはあるが，Diffや STWU，I-Hに比して，少なく，「発達」42.8%，「攻撃」21.4%，
「引きこもり」14.2%，「注意集中」7.4%，「不安神経質」7.1%，「依存分離」7.1%，「内向
T得点 
図 17 入所児と幼稚園児の行動評価比較（T得点） 
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性」21.4%，「外向性」28.5%，「総得点」35.7%が境界域・臨床域を示しており，「睡眠食
事」「反抗」では認められなかった。 
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（３）考察 
気質類型について 
 児童養護施設入所児童の気質類型は STWU が多く Easy が少ないという結果であった。
これは，第３章の気質研究と同様の結果を支持するものであった。本章においては，児童
養護施設入所児童の３歳児に限定しての調査であったが，第３章で取り上げた３～７歳児
同様に，新しいものに対して回避的で新しい環境に慣れにくく，自己表現の仕方が弱く，
注意を向ける幅が狭く長続きしにくく，物事にこだわりやすく，反応は敏感でない気質特
徴にあることが示された。 
一方，今回，対象となった幼稚園児の結果については，佐藤（1987）や高岸（1996）ら
の研究結果と同様の傾向であった。このことから，幼児の気質類型については年代や社会
環境の変化には影響されず信頼性があることがあり，尚且つ，児童養護施設入所児童の気
質については，一般幼稚園児に比して特徴的であることがわかる。 
 
心理・社会的問題行動について 
 幼稚園児の中で，心理・社会的問題行動を抱えている幼児は，すべての下位項目におい
て 10％以下であり，上位尺度の外向性のみ 10％を越えていた。一方，児童養護施設入所
図 18 気質類型別行動評価（パーセンテージ） 
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児童については，各項目で１つでも境界域・臨床域を示している幼児は 69％（29 名）に
上っており，このことは，何らかの心理・社会的問題行動を抱えている幼児が約７割を占
めていることを示唆している。下位項目においては，「発達」47.6％，「攻撃」16.2％，「引
きこもり」14.2％，「注意集中」14.2％，「不安神経質」7.1％，「反抗」7.1％，「依存分離」
7.1％，「睡眠食事」2.3％を示しており，幼稚園児との T 得点の点数比較においては，「発
達」「攻撃」「引きこもり」「内向性」「外向性」「総得点」においては１％水準（p<.01）以
下で顕著に有意差を認めることができ，「注意集中」「依存分離」については５％水準（p<.05）
以下で有意差が認められている。 
上位尺度については，「内向性」35.7％，「外向性」37.5％，「総得点」40.4％であった。
このことは，「内向性」「外向性」に関しては３人に１人が問題を抱え，「総得点」において
も４人に一人が問題を抱えていることを指し示している。一般家庭の幼稚園児と比較検討
することによって，児童養護施設入所児童は何らかの心理・社会的問題行動を抱えている
頻度が高く，CBCLの評価からその問題を抽出することができた。 
杉山ら（2001）の研究では，児童養護施設入所児童（被虐待群・養護群で分類せず）は
男女とも身体的訴えを除くほぼ全項目にわたって，危険水準であり，内容においても「引
きこもり」「不安」といった「内向尺度」も，「非行」「攻撃」といった「外向尺度」におい
ても高い陽性率を示している 11)。このことを合わせると，児童養護施設入所児童は，幼児
という低年齢の時期であっても，学童期以降の高年齢児であっても心理・社会的な行動上
の問題を高い割合で抱えていることがわかる。つまり，児童養護施設入所児童の心理・社
会的問題行動は，幼児期の頃に観察され，学童期以降も引き継がれたまま推移していくこ
とが予想される。さらに，学童期後半にさしかかる頃には，子どもの成長に伴う自我の芽
生えや反抗期などが加わることによって，子どもへの支援や処遇がより困難な方向へと導
かれていくことが想定される。 
 
 発達の問題について 
 「発達」の問題を抱える児童養護施設入所児童は，47.6％であり，約半数を占めていた。
被虐待児については，養育環境上の事由により，発達が遅れるという一般的な定説がある
が，被虐待群と養護群の間の比較においては，統計的有意差は認められなかった。「発達」
尺度においては，幼稚園児との間に統計的有意差（p<.01）が認められたことや，被虐待
群と養護群の間の比較において，「注意・集中」尺度のみに統計的有意差（p<.01）が認め
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られたことから考えると，「発達」に関する問題は児童養護施設入所児童特有の問題である
といえる。また，「発達」尺度の項目の回答を見てみると，「2.年齢に比べて行動が幼すぎ
る」，次いで「76.しゃべりかたに問題がある」において，「よく当てはまる」「やや，よく
あてはまる」と回答されているものが多くあった（表 18参照）。 
「年齢に比べて行動が幼すぎる」については，児童養護施設という環境が大きく影響し
ていると考えられる。子どもの児童養護施設での生活は，養育を有給職としている職員ら
と共に営まれている。それゆえ，職員の勤務体系の関係上，時間や曜日によって養育者が
変わることや，子どもらの入退所によって共に生活する構成員が変容する等，日常生活圏
内での身近な人間関係が安定的に保障されていないという現実がある。この点については，
一般家庭における生活と大きく異なる部分である。このような生活環境の中で，子どもが
生理的欲求を含む自身の何らかの欲求を満たそうとした時，養育者である担当職員の交代
や他の子どもらの活動によって遮られることによって，連続性を奪われ，そこに不全感が
生じることもあるであろう。そして，不全感を抱いたまま，自身の欲求を満たそうとする
姿は，集団生活内における自己主張として過度に目立ち，その結果，「年齢に比べて幼すぎ
る」と捉えられているのではなかろうか。 
「しゃべり方に問題がある」については，自由記述を見てみると，「幼いしゃべり方をす
る」「はっきり話さない」「発音が不明瞭」「発語が遅い」などがあった。特に多くみられた
のは「幼いしゃべり方をする」と「発音が不明瞭」であった。これらは，「言葉の遅れ」と
しても捉えられる。乳幼児期の言葉は豊かな人間関係の中で発達する 16)。その関係は，親
子を含む身近な大人との関係や同年代の子ども達との関係等がある。また，言葉の発達は
話すだけではなく，相手の言葉を聞くということも含まれる。つまり，言葉は，他者との
やりとりを通して発達していくということになる。児童養護施設入所児童は，入所前まで
の成育環境や入所後の生活環境から考えてみても，一般家庭に比して，“言葉”を介した“や
りとり”の機会が少なく，先の「発達」尺度の問題も重なり、「しゃべり方に問題がある」
と回答が多くみられたと考えられる。 
 
 各項目について 
 先の「発達」尺度に倣い，各項目で「よく当てはまる」「やや，またはときどき当てはま
る」を選択記入し，その記入された頻度で最も選択されていた項目について検討したとこ
ろ，「よく泣く」が 88.0％と最も多く，以下，「大人にまとわりつく，または頼りにしすぎ
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る」「いつも手助けを求める」が 86.0％，「集中できない，長い時間注意が持続できない」
が 85.7％と続いた。これらの回答頻度は何れも８割以上を超えていたことから考えると，
「よく泣く」「大人にまとわりつく，または頼りにしすぎる」「いつも手助けを求める」「集
中できない，長い時間注意が持続できない」といった行動は，児童養護施設入所児童特有
の心理・社会的問題行動といえる。 
 「よく泣く」という行動は，低年齢では自分の意思がうまく伝わらないという現われで
ある。児童養護施設では同年齢の子どもが数多く入所し，言葉がまだうまく喋れない幼児
にとっては自分の意思を伝えられない場面が数多く存在している。 
「大人にまとわりつく，または頼りにしすぎる」「いつも手助けを求める」という項目か
らは，愛情希求の現れとも捉えられる一方，脱抑制型愛着障害の子どもに見られる行動特
徴にも近い様相を示している。西澤(2004)は，脱抑制型愛着障害の子どもについて，「特に
幼少期（就学前から小学校低学年くらいまで）に顕著であり，無差別的愛着傾向とも呼ば
れる。この状態にある子どもは，初めて出会った大人に対してでさえベタベタし，非常に
親密な関係であるかのような態度で接する。子どもの様子を見ていると，その大人に強く
愛着しているかのような印象を受けるが，これは偽りの愛着と呼ばれる状態であり，目の
前からその大人がいなくなったとたんに子どもは別の大人に同様の態度を向ける。」17)と述
べている。特に幼少期に見られるという点においては，本調査対象の児童の年齢と一致し
ている。 
「集中できない，長い時間注意が持続できない」という項目については，前出の西澤
（2004）の“PTSD”の過覚醒症状と関連しているのではないかと考えられる。西澤(2004)
は，「過覚醒症状とは，神経が過敏になった状態であり，そのために，睡眠障害（入眠困難
や途中覚醒など）が生じたり，注意集中困難が起こったり，あるいはほんの些細な刺激に
も過敏に反応する（驚愕反応）などの症状が起こる。虐待を受けた子どもは周囲の刺激に
反応しやすく，非常に落ち着きのない状態になることがあり，場合によっては注意欠陥多
動性障害（ADHD）の診断を受けることもあるが，その原因が PTSDの過覚醒症状にあた
ることも少なくない。」17)と述べている。 
西澤（2004）が述べている内容については，第４章でも既出しているが，児童養護施設
入所児童の実際の気質特徴と気質観に差異が見られたことへの考察に用いており，この差
異はトーマスとチェスのいう「適合性の悪さ（poorness  of  fit）」の状態であることを示
している。これらのことから，子どもの気質特徴と気質観の間に見られた差異については，
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子どもの心理・社会的問題行動の要因であると言える。 
 
 気質類型と CBCLについて 
気質と CBCLを組み合わせて検討した結果，気質類型によって境界域・臨床域を示して
いる割合に大きな差がみられた。 
Easyについては，全ての項目において境界域・臨床域を示している幼児はいなかった。
Easy は気質的に機嫌はよく，反応の表し方は穏やかで，生理的機能の周期は規則的で初
めての事態にも積極的に反応し，環境の変化にも慣れやすいという特徴をもっており養育
者にとっては「育てやすい子」ともいえる。 
Diffは 5名であった。その 5名すべての幼児には，いずれかの項目で境界域・臨床域が
示されていた。他の気質類型の幼児に比して，「発達」「不安神経質」「反抗」「外向性」の
心理・社会的問題行動を呈していた。Diffは，生理的機能の周期は不規則で，反応を強く
表し初めての事態では消極的でしり込みしがちであり，環境の変化には慣れにくく，機嫌
の悪いことが多いという気質特徴をもち，養育者にとっては「育てにくい子」とされてい
る。第３章でも述べたように，Diffの子どもは養育者に育児不安やストレスを与えやすく，
養育者との関係において，トーマスとチェスのいう「適合の悪さ(poorness  of  fit)」の
状態を招きやすい気質である。したがって，養育者・子ども共にストレスを抱える状況を
生じさせ，それらが長期的に継続された場合，子どもの成長・発達における何らかの心理・
社会的問題行動を生じさせることに繋がる。つまり，気質的に育てにくさを持っている子
どもは問題を抱えやすいということになる。 
STWUの幼児が示した，心理・社会的問題行動の尺度は「引きこもり」「依存分離」「内
向性」「総得点」であった。STWU は初めての事態では消極的でしり込みしがちで，環境
の変化にも慣れにくいが，反応は穏やかで活動性は低いという気質特徴をもつ。Diff と
STWU の幼児が示した CBCL で境界域・臨床域を比較してみると，Diff については「反
抗」「外向性」の尺度が含まれていたのに対し，STWU については，「引きこもり」「依存
分離」「内向性」が含まれていた。つまり，Diff については，外に向かう心理・社会的問
題行動であるのに対し，STWUについては内に向かう心理・社会的問題行動を抱えている
といえる。そして，この２つの気質類型の共通する気質特徴については，初めての環境や
人に対して消極的でしり込みしがちであり，慣れにくいというものである。また，それら
は，児童養護施設入所児童の気質特徴であることも述べてきた。 
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以上のことから考えると，気質特徴によって，顕在化する心理・社会的問題行動は異な
るということになる。したがって，子どもと日々生活するうえで職員が感じる子どもへの
困難さの背後にある子ども自身の持っている気質特徴に配慮しながら，子ども自身が抱え
ている心理・社会的問題行動への対応，すなわち，支援・処遇のあり方の見直し，再構築
が必要となるであろう。その上で，児童養護施設入所に至るまでの成育歴からの影響を考
え自立支援上の課題を見出していくこと，つまり，既に形取られた行政的枠組みや施設生
活という枠組み，さらには成育環境という枠組みから子どもを見るのではなく，子ども側
の要因から考えていくというパラダイムの転換が必要といえる。そのことによって，養育
者である施設職員と児童養護施設入所児童との間によりよい関係性がうまれてくるのであ
る。 
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第 7 章 事例研究 
 
 本研究は，兵庫県・兵庫県児童養護連絡協議会と共に実施した『児童養護施設入所児童
の心身健康調査報告 1)』での幼児の気質研究を元に，その後も継続的に取り組んだ研究内
容を総括したものである。この調査は，1994 年の「児童の権利条約（以下，子どもの権利
条約）」の批准以降，これまで潜在化していた児童虐待問題が顕在化し始め，児童養護施設
がその受け皿とされ被虐待児事例が急速に増加してきた。その中に，深刻化した虐待事例
が散見されるようになり，施設処遇における“専門性の確立”が必須となったことから実
施されたものである。その中で，出来るだけ早期から子どもの実態を理解し，専門的処遇
を実践するための基礎資料とすべく，幼児期の気質調査を実施した。そして，子どもの気
質という観点から子どもの姿を捉え，施設職員と共に施設処遇を検討するというスタイル
で研究を重ねてきた。このスタイルは，入所児童の健やかな成長・発達を生活の中で支援
し，子ども・施設職員の暮らしの中で起こってくる様々な困難さに，何とかエビデンスを
示しながら検討しようと行ってきた結果である。この様な研究スタイルは，児童養護施設
入所児童を研究対象として捉える分析研究というよりも，むしろ，研究者自身もその研究
対象に入れ込みながら行ったものであり，稲垣（2003）は，このようなスタイルを臨床的
スパイラル研究 2)と名付けている。具体的には，施設職員の気質観，入所児童の発育（身
長・体重）の比較検討，さらに，入所児童の抱える心理・社会的問題行動について CBCL
などを用いながら検討を重ねてきた(図 19 参照)。そして，これまで取り組んできた臨床的
スパイラル研究の効果が施設処遇に浸透したことによって，ある施設に入所している児童
の特別養子縁組を巡り，子どもの側から現状の行政的措置や施設処遇の在り方を捉え直す
事例に出合った。これは，筆者がスパイラル研究を積み重ねたことによって得られた成果
である。 
 この事例を提示し，本研究の総括として子どもの健やかな成長・発達を保障する環境に
ついて考察する。 
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図 19 本研究スタイル（スパイラル研究）の概略図 
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第１節 本事例に至るまでの経緯と目的 
  
 本研究では，子ども理解を深め，施設の生活に職員が活かせるための情報提供を目指し
て，入所児童の行動様式（気質）の特徴と発育及び，CBCL について報告・検討し，臨床
的スパイラル研究に取り組んできた。この継続的取り組みを続けている過程の中で，2014
（平成 26）年６月，Ａ県内にあるＢ施設に入所している幼児を対象に，子どもの行動と発
育（身長・体重）の調査を実施した。調査には，今までと同様の気質質問紙，各月の身長・
体重値（当該施設入所時から調査時までのもの），CBCL を用いた。調査用紙への記入は
子どもの担当職員によって行われた。調査用紙回収後，一人ひとりのフィードバック表を
作成し，同年度末に報告・検討会を行った。 
 報告･検討会後，１年以上が経過した頃，Ｂ施設から５歳児の特別養子縁組3)に向けての
里親との縁組成立前養育（以下，マッチングと称す）を巡り，本調査結果を参考にしたい
との申し出があった。理由は，マッチングが始まった頃から不安定な行動が多く見られる
ようになったことにある。具体的には，他児とのトラブル（時には他害行為に及ぶことも
ある），夜泣き，頭打ち（癇癪時，夜間は高頻度に出現）等である。満６歳を迎えようとし
ていることを考慮すれば，特別養子縁組に向けてのマッチングは早急に取り組んでいかね
ばならない状況にあった。しかしながら，本児の落ち着く様子は見られず，当該施設へ入
所してからの姿を長年見守ってきた担当職員は，年齢的枠組みにとらわれるあまりマッチ
ングを急くことは，「本児にとって良いのであろうか」という疑念を抱くようになった。こ
のような経緯から，本児の気質特徴や心理・社会的な行動上の課題を見直し，本児にとっ
ての「最善の利益」となるよう，本調査結果を元に今後の処遇方針についての検討会に参
画した。 
 
第２節 事例の概要 
 本事例の記載については，施設長及び本児の担当職員より許可を得ている。個人情報に
ついては，個人が特定されない記載となるよう，十分配慮した。 
 
主  訴：特別養子縁組の適否とマッチングを巡る諸問題について 
本  児：５歳，女児 
入所理由：乳児院からの措置変更（２歳児） 
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入所当初：人見知りが激しく，職員勤務交代の度に激しく泣き続ける。 
     感情の起伏が激しく，自ら頭打ちをすることや身体を揺する姿が見られる。 
経  緯：季節里親なども経験しながら施設生活を過ごしていたが，４歳頃より里親委託 
に向けて，養育里親候補C（以下，里親C）とのマッチングが始まる。里親Cと
のマッチングを行っている間に，本児の実母の居場所がわかり，特別養子縁組
への確認がとれる。このことにより，養育里親ではなく特別養子縁組に向けて，
新たな里親候補との面会や外出を経験するようになる。 
マッチングの経過と現在の問題点： 
 里親C宅への外泊等，本児自身は毎回楽しみにしていたようであるが，外泊時
の激しい試し行動（火がついたように泣く・過食・嘔吐・虚言・里母をベラン
ダに閉じ込める等）が見られる。同時に，施設においても，情緒不安定な様子
が目立ち，日常の変化に敏感で，狂ったように泣く日が続き，癇癪時の頭打ち
の頻度が増すようになってきた。また，里親Cとの外出や外泊を何度か経験する
ことによって，施設以外の生活を知り，施設生活に戸惑っている様子も見受け
られるようにもなる。本児の戸惑いに施設職員が寄り添っている最中，先方か
らの申し出により里親Ｃとの関係は終了することとなった。 
 その後，養育里親ではなく特別養子縁組に向けて，新たな里親候補との面会
や外出を経験するようになる。本児自身は，新たな里親候補との間に何かしら
の期待をしているようであるが面会のみに留まり，後日，断りの連絡が入るこ
とが続いた。本児への「最善の利益」が特別養子縁組であるならば，本児は，
今後も継続的にマッチングを経験しなければならない。本児にとってよりよい
処遇を検討するために，気質特徴や心理・社会的行動上の結果を元に検討した。  
 
（１）本児の気質特徴（表 20） 
 本児の気質特徴は，Approach or Withdrawal（接近／回避性）が回避的であることと
Adaptability（順応性）が順応的でないことであった（第３章表２参照）。つまり，初めて
の環境（もの・ひと等）に対して回避的であり，なれにくい（なれるのに時間を要す）こ
とである。両カテゴリーとも２SD 以上の値を示しており，B 施設入所児童の中でも突出
していた。気質類型においては，STWU（Slow To Warm Up）であった（第３章表
３参照）。 
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 本児の気質特徴から考えると，人見知りが激しいことや，B施設入所時，職員勤務交代
の度に激しく泣いていた姿には納得がいく。一方，Intensity of reaction（反応の強さ）は
Control群よりも低く，本児の反応は Mild な傾向であることから考えると，入所当初の激
しく泣くという表現から考えると，環境に変化が生じる際に本児が感じる不安や緊張は当
然の結果であったと考えられる。 
表 20：本児の気質特徴 
 
※ カッコ内は標準偏差値を表す 
  
（２）CBCL（表 21・表 22） 
 CBCL で捉えられた，本児の心理・社会的問題行動については，不安/抑うつ・思考の
問題・非行的行動・攻撃的行動においてが臨床値を示していた。なかでも，攻撃的行動に
おいては，かなりの高値を示している。攻撃的行動の下位項目から本児を見ると，他者と
の関係において多くの問題を呈していることがわかる（表 22参照）。マッチング中，他児
への他害行為や頭打ちが高頻度で出現していた姿は，この攻撃的行動の顕れであろう。 
 その他，境界域を示していたのは，注意の問題であった。 
表 21：本児の心理・社会的問題行動 
 
 
表 22：攻撃的行動の尺度の下位項目 
 
活動性 規則性 接近／回避 順応性 反応の強さ 気分の質
本児 3.92 2.78 5.40 4.58 4.00 3.83
control 3.56(0.75) 2.75(0.68) 2.99(0.94) 2.55(0.72) 4.52(0.65) 3.31(0.68)
不安／ 社会性 思考の 注意の
抑うつ の問題 問題 問題
本児 3 1 11 5 3 8 7 29
臨床域 臨床域 境界域 臨床域 臨床域
非行的行動 攻撃的行動ひきこもり 身体的訴え
言い争い 学校でいうことをきかない 気分がかわる
自慢する 嫉妬する しゃべりすぎ
他人に残酷 けんかをする 人をからかう
注意を引きたがる 暴力をふるう かんしゃく持ち
自分のものを壊す よくわめく 人をおどす
他人のものをこわす 目立ちたがり屋 騒々しい
いうことをきかない 頑固、不機嫌
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（３）発育の変化(図 20) 
 グラフのプロットの始点は，当該施設へ措置変更されてきてから，最初の月の身体測定
値である。身長については，措置変更後から約半年間は緩やかに平均から－１SD へと近
付き低下し続けていたが，半年以降からは徐々に平均へ近づいている。乳児院からの児童
養護施設への措置変更を経験している児については，発育の値が減少することが報告され
ており，このことは，措置変更を経験し，乳児院から児童養護施設への生活環境の変化が
関係しているのではないかと考えられている 4)5)。本児も先行研究に示されている結果と同
様の過程を辿っていると考えられるが，本児の気質特徴である“回避性”“なれにくさ”か
ら鑑みると，施設生活への適応過程に感じるストレスが発育に顕れたのではないかと推測
される。 
 一方，体重については，措置変更後から約 1年間は平均を保っているが，1年（３歳９
ヶ月）を過ぎた頃から緩やかに平均から－１SD へと低下している。担当職員によると，
緩やかに低下し始めた時期は，最初の里親とのマッチングが始まった時期と一致している
という。その 3ヶ月後（４歳６ヶ月）の測定値においては，軽微な増加がみられたが，そ
の３ヶ月後に－1SD に低下し，それ以降も-1SDを維持した状態である。この軽微な増加が
見られた後、－1SD へと低下した時期は，里親 C宅を経験することによって生じた施設で
の生活への戸惑いが見られた時期と一致していると本児の担当職員は述べている。 
 入所時から調査時までの身長・体重の変化を捉えると，上昇・停滞・下降の時期がある
が，それらは何れも軽微な変動に収まっている。しかしながら，本児の担当職員の情報か
ら軽微な変動を辿っていくと，身長については措置変更後，体重についてはマッチング開
始後の時期と一致していることから，生活環境上の変化が本児の発育への影響の要因とし
て考えられる。 
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第３節 事例から学ぶこと 
 本児の気質類型は Slow To Warm Up Child である。そして，その特徴は，
App/With（接近／回避）で回避的で，Adapt（順応性）では順応的でないということであ
る（表 20）。つまり，本児は，初めての環境や人に対して回避的であり，慣れるのに非常
に時間を有する気質特徴であることから，環境の変化への適応に脆弱性があるといえよう。
第３章でも述べたが，この App/With（接近／回避）や Adapt（順応性）は養育者との愛
着に関係することや幼児の自律過程に影響することなどがわかっている。 
 このことを踏まえ，気質特徴という観点から本児が示した行動を振り返ってみると，乳
児院からの措置変更や里親とのマッチングは，本児にとって相当の心理・社会的な負荷が
かかるものであったと考えられる。ゆえに，①CBCL において，不安/抑うつ・思考の問
題・非行的行動・攻撃的行動が臨床値を示したこと，②軽微な変化ではあるがは身長・体
重共に不安定な発育値の変動が見られたこと，③乳児院からの措置変更時からしばらくの
間，担当職員が交代するたびに激しく泣いたり，里親宅と施設での生活の間に戸惑いを感
じ，また，里親宅での激しい試し行動が見られたのではないかと考えられる。本児が示し
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た①～③の問題は，施設職員や里親 C の関わり如何の結果ではなく，気質特徴という素質
的に備わった部分から生じたものであったと推測できる。このことが当初から理解されて
いたとすれば，本児の担当職員は日々の関わりについて必要以上に思い悩むこともなかっ
たであろうし，また，里親 C との関係も継続していたのかもしれない。そして，何よりも
本児が適応過程において示す，心理・社会的ストレスを出来るだけ取り除くことが可能で
あったかもしれない。ゆえに，里親に対して本児の気質特徴を説明しておく必要性があっ
たといえる。 
 庄司（2003）は，里親養育を支える考えを示す中で，アタッチメントや発達生態学の視
点のみならず，子どもの気質特徴は養育する人に大きな影響を与えるものとし，「気質を知
ることの意義」を示している 6)。その意義として，「子どもには一人ひとり行動の個性が認
められること，そのような特徴がすべて環境によってつくられたのではなく，素質的に備
わった面もあることを教えてくれるところにある。」7)と述べている。つまり，子どもが示
す様々な心理・社会的問題を環境要因のみで理解しようとするのではなく，子どもを主体
として環境を捉えていく作業が必要であることを示しているのである。 
 したがって，本児を主体として養育環境を捉えていくと，次のような課題が見えてくる。
まず，本児は間もなく満６歳を迎える。６歳という年齢は，就学年齢でもあり，生活環境
や学習環境が大きく変わる。本児の気質特徴やこれまで姿を振り返ると，本児は就学後の
生活に適応するまで時間を要し，様々な諸課題を呈すると考えられる。そこに特別養子縁
組に向けてのマッチングが加味されると，本児は多様な生活環境の変化を一度に経験する
ことになる。このことが本児と里親にどのような関係性をもたらすのか想定した場合，現
段階では本児にとって適切な時期を見極めながらマッチングを進めていくことが最優先課
題であるといえる。つまり，本児の今後の「最善の利益」を真摯に考慮していくとするな
らば，特別養子縁組に捕らわれることなく「本児の気質特徴を十分に理解すること」，ある
いは，「気質特徴を十分に理解してもらうこと」を前提に，今後の養育プロセスを構築して
いかねばならないのである。 
 この事例は，制度的枠組みの中で児童養護施設入所児童の処遇を考えるのではなく，「子
どもの側」から養育環境を構築し，対応する必要性を示している。すなわち，子どもを主
体とした「子どもの最善の利益保障」を再構築していく必要性を如実に示している。 
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1) 兵庫県では，2000（平成 12）年に児童養護施設入所児童実態調査を実施した。本調査
の計画の背景には，被虐待児の増加により，入所児童の特質が変化し，早急な対策が求め
られていることにある。調査内容は，「生活実態」「ストレス反応」「乖離」および「気質（幼
児）」の４項である。（森茂起「１．調査実施の背景・目的」，兵庫県・兵庫県児童養護連絡
協議会『児童養護施設入所児童の心身健康調査報告書』，兵庫県・兵庫県児童養護連絡協議
会，2002 年３月，１～８頁） 
2) スパイラルとは，“らせん・らせん状”を意味する。稲垣(2003)は，研究対象として「子
ども」を捉えるのではなく，子どもの姿を子どもに直接的に関わる人物に結果を返し，そ
れを臨床現場（この場合は児童養護施設における子どもと施設職員による日々の生活の営
み）に活かしながら，そこから見いだされたさらなる課題をスパイラルポイントとして，
次の課題解決に向けて研究を重ねることを臨床的スパイラル研究と名付けた。加えて，研
究者はエビデンスを示す役割だけではなく，子ども・施設職員への間接的援助者として研
究者自身もその研究対象に入れ込むというスタイルを貫いている。 
（稲垣由子「大学院 教育学特別演習」，甲南女子大学大学院講義ノート，2003 年） 
3) 特別養子縁組では，生みの親と永続的な親子関係の形成が困難な場合，法的により安定
した親子関係を提供し，子どもの成人後の生活をも視野にいれた安定したパーマネンシー
保障が可能となる。 
4) 吉田敏子「児童養護施設入所児の身長発育に関する研究～心理的，社会的背景の身長発
育に与える影響～」，『小児保健研究 第 70 巻第４号』，523-528 頁  
5) 戸松玲子・稲垣由子「児童養護施設入所児童の発育に関する研究」，『小児保健研究 第
74 巻第４号』，2015 年７月，534-540 頁 
6) 庄司順一『フォスターケア 里親制度と里親養育』，明石書店，2003 年，185-189 頁 
7) 同前 
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終章 本研究の成果と今後の課題 
  
我が国の児童養護施設のあり方は，1994 年の「児童の権利条約（通称：子どもの権利）」
の批准以降，パラダイムの転換を迎えることとなった。そして，近年，新たな大きな転換
期を迎えている。それは，2011（平成 23）年の「社会的養護の課題と将来」を皮切りに，
その後の 2016（平成 28）年の「児童福祉法改正」，2017（平成 29）年の「新しい社会的
養育ビジョン」にも示されている。2016（平成 28）年の「児童福祉法改正」では，法的
に子どもが権利の主体であることが明確にされ，その上で，家庭養育優先の理念を規定し，
施設の小規模化や里親委託を推進することが明確にされた。これらは，我が国の児童養護
施設の歴史上，画期的なものである。しかしながら，家庭養育優先の理念が先行するあま
り，現行の制度や今後の方向性について，子ども理解に基づいた，子ども側からの議論が
置き去りにされているようにも感じる。具体例として，特別養子縁組や里親養育等におけ
る縁組成立前養育（以下，マッチングと称す）があげられる。これは，今後の養育者との
関係作りや家庭生活への見通しを持つためには重要な過程ではあるが，残念なことに，全
てのケースが縁組成立の結果に繋がるわけではない。縁組成立に至らなかった場合，子ど
もは次の里親候補とのマッチングを経験せねばならなくなる。このことは，縁組が成立す
るまで子どもはマッチングを幾度となく経験しなければならないことを示している。加え
て，子どもはマッチングの際，これまでの養育環境とは異なる生活環境やスタイルを受け
入れ・適応していかねばならない。このような経験は，子どもに心理・社会的負担をもた
らすことが懸念される。したがって，筆者は，これらのことを踏まえた上で，家庭養育優
先の理念の先にあるものを真摯に議論せねばならないと考える。新たなパラダイムの転換
期を迎えている時期であるからこそ，「子どもの側」から捉えた処遇のあり方への議論を加
えるべきであると筆者は考えるのである。 
 本研究では，児童養護施設での生活を余儀なくされた子どもの育ちを「子どもの側」か
ら捉え直すべく，健やかな成長・発達を支えるための施設処遇についての考察を行った。
その方法は，児童養護施設に関する歴史的変遷を概観し，気質・気質観・発育・CBCL を
用い，児童養護施設入所児童の現状を客観的に示した上で，事例研究を行うというもので
あった（第７章図 19参照）。本研究過程は，研究過程そのものが児童養護施設入所児童の
生活とそれを援助する施設職員に還元されるよう配慮しながら進めてきた。一つの研究結
果を携え，各施設を訪問した上で，研修会方式にて報告・討論会を実施し，そこから得ら
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れた施設職員らの意見を一つのスパイラルポイントとして次の研究テーマを導き出すとい
う臨床的スパイラル研究のスタイルを貫いてきた。この臨床的スパイラル研究のスタイル
によって，児童養護施設入所児童を研究対象として捉えた分析研究で終わるのではなく，
客観的データを施設職員に示すことによって得られた新たな視座をスパイラルポイントと
して辿り続けることができた。結果，特別養子縁組を巡る女児の臨床事例まで辿り着き，
子どもの側から児童養護を巡る諸問題を捉えることができた。 
 以下，本研究によって明らかになった知見のまとめを述べると共に，今後の課題につい
て検討する。 
 まず，本研究の第一歩は，児童養護施設入所児童の成長・発達上の課題を環境要因のみ
ならず生物学的素因に注目し子ども側から施設処遇を捉えようとしたことから始まってい
る。その結果，各気質カテゴリーでは，９カテゴリー中６カテゴリーの間に，標準値との
間に有意差が認められ，児童養護施設入所児童特有の気質特徴があることが明らかとなっ
た。気質類型においては，一般家庭の幼児を対象とした気質の先行研究結果とは異なり，
「Easy Child」の割合が少なく，「Slow  To  Warm  Up  Child」が多くを占めていた。
研究計画当初，当時の児童養護施設関係者らと共に，「Difficult Child が多いのではない
か」という仮説を立てていたが，この仮説を裏切る結果であった。しかしながら，「Slow  To  
Warm  Up  Child」の気質類型を示した児童の気質カテゴリーを詳細にみていくと，
「Approach or Withdrawal(接近／回避)」では回避的であること，「Adaptability(慣れや
すさ)」では慣れにくいこと，すなわち，初めての人やもの・場面に対して回避的で慣れに
くいことが極めて特徴的であると同時に，「Difficult Child」により近い気質であること
が見えてきた。この点については，研究計画当初の仮説を裏付けるものとして重要である。 
 児童養護施設では，時間帯によって養育担当が交代することや，年度ごとに生活の場所
や共に生活を送る子どもたち集団の変化があること，また，担当職員の交代があったりす
る現状を受け入れざるを得ない。さらに，乳児院から児童養護施設への措置変更に代表さ
れるように，制度上，子どもの気持ちに寄り添えない形で生活の場が変容するケースは稀
ではない。このことを，回避的で慣れ難い気質特徴にある児童養護施設入所児童にとって
は，大きな負担を強いることになる。 
 一方，入所児童の気質特徴に対し，施設職員の気質観と気質特徴の間には大きな隔たり
が見られた。特に，「Approach or Withdrawal(接近／回避)」や「Adaptability(慣れやす
さ)」のカテゴリーにおいては，回避的で慣れにくい気質特徴であるのに対し，職員の気質
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観は，「接近的で慣れやすい」というものであった。この結果は，施設職員は子どもたちが
生来持っている気質特徴を理解することなく，施設での日常生活の子どもたちの姿から「接
近的で慣れやすい」という気質観を抱いていることを示している。この気質観は，幼少期
（就学前から小学校低学年くらいまで）の被虐待児に見られる，初めて出会った大人に対
して接近的に近づき等の無差別的愛着傾向の行動や，児童養護施設という一般家庭とは異
なる特有の生活環境に由来すると考えられる。このことは，施設職員は被虐待経験を含む
施設入所前までの養育経験や施設特有の生活環境という枠組みによって理解していること
を裏付けるものであり，子どもの側からすれば，子どもの生来持っている行動特徴が伝わ
らないほどに入所前・後の養育環境から多大な影響を受けているとしても過言ではない。 
ゆえに，入所児童が「接近的でなれやすい」と捉えられていることは，トーマスとチェ
スらのいう，子どもの気質と環境の「適合の悪さ(poorness  of  fit)」の状態であると考
えられ，実際，子どもは強いストレスのもとにおかれ，健全な発達が妨げられている可能
性も否めない。このことが，後年の様々な子どもの心理･社会的問題を生じさせ，学童期以
降に見られる様々な心理・社会的問題や発達行動上の遠因となっていることは容易に想像
できる。そして，この懸念は，発育（体重・身長）や CBCL の結果に如実に示されていた。 
発育（体重・身長）については，被虐待経験や措置変更経験がある子どもに施設入所時
から肥満度の低下が認められた。身長については，ネグレクト児や乳児院から措置変更さ
れた子ども（養護群）に施設入所後の ht-SDS（身長標準偏差スコア）の低下が目立って
いた。つまり，施設入所後に発育値の低下した子どもの中には，措置変更の経験，すなわ
ち，乳児院からの児童養護施設への措置変更経験のある子どもが多かったということにな
る。このことは，先の気質研究や気質観調査の結果から導き出された，「適合の悪さ
(poorness  of  fit)」の状態の現れである。なぜならば，乳幼児期の子どもが，自分の思
いや心身の不調を適切な言語表現を用いて他者に伝えることは容易ではない。児童養護施
設へ入所すること，あるいは措置変更されることによって，子どもらは新たな養育環境へ
の適応を強いられる。それだけではなく，施設へ入所することによって，家庭や乳児院と
いったこれまで生活してきた場面や人と切り離され，新たな生活環境に適応しなければな
らい。「初めての環境や人に回避的でなれにくい」気質特徴にある子どもたちにとっては，
我々からは計り知れない程の心理・社会的な負荷がかかっているのである。つまり，現状
で示されている児童養護施設に関する制度的枠組みや施設での生活は，子ども側から捉え
た場合，不適切な養育環境となっていることが多く含まれているのである。したがって，
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我々は，児童養護施設での生活の主体は子どもであるという認識の元に，子ども側から捉
えた施設養育のあり方を問い直さなければならない。そのためには，児童養護施設入所児
童は具体的にどのような問題を抱え，それらを理解し，日々の処遇へと繋げていくのかが
課題となってくる。 
このことから，CBCL（Child Behavior Checklist）を用い，児童養護施設入所児童の抱
える心理・社会的問題行動について調査したところ，何らかの問題を抱えた幼児が約７割
を占めていることがわかった。「内向性」「外向性」に関しては 3 人に１人が問題を抱え，
「総得点」においても４人に一人が問題を抱えていることが明らかとなった。項目別に見
ると，「よく泣く」が 88.0％と最も多く，以下，「大人にまとわりつく，または頼りにしす
ぎる」・「いつも手助けを求める」が 86.0％，「集中できない，長い時間注意が持続できな
い」が 85.7％と続いた。 
 「よく泣く」という行動は，低年齢では自分の意思がうまく伝わらないという現われで
ある。児童養護施設では同年齢の子どもが数多く入所し，言葉がまだうまく喋れない幼児
にとっては自分の意思を伝えられない場面が数多く存在しているのではないだろうか。そ
の上で，愛情希求の現れとして，「大人にまとわりつく，または頼りにしすぎる」「いつも
手助けを求める」という項目が該当したのではないかと考えられる。これらを，児童養護
施設入所児童の「初めての環境や人に対して回避的でなれにくい」気質特徴の観点から考
えた場合，入所児童が他者に適応しようとする姿は，過剰適応や擬似適応の結果ではなか
ろうか。したがって，「回避的でなれにくい」子どもが示す，「大人にまとわりつく，また
は頼りにしすぎる」「いつも手助けを求める」という行動は，子どもにかかる心理・社会的
負荷の現れであると理解すべきである。 
 特に，乳児院から児童養護施設へ措置変更される子どもは，成長・発達の過程において，
多岐に亘り，多様な養育環境への適応を強いられていることを理解しておかねばならない。
乳児院は概ね２歳までの子どものための施設であるため，凡そ２歳までを上限として乳児
院を退所せねばならず，そこから次の新たな養育環境に適応しなければならないという課
題が生ずる。乳児院退所後については，家庭引き取りや里親委託や養子縁組，児童養護施
設等への措置変更があげられるが，児童養護施設への措置変更については，乳児院とは異
なる職員配置基準や幅広い児童の年齢層の中で集団生活を余儀なくされる。そして，子ど
もの側から施設環境，すなわち養育環境への適応を捉えた場合，乳児院から児童養護施設
へ措置される子どもは，児童養護施設への適応以前に乳児院からの分離体験が伴っている
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ことを理解しておかねばならない。この分離・適応は，制度的枠組みによって行われるも
のであること，施設という一般家庭とは異なる養育環境であるがゆえに起こるものであり，
子どもの意思とは無関係に養育環境の場が変容されていくことにある。また，この分離・
適応は乳幼児期という人生の初期の段階から，短期間に繰り返されている。つまり，乳児
院から児童養護施設へ措置変更される子どもは，安定的で継続的な支援を受けているとは
言い難い状況の中で成長・発達を遂げているのである。このような現状において，「初めて
の環境や人に回避的でなれにくい」気質特徴の子どもをが，「接近的でなれやすい」という
気質観によって日常の姿が理解されているということは，子どもと養育者の間に「適合の
悪さ（poorness  of  fit）」の状況を生じさせていると考えられる。そうであるとすれば，
当然のことながら児童養護施設入所の成長・発達に影響し，本研究で示された発育研究に
おいて，乳児院からの措置変更を経験している子どもの ht-SDS（身長標準偏差スコア）
が低下したことや，CBCL 研究において約７割の子どもに何らかの心理・社会的問題行動
が見られた結果はその象徴であることに納得がいく。 
 他方，近年の児童養護においては，安定的で継続的な支援が不可欠であることから，子
どものパーマネンシー保障のための家庭養護・家庭的養護の拡大・充実に向けて制度の整
備が急速に進められようとしている。しかしながら，本研究で明らかとなった児童養護施
設入所児童の気質特徴からパーマネンシー保障を鑑みた時，子どもの側からパーマネンシ
ーが保障されるまでの過程を理解し，支援しなければならないことは明らかである。この
ことを示唆してくれたのは，第７章で述べた，A 県内 B 施設に入所している就学前（幼児）
児童の特別養子縁組を巡る諸問題である。まず，本児の場合，乳児院の養育環境から分離
され，そこで培った職員や子ども同士との関係性を喪失し，児童養護施設という新しい養
育環境への適応していかねばならなかった。乳児院から児童養護施設への措置変更は，本
児に限ったことではない。しかしながら，先述したように，本児の気質特徴は，「初めての
環境や人に対して回避的で慣れるのに時間がかかる」ことにある。乳児院から児童養護施
設へ措置変更された当初，担当者が代わる度に激しく泣くことから考えると，本児が新た
な養育環境に適応するには相当な心理的負担があったことは容易に想像出来る。さらに，
施設生活への適応過程において，里親候補とのマッチングも加わってくるようになり，こ
のことを本児の気質特徴から省みた場合，本児には相当の心理的負荷を与えていたことは
明らかである。 
 第３章でも述べたが「Approach or Withdrawal(接近／回避)」，「Adaptability(慣れやす
108 
 
さ)」の気質特徴は，養育者との愛着関係や社会化・自律過程に影響することも報告されて
いる。それは，環境適応への脆弱性といった気質特徴による他者との関係の作りにくさ，
育てにくさに起因する。この点から鑑みると，本児が CBCL で臨床域を示した，不安／抑
うつや思考の問題，非行的行動，攻撃的行動には納得がいく。特に，攻撃的行動において
は，かなりの高値を示しており，他者との関係において多くの問題を呈していることが窺
える。このことは，里親とのアタッチメント関係に影響し，本児のパーマネンシー保障の
ためのマッチングは容易に適うとは言い難く，今後もマッチングは繰り返されることは容
易に想像できる。そうなれば，本児は適応・分離・喪失体験を積み重ねていくこととなる
であろう。 
 特別養子縁組については，法的に安定的な親子関係が子どもの生涯に亘ってパーマネン
シー保障されることから，家庭引き取りの見通しが立たない児童養護施設入所児童にとっ
ては，最も望ましい「子どもの最善の利益」の形であるという考えが多くを占めている。
特別養子縁組にはマッチングが不可欠であり，安易な養子縁組や縁組成立後の親子関係の
破綻を避けるためにも必要な手続きである。しかしながら，全てのマッチングが養子縁組
に繋がるわけではなく，縁組みが適わなかった場合，子どもは新たなマッチングを経験せ
ねばならない。つまり，子どもがパーマネンシーを得るためには，縁組みが適うまでマッ
チングが繰り返されるのである。 
 施設入所児童は何らかの理由があり保護され，措置される。これらは子どもの最善の利
益を考慮した結果であるが，子どもにとってはこれまでの養育環境から切り離され，新た
な生活環境（養育者等）に適応しなければならないという現実が存在することを我々は忘
れてはならない。就学前の乳幼児は，言語化して他者に自分の思いを伝える能力が未成熟
である。このことは，自分の意見を言葉に出来ない，すなわち，意見表明出来ない状況に
あることを意味する。ゆえに，乳幼児期の子どもの権利擁護に資するためには，子どもの
側から日常生活の情報を読み取り，そのことによって子どもを理解し，日々の処遇に繋げ
ていくことが，就学前児童の権利を擁護することに繋がる。家庭養育優先に傾くあまり，
無意識のうちに子どもを制度的枠組みに適応させようとするのではなく，子どもの目線で
捉えた処遇のあり方を問い直す議論を加えることが近年の児童養護を巡るパラダイムの転
換には必要である。このことは，就学前の幼児に対象を限定し，気質という生物学的素因
から示された子どもの姿を施設職員に報告しながら，次の研究課題に取り組むという今ま
での研究スタイルとは異なる方法，すなわち，臨床的スパイラル研究のスタイルをとり，
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継続的に取り組んできたからこそ言えることであり，このことが本研究の大きな意義であ
る。 
 一方，課題は多く残る。第一に，児童養護施設入所児童の乳幼児に関する研究が極めて
少ないことがあげられる。児童養護施設研究の多くは，自立支援を軸とした児童期以降を
対象とした研究が殆どであり，大人側からの抑止が比較的容易である幼児期の問題行動は
看過されがちである。本研究結果で示したように，乳幼児期から発育の経過不良を示す児
童やかなりの心理・社会的問題行動を呈する児童が存在していることが明らかとなってい
る。このことが，児童期以降の発達行動上の問題の遠因となっている可能性は否めない。
入所児童が健やかな児童期を送り，やがて迎え来る社会的自立後の豊かな人生を支えるた
めにも幼児期からの心理・社会的問題行動への介入と予防は必須である。そのためには，
児童養護施設入所児童の乳幼児に関する研究知見を蓄積し，「子どもの最善の利益」に資し
ていかねばならない。 
 第二に，本研究については，研究着手当初から最後の臨床事例に至るまで，相当の時間
を要している。この間，児童養護施設に関する法整備は大きく前進し，当初，大舎制であ
った施設も小規模化に伴いユニット制を中心とした施設形態へと変容している。また，地
域小規模型施設なども増設され，施設での生活スタイルや職員との関係構築のあり方も大
きく変わってきている。その中で，子どもの気質特徴や職員の気質観が子どもとの関係に
どのように作用しているのか，そして，子どもの発育状態や心理・社会的問題がどのよう
な状況にあるのかを把握していく必要がある。また，施設の小規模化と家庭養育の充実に
向けて，家庭養育優先の理念に縛られるのではなく，「子どもの側」から「子どもの育ち」
を捉え，処遇のあり方を検討する体制作りは必要である。特に，乳幼児については特別養
子縁組を始めとする里親養育に繋がりやすい一方，自分の意見を言葉としての表現手段に
乏しい年代の子どもたちである。そのため，大人側からの観点で子どもを制度に適応させ
がちになり，大人側の子ども理解の有り様が子どもの「最善の利益」を左右することにな
る。しかしながら，子どもの育ちの主役は子どもである。この点に立ち返り，我々は，「子
どもを主体」とした処遇のあり方を常に問い直さなければならないのである。そのために
は，児童養護施設で生活する乳幼児に関する縦断的研究へと発展させ，さらなるエビデン
スを示す必要があると考える。これら，今後の課題として取り組む所存である。 
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